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 序論 

1.1  省エネルギー推進の重要性と課題 

地球温暖化が国際的な環境アジェンダとなり、その対策の柱の一つとして省エネルギー

（または省エネ）推進の必要性が認識されて久しい。エネルギー消費は、地球温暖化に対し

て量的にもっとも大きな寄与を持つ温室効果ガスである二酸化炭素（以下 CO2）排出量と

直接的に結びついており、省エネルギー、すなわちエネルギー消費の抑制・削減は必然的に

CO2排出量の抑制・削減を意味するからである。国連気候変動枠組条約下の新たな国際ルー

ルとして 2016 年 11 月に発効したパリ協定iにおいて日本は省エネルギーや脱 CO2エネル

ギーへの転換により 2030年度までに 2013年度比で温室効果ガスの排出を 26％、2050年
には 80％削減する目標を約束している 1)が、このうち 2030年までの 26%削減目標の 21.9%
がエネルギー起源の CO2排出量の削減分とされている 2)。これは 2012年度から 2030年度
までの約 20年間に原油換算で 5,030万 kl程度の削減、言い換えれば約 35%のエネルギー
消費効率iiの改善に相当する野心的な目標である 3)。このように省エネルギーは社会的要請

であり、その重要性は今後も一層増していくことに疑いの余地はない。 

パリ協定に先立ち、「徹底した省エネルギー社会の実現」を謳ったのが第 4次エネルギー
基本計画（2014年 4月閣議決定）4)である。この基本計画は、2011年 3月に起こった東日
本大震災およびその後の東京電力福島第一原子力発電所（以降 原発という）の事故を受け
て我が国のエネルギー戦略を白紙から見直し、再構築するための出発点とされる 4)。確かに

大震災、殊に原発事故の衝撃はあまりに大きく、それ以降の日本におけるエネルギーを語る

際に、置き去りにできない課題となった。原発事故によって日本はかつてない電力危機に直

面することとなったのみならず、その後の再稼働に関わる混乱を起因として、不安定な電力

供給体制によるエネルギー問題はある意味「常」となりiii、節電や省エネルギー行動の定着

化がそれまで以上に喫緊の課題となった。 
しかし、省エネルギーの推進は簡単ではない。パリ協定の前身である京都議定書の公約

（1990年比で 6%のCO2の排出削減）達成に向けてライフスタイルの転換が求められ、1990
年代後半以降公約期間に先行して多くの取り組みが展開されたにも拘らず、経済成長とと

                                                   
i 今世紀後半までに世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努
力を追求すること、そのために参加国すべてが温暖化ガスの排出削減目標を立て取り組むこと等に合意した。2017年
6月に米トランプ大統領がパリ協定からの脱退を表明し、今後の動向が注目されるが、一方で、脱退発表がすぐに離脱
を可能にするわけではなく、パリ協定の形骸化や国際的な混乱を懸念する声は多くはない 5)。 
ii 最終エネルギー消費量／実質国民総生産（GDP） 
iii 東日本大震災後、順次定期点検に入った原発は原発安全性に対する懸念を背景に再稼働できない状況が続いていた
が、2012年 7月に政治判断で関西電力大飯原発が例外的に再稼働された。2013年 9月に大飯原発が定期点検に入った
あと再び稼働している原発がない“原発ゼロ”状態が続いていた。現安倍政権が第 4次エネルギー基本計画において
「原発を重要なベースロード電源と位置づける」としたことで再稼働に向けた動きが進み、2015年 8月の九州電力川
内原発 2号機の再稼働を皮切りに、2017年 6月までに全国で 5基の原発（九州電力川内原発 1、2号機、四国電力伊
方原発 3号機、関西電力高浜原発 3、4号機）が再稼働している。今後も他の原発の再稼働が見込まれているが、しば
らくは海外からの化石燃料の輸入とそれによる火力発電に対する依存度は高いまま推移すると思われる。 
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もに快適性や利便性を追求するライフスタイルが定着したことに加え、世帯数増加等の社

会構造の変化により、その間エネルギー消費は概ね増加傾向を示してきた 3)。公約第一約束

期間（2008年～2012年度）終了年である 2012年度における実際の総 CO2排出量は基準年

比で 6.3%増 6)となり、公約達成は容易ではなかったiv。また、先に述べたパリ協定の公約の

前提になっている約 35%のエネルギー消費効率の改善は、1990年代以降鈍化していたとさ

れるエネルギー消費効率を再び 1970年代のオイルショック以降の 20年間で達成したエネ

ルギー消費効率に匹敵するレベルに引き上げることを意味する 8)。これらを鑑みれば、パリ

協定下の目標達成はより厳しい道のりであろうことは想像に難くない。このような困難な

目標に対し、より本質的に需要家側に変革を迫る省エネルギー推進対策が家庭部門におい

ても求められている。 

1.2  エネルギー分野における家庭部門の位置づけ 

本研究では、省エネルギーの推進において、私的空間が故に社会的規範感が働きにくく、

また法規制を課しづらいため最も難しいと言われる家庭部門を対象に、今後の省エネルギ

ーの推進の在り方を探ることとし、以下ではエネルギー分野における家庭部門の位置づけ

に続き、家庭部門に対する従来の省エネルギー推進アプローチや先行研究を概観する。 

1.2.1  家庭部門におけるエネルギー消費の変遷  

我が国におけるエネルギー消費量は、歴史的には国民総生産（GDP）の伸びとともに増

加してきた。このうち本研究が対象とする家庭部門は、全体に対する比率にすると、2015

年度において 13.8%3)で、決して大きくはない（図 1-1第 1軸に示す棒グラフ）。しかし第

1次オイルショックの 1973年を 1とすると、家庭部門の伸びは 2015年度比で 1.9倍で、

第 3次産業を中心とする業務部門（同 2.4倍）および運輸部門（同 1.7倍）と並んで大きな

伸びを示している 3)。近年は多少減少傾向が見られるものの、オイルショックを契機として

省エネ設備の積極導入等官民を挙げた省エネルギー対策が進められた結果、同期間の伸び

が 0.8 倍と減少を示す大規模製造業を中心とする産業部門との差は歴然である（図 1-1 第

2軸の折れ線）2)3)。 

ただし、近年では個人消費は伸びているにも関わらずエネルギー消費は減少するという、

個人消費とエネルギー消費の相関が薄れつつあり、この傾向は図 1-1 からも読み取れる。

いわゆる経済成長や個人消費の伸びとエネルギー消費のデカップリングが起き始めた理由

として、機器のエネルギー消費効率のさらなる改善に加え、東日本大震災以降の 5 年間で

は人々の意識の変化や省エネ・節電努力、またその後の電力料金の値上げ等により節電が一

層定着したことなどが挙げられている 2)。 

                                                   
iv この増加には 2011年 3月の原発事故の影響で、緊急的に火力発電所の再稼働や増設が行われたことによる増加分を

含むことも理由の一つに挙げられている 2)。結果として日本は京都議定書下で認められた京都メカニズムによるクレジ

ット・排出枠（初期割当量、森林吸収源、海外からの京都メカニズムクレジット 約 63億 9,200万トン分）を償却する

ことで公約目標を達成した 7)。 
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（出典：経済産業省 3)を基に筆者作成） 

図 1-1 日本の部門別最終エネルギー消費と実質 GDPの推移 

 

1.2.2  家庭部門の省エネルギー対策 

家庭部門における省エネルギーの対策は、技術的開発を中心としたハード面での対策、お

よび人を動かすために行われるソフト面での対策に大別できる。歴史的には、高度経済成長

を通じた居住水準の向上とオイルショックによって新たな課題となったエネルギー消費の

増加抑制の両立を目指した時代背景の下、住宅の断熱性能および気密性能の強化に代表さ

れる技術開発がその中心的な対策であった 9)10)。そのためにはエネルギー消費原単位を知る

ことが必要とされ、その分野において多くの研究が進んだ 9)~13)。これら初期の研究成果は

歴代の住宅の省エネルギー基準の設置・改正につながりv、住宅のエネルギー効率向上に寄

与した。ただし過去の基準は努力義務の部分が多く、いまだこの基準に適合していない住宅

は多いと言われ 2)、パリ協定の目標達成のための家庭部門の主要な対策として住宅の断熱性

能の向上（義務化）14)や、こうした断熱性能と高効率設備および再生可能エネルギーを採用

したゼロエミッション住宅（ZEH）の普及が挙げられている。 

同様の考えの下に進められたのが、家庭で使われる家電製品のエネルギー消費効率の向

上である。エネルギー消費効率の向上は、家電製品を製造する産業部門にトップランナー制

度として課せられ、個別機器の省エネ性能は大幅に改善した。図 1-2(a)はオイルショック

以降主要家電機器の省エネ性能の向上を示した図である。冷蔵庫やエアコンでは 10年前と

                                                   
v 最初の住宅省エネ基準が設けられたのは 1980年（昭和 55年）で、その後 1992年（平成 4年）、1999年（平成 11

年）に改正されている。 

GDP：200兆円（2011年度価格）

(10
18

J) 各部門の伸び率は1973年を1とした場合の指数
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比べ最新の製品では約 3 倍、テレビについては、大型化等のトレンドにより多少の波があ
り、緩やかではあるが、いずれもエネルギー消費効率は上がっている 2)。つまり、エネルギ

ー効率のよい製品への買い替えは確かにそれだけで省エネになると言える。しかし、その一

方で、世帯ごとの家電の保有数は軒並み増加しており（図 1-2(b)）、個々の機器の効率は上
がっても、先に図 1-1 で示したとおりトータルとしてエネルギー消費は概ね増加するとい
う構図をなしてきた。 
技術的な対策に対して、ソフト面でのアプローチは人々の行動を促すために制度を変え

る手法、そして必ずしも制度変更は伴わずとも啓発によって人を動かそうとする手法とに

大別できる。このうち、法規制を課すことが難しい家庭部門においては、制度変革手法とし

て経済的手法が用いられることが多い。具体的には、経済的なインセンティブの付与（例え

ば省エネポイントをためてエコ商品と交換できる、あるいは地元の商店街で使える等）の取

り組みや、総体的な省エネルギーというよりはピークカットによる電力の安定供給が目的

ではあるが、時間帯別に電気料金設定を行う、あるいはピーク時に使用を控えた消費者に対

し対価を支払う等の方法が取られるデマンドレスポンスが挙げられる。これらはいずれも

エネルギーを消費するという消費行動に対して、制度（上記の例では、直接的あるいは間接

的な電気料金）の変更により経済的（倹約意識）に訴えるという手法で対応したものである。 
一方、啓発によって人を動かそうとする手法の代表例として情報提供手法および環境教

育が挙げられる。情報提供手法には、古くは省エネラベルをはじめ、近年では家庭用エネル

ギーマネジメントシステム（HEMS）やスマートメーターを使ったエネルギー利用状況の見
える化、それに基づくエネルギー診断や省エネアドバイス・レポートなどがあるvi。最近で

                                                   
vi HEMS等の開発そのものは技術開発であるが、元来は見える化等情報提供によって人に行動変容を促すという位置
づけが主で、そのために必要な技術開発という位置づけが強かった。しかし、昨今では HEMSやモノのインターネッ
ト（IoT）の活用による自動最適化、すなわち技術による省エネルギー促進そのものが次なる対策として期待されてお
り、当初の HEMS等の開発目的に比べて深化している。 

  
(a) 機器のエネルギー効率（1995-2014） (b) 家電の保有数（1970-2014） 

（出典：(a) (b)ともに経済産業省 3)） 

図 1-2 エネルギー消費機器のエネルギー効率と保有状況 
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は、行動経済学のナッジ理論viiに基づく情報提供手法として Opower社の電力料金情報が注

目された。Opower社は世界で約 100社の電力供給事業者を顧客とし、これらの事業者が顧

客（需要家）に送る電力料金票をエネルギーアドバイスを行う媒体として近隣の世帯との比

較等を用いる情報提供を行い、これまでの知見として平均的な節電率 1.5～2.5%を挙げて

いると報告されている 16)。 

こうした技術的、制度的な対策では、消費者はあくまでも省エネ製品や省エネ効率の良い

住宅の購入を働きかけられる、あるいは経済的インセンティブという外からの働きかけに

応える受動的な存在として捉えられてきたことが分かる。また、情報提供手法においても、

他人との比較によって損得勘定に訴えるやり方は、制度の変更こそ伴わず、人の心理を一部

考慮したものとは言え、経済的な節約意識に訴える側面が強い外からのアプローチである。  

これらの外的インセンティブによる対策の効果は、インセンティブの終了とともに効果

も薄れることが指摘されているように 17)継続性に課題がある。これらの外的インセンティ

ブは人々に行動を促す「きっかけ」として位置づけられるもので、外的インセンティブによ

って生起された行動をするうちにそれが習慣となり、行動を行う理由自体も内在化されて

いく、すなわち内的モチベーションへと変わり効果が持続することが期待されている 17)18)。

しかし実際には、次々と外的インセンティブが与えられるという構図が一般的で、環境配慮

行動としての内的モチベーションから省エネルギー行動を促すという考え方には至ってい

ない。内的モチベーションは外的インセンティブが与え続けられる中では発生しないとい

う村山 19)の指摘を鑑みれば、対策や施策の実施側が外的インセンティブから内的モチベー

ションに着眼点を変えることが求められていると言えるかもしれない。 

一方、人々の心の内から行動変化を促そうという代表例が環境教育である。環境教育は学

校教育のみならず、社会教育や消費者教育としても広く行われており、従来の自然環境保護

やごみ減量対策（3R）などの身近で地域的な課題に対して一定の効果を上げてきた。しか

しその対象は社会における環境問題の変遷とともに変化しており、昨今の地球規模の環境

問題に対する環境教育による行動変容、行動促進の難しさが指摘されている 20)21)。 

1.3  エネルギー消費実態の分析過程にみる家庭におけるエネルギー消費の規定因 

エネルギー消費実態の正しい把握は時代や対象部門を問わず省エネルギー対策推進の基

礎をなしている。現状の正しい把握なくして、有効な対策の立案や実施は不可能なことは自

明の理である。それと理由を同じくして、徹底した省エネルギー社会の実現を掲げる第 4次

エネルギー基本計画 4)では、家庭部門の省エネルギーの強化の方策として「省エネルギーな

ライフスタイルの普及」を掲げ、具体的な施策の策定のためには、より詳細なエネルギー消

費実態の分析が必要としている。そこで以下では、エネルギー消費実態の把握を軸とした先

行研究の変遷をたどりながら、それらの研究によって積み上げられてきたエネルギー消費

                                                   
vii ナッジとは「ちょっと肘でつつく」の意で、ナッジ理論とは各人の選択の自由を確保しつつ、直感に訴えかけて人
間の行動をより望ましい方向に促す行動変容手法の一つである 15)。 
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に影響する要因に関する知見を整理し、今の時代に求められるエネルギー消費実態の把握

の在り方への示唆を探る。 

1.3.1  世帯属性および建物属性要因 

家庭部門におけるエネルギー消費実態の把握に関する先駆的研究として 1970 年代中盤

から 80年代初頭にかけて行われた尾島ら 9),11~13)一連の研究が挙げられる。これら初期の研

究では、前述のとおり、住宅のエネルギー消費の実態を住宅設備や生活パターンとの関連で

捉えることで現状の住宅水準の把握のみならず、将来推計の基礎資料とすることが主目的

であった 9)。その後も住宅タイプや地域特性に着目した研究 11)により、エネルギー消費量と

年収、床面積、気候条件（地域別）の用途構成等、現在でいうエネルギー消費原単位を算出

するための多くの基礎情報が蓄積された。当時とは住宅性能も家電機器の普及率やタイプ

も異なるため単純な比較はできないが、世帯年収や世帯人数が多いほどエネルギー消費量

が大きいという全般的な傾向はこれらの初期調査ですでに示されている 11)13)。しかし、後

の研究 22)では地域属性や世帯属性のエネルギー消費への影響は認めつつも、同じ世帯人数

区分等、同一属性の中にも個体差のばらつきが大きいことも報告されている。 

また、近年の社会構造的な特徴として、核家族化や少子高齢化などで少人数世帯が増えて

いる。これは一人当たりのエネルギー消費効率が落ちることを意味し、世帯のエネルギー消

費原単位および世帯数の両側面からエネルギー消費の増加要因となっている 3)。 

1.3.2  住まい方（生活時間、生活行為）要因 

1990年代初頭になると、エネルギー消費実態の把握を目的とした研究の一環として、初

期に着目点として多く用いられた建物属性や世帯属性に加え、居住者の生活行為に着目し

た研究が行われるようになった。例えば、秋本ら 23)は、「住宅設備の需要にともなって市民

生活、言葉をかえれば生活スタイルも変わってきている」viiiとし、この生活スタイルの変化

を表す指標として「生活時間」を用いた研究を行った。この研究では首都圏の集合住宅を対

象に在宅時間と基本的な世帯属性の関係から在宅時間の長い世帯の方が全般的に電力消費

量が多い傾向を示す一方で、世帯の床面積や家族人数、世帯年収といった建物や世帯属性と

合わせると後者の方が影響力があることを示している 23)。 

さらに、1990年代初頭～後半にかけて行われた全国 8地域における電力消費量と住まい

方との関連を調査した澤地ら 24)の一連の研究 25)26)では、居住者のライフスタイルとして生

活行動および意識についてアンケート調査を行っている。論文中に明確な調査項目等の提

示はないものの、ライフスタイルとしてアンケートで調査した冷暖房設備の所有率や利用

時間とともに、同じくアンケートで聞いた着衣量の他、実測した数種の室温等から推計した

生活時間や生活様式を「住まい方」としているものと読み取れる。この研究では、照明を含

む「その他」用途のエネルギー消費が収入ランクと関係していることを消費電力の大きい大

                                                   
viii 秋本ら 23) 4598頁から引用。 
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型家電の保有率から裏付けた他、当時としては新しい傾向として東京以南の集合住宅にお

いて騒音や通風確保の困難さなど都市環境に独特の住居条件を起因として冷房エネルギー

によるエネルギー消費が増加していること、さらにそれに対する将来的な増加抑制対策の

必要性が出現してきたことを指摘している。また、冬期の暖房についてはこたつを利用した

床座り型の生活が暖房温度を抑制していることを示している。その後も「住まい方」、特に

冷暖房の使い方（熱環境や冷や暖の取り方）、について多くの研究が行われた 27)28)29)。より

近年になり、個々人の生活時間・生活行為を拡張し「家族の場・行為の重なり」に着目した

研究 30)では、例えば夕食後にリビングでまとまって過ごす世帯ではエネルギー消費量が少

なく、環境配慮行動の実践度も多いと示されている。 

1.3.3  意識や価値観等の心理的要因 

エネルギー消費実態の評価基準として、負荷計算や体感温度等の物理的データに加え

人々の意識や感情も早くは 1.3.1 で前述した尾島ら 12)の一連の初期研究においても考慮さ

れている。具体的な調査項目こそ記述されていないものの、冬期の室温と快適性、居住生活

の総合満足度を 5 段階尺度のアンケート調査で聞いたものと読み取ることができる。結果

として満足度とエネルギー消費量に直線的な相関は認められないとしつつも、アンケート

回答を基に満足度階級別エネルギー消費原単位を算定している。しかし、住宅のエネルギー

消費実態分析としてもごく初期段階の調査であり、他に満足度や意識を扱ったデータが存

在しないことから妥当性の確認は今後の課題とされた。 

その後 1.3.2で触れた生活行為や住まい方に関連する研究の一環として、意識を含める研

究は増えたが、例えば論文題目やキーワードに「意識」とあるものを比べてみても、冷暖房

による室内環境への満足度 31)、暑い・寒い等の認知 10)、近隣世帯との使用量の比較に対す

る認知 32)33)、あるいは「住まい方」にあたる特定の行動をしようと思うかどうか（もしくは

できると思うかどうか）32)33)等、「意識」が指すものは幅広く、また一部の項目のみを使っ

ているものが多い。 

また、本来ライフスタイルという概念は、住まい方の深層にあるその人の生き方や本質的

な価値観を包含するものであるが 34)35)（この点については本論 1.4.2 でより詳細に論述す

る）、価値観まで踏み込んだ研究は日本では少ないix。数少ない研究例として、例えば、宮田

ら 28)は打ち水や風鈴等伝統的な涼の取り方の実施をやめた理由を「意識・価値観の変化」

として「物理環境の変化」や「生活スタイルの変化」と並列のアンケート回答選択肢として

扱っている。また、澤島ら 36)は、農村研究分野で価値観を用いた網藤ら 37)の研究を基に、

自然－都市、精神－物質、保護－利便、伝統－革新、屋外－屋内の 5 つの価値区分につい

て、日常生活における嗜好をそれぞれ自然派・都市派に分け、省エネ行動との関連を分析し、

自然派価値観を持つ人はエアコン利用が少ないことや、何等かの手間や出費、時間がかかる

                                                   
ix 海外では価値観を含んだ環境配慮行動の心理モデル研究は多く行われている。本章 1.4.6節および第 3章 3.2.3節を

参照されたい。 
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防暑行為について取り組む傾向が高いことを示している。また、遠藤ら 38)は日常生活の中

で重視する選好として快適性、経済性、環境性、社会性、健康安全性の 5つの選択肢を価値

観として、また在宅時間をライフスタイルとして用い、エネルギー消費実態と合わせて分析

し、経済性の志向が高い人にはお湯の湯はり温度を下げる等の具体的な節電行動の提案が

有効であるとしている。このように価値観の扱い方も様々であり、社会心理学の理論やモデ

ルxに裏付けされた価値観尺度を用いて包括的に分析されたもの、かつ実際のエネルギー消

費実態（すなわち消費量）と合わせた分析はほとんどない。 

1.3.4  これからのエネルギー消費実態分析に対する要請 

このように、これまでにも多くのエネルギー消費実態の研究が行われてきた。しかし、エ

ネルギー消費実態の把握に対するニーズがなくなることはない。なぜなら、家電製品の省エ

ネルギー性能の向上や普及率、人々の暮らしが常に変化しており、時代や人々の生活に即し

た情報の更新が常に求められるからである。例えば、こたつを利用した暖の取り方が部屋全

体の暖房がなくても快適さを保つことに貢献しているとする研究結果 19)20)21)を例にとると、

近年ではこたつがあまり使われなくなっている 39)こと自体のみならず、エアコンの暖房性

能の向上により、現代的には多くの場合こたつの代替となった床暖房よりもエアコン暖房

を利用する方が省エネルギーな場合があること 40)、他方では住宅断熱性能や用いる評価指

標によっては床暖房と温風暖房の差が小さくなることを挙げる研究もある 41)等、より複雑

で多様なエネルギー消費実態が明らかにされている。 

加えて、上記で挙げた初期のエネルギー消費実態の把握とともに進んだのが、現在の

HEMSにつながる家庭用エネルギーマネジメントシステムの開発 42)である。これにより従

来は家計調査による光熱費からの推計、電力メーターの読み取り、アンケートによる使用電

力量および電気料金の聞き取りによって行われたエネルギー消費実態の把握が容易になり、

それらのシステムを使ったエネルギー診断 43)44)、さらには省エネルギーの推進に向けた効

果的な情報提供内容等多くの既往研究が進んだ 45)46)。この傾向は 2010年代以降の各種の大

規模実証実験 47)等の取り組みにより加速し、近年ではそうした HEMSによって蓄積された

ビッグデータを用いた研究も盛んになってきている 48)。 

これらの先行研究の整理から、これからのエネルギー消費実態分析に対する要請として、

社会心理学等の理論に則った包括的な心理的要因の分析、殊にHEMSによるエネルギー消

費実態と合わせた分析は行われておらず、ここに一つの研究の可能性を見いだせるのでは

ないかと思われる。 

                                                   
x 社会心理学的な理論やモデルの詳細については本章 1.4.6節および第 3章 3.2節において触れている。 
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1.4  問題意識と本研究の概念的枠組み 

1.4.1  問題意識の出発点 

前述のとおり、第 4次エネルギー基本計画 4)では徹底した省エネルギー社会実現のために

業務・家庭部門の省エネルギー対策の強化を掲げ、「省エネルギーを一層推進するライフス

タイルの普及」を課題として挙げている。しかし、そのための具体的施策については詳細な

エネルギー消費実態の分析が必要と指摘するにとどまり 4)、「省エネルギーを推進するライ

フスタイル」の具体像やあり方、その普及方策についてはいまだ明確になっていない。 

ライフスタイルの変化として言及される生活の利便性や快適性を追求する志向は、家電

保有数の増加、保有家電の大型化などと結びつき、世帯あたりのエネルギー消費原単位の増

加につながってきたことは上記でも示したとおりである。ライフスタイルの転換を一方で

呼びかけつつ、他方で省エネ性能の良い製品への買い替えを促すだけでは、単に現在の“モ

ノ”を用いたライフスタイルの延長上にあり、ライフスタイルが大きく変化することはない。

それどころか逆にものを買うライフスタイルが生活者に定着していくとし、石田 49)はテク

ノロジーありきではなく、ライフスタイルありきの発想、すなわちライフスタイルをより本

質的に変えていくことの必要性を説いている。ここで、「ライフスタイルをより本質的に変

える」とはどういうことか、言い換えればライフスタイルとは何かというより根源的な問題

にぶつかるのである。 

1.4.2  ライフスタイルとは 

ライフスタイルという言葉は、日常用語として現代社会に定着しているがためにその定

義は曖昧なまま理解されていることが多い。しかし、そもそもライフスタイルとは何であろ

うか。 

学術的な概念としてのライフスタイルは、1900年代初頭からドイツの社会学者ウェーバ

ーに影響を受けたアメリカの社会学者の間で用いられたのが端緒であるとされ、社会学で

は全般的に準拠集団や社会階層の生活様式、生活態度、人生観に焦点が当てられていた 50)。

これに対し、1920年代中頃からアドラーを中心に発展した個人心理学においては、能動的

な行為主体としての個人が人間の成長・努力過程で発揮する目標の志向性や統一性、独自性、

そして自己イメージ等を全体としてライフスタイルと呼んだことに端を発するといわれ、

その後の発展においても社会学で着目される準拠組織・階層では共有されない個人の固有

のライフスタイルに研究の焦点を置いている 50)xi。これらの社会学・心理学における定義を

基礎として、ライフスタイルの概念的発展に最も影響したのが消費者行動およびマーケテ

ィング領域である。例えば、1950年代から 60年代には「文化や社会の中における個人の市

                                                   
xi 仁平 50)によれば、心理学領域でライフスタイル概念を最初に用いたのはアドラーで、1940年代にはマズローの自己

実現論による欲求の 5段階ヒエラルキーが、また 1950年代にかけてエリクソンの人生のライフサイクルに基づく自我

の発達の 8段階が理論化された。 
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場反応」、自分自身を主張するために多くの生活資源や活動を組み合わせて表現する「動的

なひとつの大きな複合シンボル」すなわち心理学による自己概念に近似した概念と捉えた

もの、家族周期の変化によってライフスタイルが規定されるという観点から「家族成員が

様々な製品や出来事、資源に合うように基づいて作られた現象（すなわち生活様式）を示唆

するもの」等、現在も一般的に用いられるライフスタイルという言葉に含まれる要素の断片

が出現した 50)xii 。 

さらに、1970年代になると高度経済成長を経た社会的変化に伴って人々の価値観も変化

しているとの認識に立ち、ライフスタイルと消費パターンに対する価値観の影響の仕方、ま

たそれらがビジネスや政治に与える影響までを明らかにしようという試みが起こった。代

表的なものにアメリカのスタンフォード大学の研究チームを中心とする VALS（Value and 

Lifestyles）類型論 34)が挙げられる。VALS類型論では、心理学領域で提唱されたマズロー

の自己実現論の欲求の 5 段階ヒエラルキーを基に展開させた 9 種類のライフスタイルを用

いて人々をセグメント化し、それによって将来の市場動向を予測した。その後もマーケティ

ング戦略としてのライフスタイルのセグメント化議論が活発に行われ、日本においても飽

戸ら 35)によって日本人に合う価値観やライフスタイル調査とセグメント化、およびそれら

に基づいたマーケティング戦略の立案や余暇研究 51)が進められた。 

ここで注目すべきは、これら初期の類型論では VALS類型論を提唱したミッチェルら 34)

が「別称を“ライフスタイル”として知られる個人の一連の内的価値は、それに釣りあった

外的行動様式を生み出すという基本的前提を出発点とした」xiiiとしているように、価値観と

ライフスタイルは同一なものと考えられていたことである。日本における余暇研究におけ

る消費関数が「消費 C＝f（所得 Y、余暇時間 T、価値観 V）」35)とされていたことにも価値

観がライフスタイルの不可分な要素と考えられていたことが読み取れる。 

1.4.3  エネルギー分野におけるライフスタイル研究 

家庭部門についてのエネルギー分野の研究で「ライフスタイル」という言葉が使われた最

初の論文と思われるのが、1.3.2節で言及した澤地ら 24)の論文である。これは当時の地球温

暖化対策として CO2排出の少ないライフスタイルが求められるようになった（つまりライ

フスタイルという言葉が社会で一般的に聞かれるようになった）社会背景を反映している

ものと思われる。実際に 1.3.2節で言及した論文のほとんどが、研究キーワードの中で「住

まい方」に対する対訳として「Lifestyle（Life style）」を用いており、住まい方およびライ

フスタイルという言葉が交替で使われてきたことが分かる。 

また、1.3節で概観した多くの研究による知見は、歴代の住宅省エネ基準の改正や、空気

調和・衛生工学会から 2000年に発行された住宅エネルギー消費について「生活時間」と「家

                                                   
xii これらの定義は、仁平によれば 50)、それぞれ Lazer、Levy、Mooreらによって 1963年の最初のアメリカマーケテ

ィング学会で提唱されたものである。 
xiii P.85から引用 
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電利用」からシミュレーションできるソフトウェア「Schedule（スケジュール）」等の開発

において基礎情報として役立てられてきた。「Schedule」発行後はこのソフトを使った研究

が発表され、省エネルギー効果の測定や推計等に生かされてきた 52)。近年では Scheduleが

生活時間パターン作成の基にしている日本放送協会（NHK）の国民の生活時間調査（1990

年）に代わり、同調査の 2010年結果を用いた比較をすることで国民全般のライフスタイル

の変化がどのようにエネルギー消費に影響するかを検討する研究もある 53)。 

こうした流れが現在の省エネルギー分野で広く認知されている「ライフスタイル」イコー

ル「生活時間×家電利用」という定義や理解につながったものと言えるだろう。また、生活

時間と家電利用の定義を踏襲しながらも、1属性につき 1パターンの生活スケジュールしか

生成できない「Schedule」の問題点を改善し、より多様な生活パターンを生成することを目

的とした類似の生活パターン研究 54)、最近ではより高度なモデル手法により精度の高い需

要推計 55)や、生活満足度を犠牲にしない行動最適化提案を狙いとしたスケジュール生成 56)

等、現在も「生活時間×家電利用」のライフスタイル定義の下、多くの研究が行われている。 

このように「ライフスタイル」と銘打つ研究は複数あるが、価値観がライフスタイルの不

可分な要素だという本来の概念に基づき、家電の所有／使い方や住まい方の背後にある本

質的な価値観まで考慮したものは、1.3節で述べたとおり、日本では少ない。 

1.4.4  東日本大震災は何をもたらしたのか 

東日本大震災およびその後の原発事故は、あまりに大きな衝撃を日本社会に与え、ライフ

スタイルの転換やパラダイムシフトをもたらしたと言われる。このことは、当時の民主党政

権が策定した革新的エネルギー環境戦略 57)の言葉にも表れている。 

 

平成 23年 3月 11日に発生した、東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電

所の事故。それは、私たちが選んできた過去と思い描いていた未来に、根源的

な疑問を突き付けた。私たちが信じてきた価値観、社会のありよう自体が、

今、深く問い直されている。xiv 

 

たしかに、大地震と大津波によって自然に対する見方は大きく変わった。また原発事故に

よって原発の安全神話は崩れ、原子力発電への依存度を 7 割まで高めるとしていたエネル

ギー政策の抜本的見直しを余儀なくされた。さらに、これによって国民的なエネルギー選択

肢の議論が展開されたことや、それまで遅々として導入が進まなかった再生可能エネルギ

ーの導入が加速されたという点、また電力市場の自由化を現実のものとしたという点にお

いて、パラダイム概念の父であるクーンがその著書「科学革命の構造」58)において本来意図

した狭義のパラダイムの転換、すなわち自然に対する異なる見方の導入、が起こったと言っ

てよいのではないだろうか。 

                                                   
xiv 革新的エネルギー・環境戦略 57)「はじめに」より引用。 
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一方、人々の価値観やライフスタイルの転換という観点で考えれば、人々の日常生活にお

いてエネルギー（こと原発と直結する電気）の利用の仕方に影響を及ぼしたのだろうか。そ

の一端は 1.2 節で触れた近年の個人消費とエネルギー消費のデカップリングに表れている
とも考えられる。このデカップリングには震災後の人々の節電意識の変化が理由の一つと

して挙げられている 2)が、そこにはどのような心理的メカニズムがあったのだろうか。 
価値観を考えることは、これまでの省エネルギー対策で取られてきた技術や制度からの

働きかけを受ける受け身な存在としてでなく、自ら考え、より主体的、自律的にエネルギー

消費について考え、エネルギー消費行動をとるようになること、すなわちより内的モチベー

ションによる省エネルギー推進アプローチを取ろうとすることと言えるのではないだろう

か。無論、多くの人にとってそのようなアプローチが有効ではないためにこれまで着目され

てこなかったことも事実であろう。しかし、パリ協定の公約目標達成のためにこれまでとは

違ったアプローチが求められる中、文化や価値観が環境保全に与える影響を明らかにする

ことが今後日本が取り組むべき戦略的課題の 1 つと位置付けられた 59)今こそ、そのような

アプローチが必要なのではないか、との問題意識が浮かび上がる。 

1.4.5  本研究で検討するエネルギー消費関数 

日本における価値観を用いた類型論 35)の消費関数として、1.4.2 節において「消費 C＝f
（所得 Y、余暇時間 T、価値観 V）」を挙げた。ここに、1.4.3節で述べたエネルギー分野の
ライフスタイル議論で使われている変数を当てて考えると、Y 所得（すなわち世帯の基本
属性）と T 生活時間 （住まい方）である。これら 2変数以外に 1.3節で概観した先行研究
からエネルギー消費に対する影響要因として広く認知されている変数も勘案すると、エネ

ルギー消費関数を次のように表すことができると考える。 
 

 
 

なお、「…」の部分には、式中に挙げた年収や世帯人数以外（例えば年齢や性別など）の

世帯属性、その他建物属性、あるいは地域特性など、分析の対象や研究の切り口によって

様々な変数が入ってくることを意味している。また、エネルギー意識（EC）に用いられる
尺度についても、研究や調査ごとに異なる。図 1-3 は本研究で扱う上記のエネルギー消費
関数を概念図として表したものである。そして、このエネルギー消費関数の中で、これまで

扱われてこなかった「価値観 V」に着目し、それを「エネルギー意識」と合わせて包括的に
検討するのが本研究の枠組みであり、意義である。 
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図 1-3 本研究におけるライフスタイル概念図 

1.4.6  環境配慮行動に関する理論 

人々はどのように環境問題に関心を持ち、それがどのようなメカニズムで行動につなが

るのかを検討する試みは、1970年代のオイルショックに対応するための省エネルギー事例

を端に 60)xv環境配慮行動の理論化・モデル化研究として社会心理学分野で発展した。本研究

では、1.4.5節で述べた研究の枠組みにおける価値観やエネルギー意識に該当する概念とし

て、これらの社会心理学の理論で用いられる構成概念や規定要因を用いることとし、以下で

は本研究の仮説の構築において基礎とした 3 つの代表的な社会心理学理論・モデルとそれ

らに共通の構成概念を説明する。 

心理的要因から人の行動を説明しようとした代表的なモデルとして、「態度」「主観的規範

感」「実行可能感」が「行動意図」に作用し「行動」に繋がるとした計画的行動理論 61)（図 

1-4）や、日本においては計画的行動理論を基礎としつつ「行動意図」以前に環境にやさし

い行動をとろうという「目標意図（態度）」が形成され、その経過は必ずしも一致しないと

した広瀬 60)の環境配慮行動の二段階モデル（図 1-5）が知られている。一方、価値観や信念

を含んだモデルとして Stern62)の Value-Belief-Norm（以下 VBN）理論が挙げられる。VBN

理論は Schwartz63)の規範喚起理論を参考とした、「価値観（Values：生態系重視、利他的、

利己的の 3分類）」が「信念（Belief：新しい環境観（New Ecological Pradigm）64)、結果

の認識、および脅威低減に対する責任帰属の 3要素）」を経て「主観的規範感（Norm）」に

繋がり最終的に「行動（Behavior）」として表れるという因果モデルである（図 1-6）。当初

は行動指標として当時のアメリカにおける社会背景を強く反映した Activist（環境運動家）

としてのアクション分類を用いて理論が提唱されたが 62)、その後エネルギーをはじめとす

る様々な環境政策に対する支持や環境配慮行動の実践について有効であることが世界各国

の研究者によって実証されている 65)66)67)。 

                                                   
xv 広瀬 60)によれば、オイルショックに対応するための省エネ推進に対する政策支持から人々の主観申告による省エネ

行動実践度、またエネルギー消費量を用いた研究等多くの研究が欧米を中心に行われた。本論執筆に当たりこれら初期

の欧米における省エネルギー研究事例は直接参照していない。 

日々の生活での行為・行動 

例：入浴・調理・就寝・趣味 

生活行為・生活時間 

住まい方 

家電所有・家電利用 

エネルギー 

意識 

価値観 

居住者・世帯属性 

例：世帯人数、年

齢、収入、性別 

 

建物属性 

例：戸建、集合、

階層、床面籍 等 

属性 

ライフスタイル 
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図 1-4 計画的行動理論 

 

 

 

図 1-5 環境配慮行動の 2段階モデル 

 

 

 

（出典：Stern62)を基に筆者作成） 

図 1-6 Value-Belief-Norm理論 
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帰属 
行動への 

義務感 
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これらの理論・モデルにおける構成概念のうち、まず、「態度」とは、ある対象に対する

反応準備状態を指す仮説構成体（心理学的な現象を予測・説明するために推測される媒介的

な機構で、直接観測されない）であり、対象に対する行動を説明・予測できるとされ、社会

心理学のみならず消費者行動理論においても重要と位置付けられてきた 68)69)。態度研究の

発展の過程においては、態度の構成要素として認知的要素（対象に対する思考）、感情的要

素（対象に対する選好）、行動的要素（対象に対する行動意図）の 3成分から構成されると

する説xviが先行した 68)69)が、その後、行動的要素である行動意図は Ajzen61)の計画的行動理

論のように別の構成概念として扱われるようになった。よって、Ajzen61)の計画的行動理論

における態度には感情的要素および認知的要素を含んでいると考えられる。 

さらに、態度の構成要素のうち「認知的要素」が細分・独立化されたのが「信念」である。

態度の 3 つの構成要素をそれぞれ独立に扱う単一次元モデルでは、信念は態度の前駆変数

であり、行動は結果変数とされ、すなわち「信念→態度→意図→行動」という要素間の因果

関係が重要とされる 70)。この単一次元モデルを踏襲した形が Stern62)の VBN 理論であり、

ここでは図 1-6 に示した通り、信念は新しい環境観に、結果の重要性認知、および脅威低

減に対する責任帰属の 3 要素からなる構成概念とされる。一方、計画的行動理論 61)を拡張

した広瀬 60)の環境配慮行動の二段階モデルでは、信念という概念名称は用いていないもの

の、態度の構成要素のうち認知的要素を環境リスク認知、責任帰属の認知、対処有効性認知

に分け、これらを単一次元ではなく並列の規定要因とし、態度そのものについてはより具体

的な行動に対する行動意図に対比して目標意図と言い換えている。なお、図 1-4 に示した

Ajzen61)の計画的行動理論においても、その後の実証研究や理論的発展を経て「信念」を測

るための尺度が準備されている 71)。しかし信念項目を用いるかどうかは研究者の裁量に委

ねられており、元来のモデルの不可分構成として含まれているものではないという点にお

いて VBN理論および二段階モデルとは異なる。 

さらに、特定の状況に左右されがちな態度よりも安定的で持続的な特徴をもって人の行

動を規定する価値観を信念の上流においている VBN 理論に対し 62)、計画的行動理論では

価値観はパーソナリティや世帯属性等と並んで元来理論に含まれる構成概念に対する間接

的な背景的要因とされている 61)。理論の提唱から数十年の間に提起された計画的行動理論

に対する批判や議論に対し、Ajzen72)は価値観を含む背景的要因は元来間接的に考慮されて

おり、その影響を無視するものではないとした上で、こうした間接的要因は元来の構成概念

の重みづけや予測における個人差となって表れるという点において当初 Ajzen が考えたよ

りも安定的な影響力を持つ可能性もあるとしている。 

これらの議論を総合的に勘案し、本研究では Sternの VBN理論および広瀬の二段階モデ

ルを参考に「価値観」「信念」「態度」「行動評価」「行動意図」を研究枠組みにおいて重要な

構成概念として扱うこととする。ただし各章において分析に用いる具体的な価値観項目、あ

るいは「信念」や「行動評価」に該当するエネルギー意識項目は、調査の各段階を経て知識

                                                   
xvi 態度の 3つの構成要素の頭文字をとって ABC（Affect-Behavior-Cognition）理論とも呼ばれる 69)。 



16 

を深化させてきたという事情から必ずしも統一されていない。このため、各章で用いるモデ

ルや具体的な尺度については該当する章においてより詳細な説明を行っている。 

1.5  本研究の目的 

以上のような背景に鑑み、本研究では、人々の日常生活における価値観およびエネルギー

意識がエネルギー消費行動に与える影響を検討することを研究の目的とする。 

そのために、以下の具体的な研究課題を設定し、これらの設問を明らかにすることを下位

目標とする。 

 

1) 東日本大震災は人々の価値観とライフスタイルを変えるきっかけとなったのか。それは

エネルギー消費という観点から見て、どのように表れるのか。 

2) ライフスタイルを検討する際に、本来ライフスタイルという言葉（概念）に含意される

価値観を検討しなくて良いのか。人々の日常生活における価値観は、環境配慮行動の既

往研究で用いられてきた心理的規定要因とどのような関係にあるのか。 

3) 上記 2）で述べた価値観を含むライフスタイルを HEMSによるエネルギー消費実態（す

なわち人々の省エネルギー行動および省エネルギー行動の結果として現れるエネルギ

ー消費量）と合わせて検討することで、どのようなライフスタイル要因が見え、各要因

間にはどのような関係があるのか。 

 

これらの検討結果を踏まえ、省エネルギーを推進するライフスタイルの理解に貢献する

ことを上位目標とする。 

1.6  本論文の構成 

本論文の構成は以下のとおりである（図 1-7）。 

第 1 章は序論であり、社会的背景と省エネルギー研究における先行研究を踏まえ、本研

究の枠組みを設定した上で、研究の目的および博士論文の構成を示した。 

第 2 章では、人々のライフスタイルや価値観の転換が起こったといわれる東日本大震災

の心理的影響を明らかにすることを目的に、東京電力管内在住の夫婦と子どもが同居する

60世帯を対象に震災前後の節電行動実施度合いによって調査対象者を 3グループに分けて

2011 年 12 月にインターネット上で行った調査結果について述べている。価値観に該当す

る尺度として利他主義／利己主義を用いる。 

第 3章では、より全般的な価値観の影響を調査するため、横浜市内の HEMSを標準設置

する集合住宅を対象に、アンケート調査にて報告された主観申告による省エネルギー行動

の行動意図／行動実践度と、価値観およびエネルギー意識の関係を評価する。価値観分析の

基礎として、社会心理学領域で広く用いられる Schwartzの価値理論を採用している。 
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第 4 章では、第 3 章で用いた価値理論および仮説を踏襲した上で、行動指標として家庭
用エネルギーマネジメントシステム（HEMS）で収集された電力消費量データを用いて価値
観やエネルギー意識が電力消費量に与える影響を評価する。評価には HEMSの系統別デー
タから、人々の住まい方を表すと考えられるライフスタイル指標（例えば、冷暖房利用時間

や昼夜比率等）を作成し、アンケートによる価値観や意識項目と合わせて評価する。 
第 5章では総合考察として、1.5節で挙げた 3つの下位目標について、第 2章から第 4章
の結果をまとめて考察しながら人々の価値観やエネルギー意識とエネルギー消費量の関係

を論じる。 
第 6章は結語であり、本論文の研究目的に対して得られた知見をまとめ、総括している。 

 
  

 
図 1-7 本論文の構成 

 

第 4 章 

第 3 章 

第 5 章 考察 

第 6 章 結論 
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 東日本大震災後の節電実態と人々の意識 

2.1  はじめに 

2011年 3月の東日本大震災およびその後の福島第一原子力発電所の事故の影響により、
我が国はかつてないエネルギー問題に直面し、震災直後の 2011年の夏には、大口需要家に
対する電力使用制限令に加え、大口・小口・家庭に共通した 15%の節電目標が掲げられ、具
体的な節電メニューなどがマスメディア等を通じて大々的に発信される等、国を挙げて緊

急的対応がとられた。その結果、目標を上回る節電が達成され大規模停電は回避された。  
しかし、その詳細を見ると、法的拘束力を伴った大口産業部門が 27%の節電率で全体と

しての節電目標達成を牽引したのに対し、法的拘束力を伴わなかった家庭部門の節電率は

ピーク需要で 6%減、気候補正を行った場合においても 11%に留まったとされる 73)。 
そこで、本章では東日本大震災直後のエネルギー危機の只中において、人々が節電にどの

ように取り組んだのか、その行動の背後にあった心理的要因と合わせて検討し、節電を含む

省エネルギー推進、こと節電・省エネルギー行動の持続性についての示唆を探る。 

2.2  調査概要 

2011 年 12 月に東京電力管内の首都圏に住む夫婦および子どもが 1 人～2 人のファミリ
ー世帯を対象にインターネット調査を行った。調査は、まず、スクリーニング手続きとして、

調査対象期間の電力料金票を持っていること、2010年の 4月以降引っ越しや大規模なリフ
ォーム工事を行っていないこと等を聞いた。このスクリーニングの段階で、各世帯は過去の

省エネルギー取組み状況によって 3 グループに自己申告制で区分した。グループ分けの内
容は、震災以前も震災後も積極的に節電や省エネに取り組んだ世帯のグループ（グループ

A）、震災をきっかけに積極的に節電に取り組んだグループ（グループ B）、震災前も震災後
も積極的には節電しなかったグループ（グループ C）の 3グループである。調査対象数は各
グループ 20世帯、計 60世帯であった。 
調査項目は、①世帯の基本属性、②節電行動の規定要因、③具体的な節電行動に関する実

践度、④2010年および 2011年各年の 4月～11月の世帯電力使用量、⑤その他の項目とし
て、計画停電の経験の有無や節電意識の継続性、震災に対する感情など、全 52設問を聞い
た（付録 I参照）。②の節電行動の規定要因については、関連する既往文献 60)74)を参考にす

るとともに、震災や原発事故に関わる項目を加えた計 14項目を設定した。このうち 2項目
は李 74)にならって利他主義／利己主義とした。③節電行動の項目には、大震災後の節電に

対するメディア等による呼びかけの中で多く用いられていたものを中心に 14 項目を抽出
し、実践度評価は震災以前から実施している、震災を機に始めた、震災前も後も取り組まな

かったの 3 段階を用いた。また、震災や原発事故の心理的影響を感情という側面でも図る
ため、震災に対する感情も聞いた。震災後の節電行動や感情に対して振り返って評価しても
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らう調査設計のため、設問はすべて過去形で問うた。また、行動意図については含めていな

い。アンケート設問は、インターネット調査を行う前に、横浜国立大学大学院環境情報学府 

環境イノベーションマネジメント専攻の学生 5 名の協力を得て、わかりにくい表現等を修

正して本調査に用いた。これらの調査概要を表 2-1に示す。 

図 2-1は、これらの調査項目の関係を示す本調査の概念的モデルである。李 74)を参考に

価値観の尺度として用いた利他主義、利己主義xviiと、その他のエネルギーに関する意識お

よび実際に取り組んだ節電行動の関係、およびそれに対する震災や原発事故の感情的な影

響を検討するものである。 

 

表 2-1 震災直後の夏の節電実態調査：調査概要 

項目 内容 

調査 
対象者 

関東大都市圏（東京電力管内）で，夫婦＋子どもの 3-4人世帯（子どもの年齢は問わない） 
全体として 60世帯 
グループ A：震災以前から節電しており、震災後も積極的に節電した 20世帯 
グループ B：震災以前は積極的に節電していなかったが、震災後は節電した 20世帯 
グループ C：震災以前も以後も積極的に節電していない 20世帯 

調査方法 インターネット 
調査時期 2011年 12月 
年齢 30代～50代 

条件 

1) 回答者は世帯で主に家事全般を担う人 
2) 2010年 4月以降の電気使用のお知らせ（検針票）を持っていること 
3) オール電化の世帯は除く 
4) 2010年 4月以降に引越もしくは大規模リフォームをしている世帯は除く 

調査項目 

1) 基本属性：回答者の年代，居住地域，職業，収入，子どもの数と年齢 
2) 節電行動の規定要因：危機感，社会性，有効性，実行可能性，経済性，社会規範感，利他（己）
中心主義について 14項目・7段階評価 
（1.全く同意できない 2.同意できない 3.やや同意できない 4.どちらともいえない 5.やや同意できる 
6.同意できる 7.非常に同意できる） 
3) 具体的な節電行動：冷房，照明，テレビ，冷蔵庫，照明，家電全般，調理家電，生活習慣につい
て 14項目・3段階評価（1.以前から節電していた 2.今夏から節電した 3.積極的に節電しなかった） 
4) 2010年および 2011年の 4月から 11月までの世帯電力使用量について（検針票を基に記載） 
5) その他：計画停電の有無，節電意識，継続性，震災に対する感情等 

  

 
図 2-1 第 2章において用いた仮説概念図 

 

                                                   
xvii 正確には、李 74)では利他主義は有効感および責任感と並列に、態度を経て行動意図を形成する尺度として扱ってお

り、利己主義は扱っていない。利己主義については、李の今後の提案に基づき採用したものである。 

価値観 意識 行動 

利他主義/ 

利己主義 

感情操作（＝震災影響） 
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図 2-2 調査対象者の属性 

 
分析対象者の属性を図 2-2に示す。年齢については 30代が 30％、40代が 43％、50代
以上が 27％であった。職業に関しては 70％が専業主婦であり、20％がパートや嘱託社員、
フルタイムの正規職で働く人は 8％のみであった。世帯構成については 57％が子ども 1人、
43％が子ども 2 人であった。第 1 子の年齢については 18 歳以上が 42%で最も多かった。
居住県に関しては、首都圏を指定したこともあり東京・神奈川で 80%以上を占めた。この
うち、荒川区を除いて計画停電が実施されなかった東京 23区内の居住者が 42%と最大であ
った。計画停電の経験については、東京 23区に加えて、その他の地域においても消防や基
幹病院、自治体役場等と同じ電力系統のエリアでは計画停電の対象除外地域となったこと

から、計画停電を経験したことがない人の方が多い結果（63%）となった。なお、回答者条
件として「家事を主に担う人」と指定したこともあり、回答者は全員女性であった。またグ

ループ別の世帯の属性のばらつきを、回答者の年齢、世帯年収および計画停電の経験の有無

に関してまとめたのが表 2-2 である。いずれの属性においてもグループ間に統計的有意差
があるばらつきは認められなかった。 
 
 

表 2-2 グループ別世帯属性 

項目 A B C 合計 χ2（p値） 
年齢 30代 6 7 5 18 0.380 

40代 7 6 12 25 
>50代 7 7 3 17 

世帯年収 低 4 4 4 12 0.320 
中 12 7 7 26 
高 4 9 9 22 

計画停電 経験あり 8 6 8 22 0.750 
なし 12 14 12 38 

世帯収入：低＝4百万円未満、中＝4百万円以上 8百万円未満、高＝8百万円以上 
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2.3  調査結果 

2.3.1  電力消費量 

表 2-3 は、各グループの 2010年および 2011年の各月の全世帯の合計電力消費量および

2011 年から 2010 年の消費量を引いた節電量をまとめたものである。これによれば、過去

の省エネルギー取組み状況によって区分した各グループの 2010年の電力消費量（4月から

11 月の合計）はグループ A が 2,113[kWh]、グループ B が 3,174[kWh]、グループ C が

3,024[kWh]であり、震災以前から積極的に節電していたと申告したグループ Aの節電努力

が裏付けられる。各グループ間の 2010年と 2011年の月別の平均消費量の比較をより詳し

く見ると（表中「節電量」下の t値）、グループ Aでは 4月から 11月すべての月で統計的

有意差のある違いとなっている。これに対し、グループ Bでは 4月および 5月、グループ

Cでは 4月で 2010年と 2011年の消費量に統計的有意差はない。これはグループ Aの世帯

が「積極的な節電」をしたとの申告どおり、4月にはすでに自主的に節電に取り組み始めて

いたことを意味している。 

さらに、グループ間の同月の電力消費量平均値を比較した分散分析の結果（表中同じく

「節電量」下の F統計量およびそれに対応する p値）、2011年 9月を除いて、すべての月

でグループ間の電力消費量の平均値に統計的な有意差があることを示している。同様の傾

向は節電量（節電率）についても言える。2011年 6月および 7月には「震災以降積極的に

節電した」と申告したグループ Bが最大の節電量を示した。しかし、電力使用制限令が 2011

年 9 月上旬に撤回されるや否や、グループ B の節電量は大幅なリバウンドを見せ、トップ

ダウンアプローチによる節電効果の持続の困難さを暗示している。また、節電の取り組みに

対する自己認知は異なるものの、電力消費量および節電量ともに、グループ B とグループ

Cの間に統計的な有意差を示す顕著な違いは見られなかった。 

2.3.2  節電行動の規定要因 

人々の節電行動の心理的規定要因を計るため、先行研究にならって設定した 14項目につ

いて 7段階スケール（1：全く同意できない～4：どちらとも言えない～7：非常に同意でき

る）で評価してもらった。震災の心理的影響を計ることを狙いとして、東日本大震災や福島

原発事故に関する設問も含めた。またこの調査は具体的な過去の節電行動について振り返

って評価してもらうため、設問は過去形で表記した。その結果をまとめたのが表 2-4 であ

る。社会的責任感、経済性要因、実行可能感、規範感、利他主義についての 8設問は同意度

（評価スケールで 6 および 7 の回答率の合計）が全般的に低かった。この傾向は地球温暖

化や化石燃料の枯渇に対する意識について特に顕著であった。各グループの評点平均値に

ついて分散分析を行った結果、社会的責任感 2設問、実行可能感 1設問、経済性 1 設問、

および利己中心主義の 6設問において統計的有意差のある違いが見られた。 
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表 2-3 グループ別電力消費量および節電量の比較 

  電力消費量（2010年）  電力消費量（2011年）  節電量（2011-2010） 
  平均 S.D. F p Tukey 

HSD  平均 S.D. F p Tukey 
HSD  平均 S.D. t p F p Tukey 

HSD 

4月 
A 267.1 82.9     228.8 71.9     38.3 55.5 3.083 0.006**    
B 386.8 171.6   A-C**  411.3 249.1   A-C**  -24.5 149.5 -.731 0.474    
C 392.4 174.2 4.512 0.015** A-B**  381.0 179.7 5.764 0.005*** A-B***  11.4 99.4 .513 0.614 1.681 0.195  

5月 
A 302.2 85.8     265.1 95.1     37.1 50.0 3.321 0.004***    
B 495.9 210.2   A-C**  450.5 241.7     45.4 117.8 1.723 .101    
C 432.6 190.6 6.659 0.003*** A-B***  378.5 184.6 5.163 0.009*** A-B***  54.1 92.7 2.607 0.017** 0.173 0.842  

6月 
A 266.7 69.2     215.2 63.0     51.5 56.5 4.074 0.001***    
B 443.2 186.5   A-C**  294.7 118.9     148.5 86.0 7.720 0.000***    
C 410.2 200.9 6.605 0.003*** A-B***  312.8 167.4 3.502 0.037** A-C**  97.4 92.8 4.695 0.000*** 7.357 0.001*** A-B*** 

7月 
A 339.5 105.1     245.3 85.5     94.2 62.9 6.702 0.000***    
B 562.6 228.4     362.8 161.0   A-C*  199.9 92.7 9.637 0.000***   A-C*** 
C 453.2 195.0 7.375 0.001*** A-B***  352.2 201.2 3.436 0.039** A-B*  101.0 92.9 4.863 0.000*** 9.905 0.000*** A-B*** 

8月 
A 221.5 57.1     205.0 52.7     16.5 32.4 2.273 0.034**    
B 300.8 150.6     252.4 110.4     48.5 50.4 4.300 0.000***    
C 332.9 181.2 3.358 0.042** A-C**  295.9 173.2 2.760 0.072* A-C*  37.0 59.1 2.795 0.012** 2.226 0.117  

9月 
A 251.6 78.1     219.1 66.5     32.5 44.2 3.291 0.004***    
B 360.2 159.0     282.5 121.6     77.8 82.1 4.233 0.000***    
C 348.3 187.7 3.195 0.048** A-B*  299.2 177.2 2.115 0.130   49.2 65.9 3.334 0.003*** 2.410 0.099* A-B* 

10月 
A 224.7 63.8     241.1 56.6     -16.4 41.8 -1.748 0.097*    
B 293.3 113.4     378.0 152.8   A-C**  -84.7 99.5 -3.807 0.001***    
C 324.5 182.6 3.111 0.052* A-C**  365.9 186.3 5.630 0.006*** A-B***  -41.4 63.5 -2.912 0.009*** 4.576 0.014** A-B** 

11月 
A 239.6 71.4     262.0 72.9     -22.5 39.2 -2.559 0.019**    
B 331.1 130.4   A-C*  403.7 154.1   A-C*  -72.6 77.6 -4.182 0.001***   B-C* 
C 329.9 164.8 3.360 0.042** A-B*  361.6 185.0 5.016 0.010*** A-B***  -31.7 56.4 -2.510 0.021** 3.974 0.024** A-B** 

合計 
A 2112.7 566.4     1881.5 532.0     231.2 189.4 5.460 0.000***    
B 3173.8 1283.9   A-C**  2835.6 1212.8   A-C**  338.3 270.2 5.598 0.000***    
C 3023.8 1409.9 5.000 0.010*** A-B**  2746.9 1397.2 4.498 0.015** A-B**  277.0 251.1 4.933 0.000*** 1.007 0.372  

平均および S.D.の単位：kWh； *p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01 
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表 2-4 節電の規定要因に対する評点およびグループ間比較 

  全サンプル  グループ平均  分散分析 
規定要因 評価設問  平均 S.D.  A B C  F p 
危機感-1．震災後、今夏には電力不足に対する危機を感じていた  5.5 1.28  5.8 5.5 5.2  .920 .404 
危機感-2．震災後、原発事故による放射能汚染に対する危機を感
じていた 

 5.5 1.37  5.6 5.6 5.3  .312 .733 

危機感-3．震災以前から、地球温暖化や化石燃料の枯渇に対する
危機を感じていた   

 4.9 1.02  5.1 4.8 4.7  1.005 .372 

社会性-1．震災や原発事故による被害者のことを考えると、自らも節
電に対する責任を感じていた  

 5.5 1.24  6.1 5.4 5.0  4.099 0.022** 

社会性-2．震災以前から地球温暖化や化石燃料の枯渇のことを考
えると、自らも節電に対する責任を感じていた 

 4.7 1.05  5.1 4.7 4.3  3.078 0.054* 

有効感．自らが節電することで、社会全体の電力不足の解決に少し

でも役立つと感じていた 
 4.8 1.38  5.1 4.9 4.5  .840 .437 

実行可能感‐1．面倒なことでも積極的に節電に取り組むことができ
た 

 4.8 1.22  5.5 4.6 4.3  5.485 0.007*** 

実行可能感‐2．快適さを損なうことでも積極に節電に取り組むこと
ができた 

 4.5 1.14  5.0 4.4 4.2  2.823 0.068* 

経済性‐1．購入費用が高くても積極的に省エネ製品を購入する意
思があった 

 3.6 1.34  3.7 3.8 3.4  .574 .567 

経済性‐2．震災以前から、毎月の光熱費（電気代やガス代）を気
にしていた 

 5.1 1.48  6.0 4.8 4.4  7.170 0.002*** 

規範感‐1．震災後、周りの人の目が気になって、節電しなければ
ならないと感じていた 

 3.7 1.46  3.6 3.6 3.8  .160 .853 

規範感‐2．震災後、政府からの節電要請があるので、節電しなけ
ればならないと感じていた 

 4.5 1.43  4.5 4.8 4.2  .733 .485 

利他中心主義．社会全体の電力不足の解決に協力できることに満

足を感じていた 
 4.4 1.27  4.8 4.3 4.0  2.355 .104 

利己中心主義．節電によって電気代が節約できることに満足を感じ

ていた 
 4.7 1.26  5.3 4.8 4.0  6.546 0.003*** 

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01 

 

上記で述べた節電行動の規定要因について価値観として扱う利他主義、利己主義を除く

12 項目について主因子法、プロマックス回転による探索的因子分析を行った。その結果、

4 つの因子が抽出され（累積寄与率で 77.6%）、それぞれの因子を潜在変数として「震災動

機」、「エコ関与度」、「脅威感」、「規範感」と命名した。因子分析では固有値 1.0以上を有効

因子として抽出するのが通常であるが、本調査では震災関連の因子が突出して強く出てい

ること、および第 2因子以降の寄与率を勘案し、第 4因子（固有値 0.91）も採用すること

とした。さらに規定要因の 14項目のうち経済性-1はどの因子に対しても負荷量が小さいた

め除外することとした。各因子の因子負荷量および信頼性係数を表 2-5に示した。 

第 1 因子はすべて東日本大震災および福島原発事故に関する設問から構成されているの

に対し、第 2因子はより一般的な環境態度から成っている。第 3因子は「脅威感」で、大震

災および原発事故というリスクが起こったことに対する深刻さの評価を示すもので、通常

の地球温暖化や資源枯渇問題が起こると思うかどうかに対する危機感とは別もの 75)とされ

る。最後に第 4因子は主観的規範感を表す。表 2-5の右側 3列はグループごとに同様の因

子分析をした場合の各因子の寄与率を示す。これらの考察は後述する。 
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表 2-5 因子分析の結果：節電行動の規定要因 

 因子 （サンプル全体）** 
α 

グループ別寄与率 
評価項目* 1 2 3 4 A B C 
実行可能感-1： 面倒なことも取り組めた  .94 .03 .06 .22 

0.89 17% 65% 20% 実行可能感-2： 快適さを損なうことも取り組めた .88 .17 -.23 .06 
社会性-1： 震災被害者を思うと、自分も節電する責任がある .71 .06 .28 .21 
有効感：自分の節電が電力不足解消に役立つと感じていた .71 .04 .03 .16 
社会性-2：地球温暖化等を思うと自分も節電する責任がある .06 .88 -.15 -.15 

0.75 
   

経済性-1：震災以前から光熱費を気にしていた -.02 .79 .00 .13 32%  16% 
危機感-3：震災以前から地球温暖化等に対する危機感があった .05 .71 .23 -.01    
危機感-2：震災後原発事故による放射能汚染に危機感があった -.10 -.04 .92 .18 

0.83 10%  

39% 
危機感‐1：震災後電力不足に対する危機感があった .10 .01 .89 -.06  
規範感‐1：周囲の人の目が気になって節電しなければと感じた -.11 .04 .01 .92 

0.72 16% 11% 
規範感‐2：政府の節電要請のため節電しなければと感じた .08 .10 .10 .77 
固有値 5.58 1.65 1.17 .91 

 75% 76% 75% 
因子寄与率 (%): 46.5 13.7 9.7 7.5 
*評価項目は紙面上省略形で表記  **推定法：主因子法、回転：プロマックス回転 

2.3.3  具体的な節電行動 

具体的な節電行動 14項目について、1：震災以前から節電していた、2：今夏（震災直後

の夏）から節電した、3：震災前も後も積極的に節電していないの 3段階で評価してもらっ

た結果を表 2-6に示す。グループ Aでは全般的な実施率が高く、次いでグループ B、最後

にグループ Cと概ね自己申告通りの順に実施率が高くなっている。しかしグループ Bおよ

び C の世帯も多くの行動について震災前から節電していたと回答しており、結果としてグ

ループ間の節電行動に統計的な有意差が見られたのは「エアコン 28℃設定」「テレビのつけ

っ放し防止」「薄着を心掛ける」の 3 項目が 1%水準で有意、「待機電力の低減」が 5%水準

で有意、「エアコンの代替として扇風機を利用」「冷蔵強度の低減」「保温機能の利用低減」

および「家電のこまめなスイッチオフ」の 3項目が 10%水準で有意傾向を示した。 

続いて、これらの 14項目を用いて、探索的因子分析を行った。その結果、3因子が抽出

され、それぞれ「習慣変容」「設定調整（コスト小・手間大）」「設定調整（手間小・コスト

大）」と命名した。累積寄与率は 54%となった。これらの結果は表 2-7 にまとめた。待機電

力の低減、冷気漏れの低減、および照明の間引きの 3 項目についてはどの因子にも適合し

なかったため分析から削除した。表 2-7 の右側 3 列はグループごとの申告実行率を示す。

グループ間、特にグループ Bおよびグループ Cの実行率の違いについては、習慣変容を促

す項目では震災後をきっかけに節電したというグループ B の方が高いが、設定調整に関す

る因子についてはグループ Bとグループ Cの間に差は見られない。むしろエアコン 28℃設

定やすだれ等で遮光、冷蔵強度の低減という行動項目では、震災前も後も積極的な節電をし

ていないと回答したグループ C の方が震災以前から行動している率が高い。節電したとい

うグループ B の主観申告には、例えば、エアコン利用の代わりに扇風機を使った、照明の

間引きをした、待機電力の低減のためにプラグからコンセントを抜いた等の項目で、「震災

以前からしていた」人よりも「震災を機に始めた」人の割合が多いことに特徴づけられてい

ると考えられる。 
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表 2-6 節電行動のグループ比較 

 実行率（%）   
節電行動  以前 震災 なし F p 
エアコン 28℃設定 A 95 5 0 

6.27 0.003*** B 45 35 20 
C 60 25 15 

すだれやカーテンによる遮光・遮熱 A 40 20 40 
0.06 .945 B 45 20 35 

C 50 5 45 
エアコンの代替として扇風機の利用 A 75 15 10 

2.87 0.065* B 40 45 15 
C 40 30 30 

省エネ型（LED）照明の利用 A 30 20 50 
0.09 .918 B 30 20 50 

C 25 20 55 
照明の間引き A 65 25 10 

1.96 .150 B 35 55 10 
C 40 30 30 

TV輝度の低減 A 40 5 55 
0.13 .876 B 30 20 50 

C 30 10 60 
TVつけっ放しの予防 A 75 10 15 

5.43 0.007*** B 40 30 30 
C 25 25 50 

冷蔵庫の冷気漏れの防止 
（無駄な開閉低減） 

A 50 15 35 
.58 .564 B 35 25 40 

C 30 25 45 
冷蔵強度の低減 A 75 10 15 

3.02 0.057* B 35 25 40 
C 55 20 25 

保温機能の利用低減 A 75 20 5 
2.89 0.064* B 75 15 10 

C 50 20 30 
家電機器のこまめなスイッチオフ A 80 20 0 

2.46 0.094* B 70 25 5 
C 60 15 25 

待機電力の削減 A 70 20 10 
4.07 0.022** B 40 45 15 

C 35 20 45 
太陽光の活用のため早寝早起きを 
心掛ける 

A 60 5 35 
1.98 .147 B 45 10 45 

C 30 5 65 
薄着をする A 100 0 0 

6.40 0.003*** B 85 10 5 
C 60 15 25 

* p<0.1; ** p<0.05; *** p<0.001  実行率の「以前」＝震災前から実施、 
「震災」＝震災を機に実施、「なし」＝震災前も後も実施していない 
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表 2-7 具体的な節電行動の因子分析 

 因子（サンプル全体）* α グループ別実行率** 
 1 2 3 A B C 
家電のこまめなスイッチオフ .70 -.08 .04 

0.70 

   
早寝早起き .59 -.02 -.04    
薄着を心掛ける .56 .08 -.08 89% 81% 61% 
保温機能の利用低減 .52 -.04 .17    
テレビのつけっ放し防止 .50 .16 -.07    
エアコン 28℃設定 .02 .64 .14 

0.65 80% 69% 68% 冷蔵強度の低減 .02 .61 -.13 
エアコン代替として扇風機の利用 -.03 .57 .00 
テレビ輝度の低減 .08 .45 .03 
すだれ等で遮光・遮熱 -.12 .12 .73 0.64 55% 58% 50% 
LED等省エネ型照明の利用 .10 -.10 .68 
固有値： 2.84 1.75 1.36 

 n/a n/a n/a 
因子寄与率（%） 25.8 15.8 12.4 
* 推定法：主因子法、回転：プロマックス回転 
** 「震災以前から実施」「震災後に実施」の合計実施率の平均 
 

2.3.4  その他の要因 

前述のグループ別分散分析で統計的有意差（有意傾向を含む）が認められた節電行動の規

定要因および具体的な節電行動それぞれについて、自己申告によるグループ毎に計画停電

の経験の有無、年代および世帯収入が与える交互作用について検討を行った。有意な交互作

用を示した変数については、さらに単純主効果の検定を行った。なお、年代別検討において

は 30代（18世帯）、40代（25世帯）、50代以上（17世帯）の 3分類、世帯収入について

は 4百万円未満の世帯を低収入層（12世帯）、4百万円以上 8百万円未満の世帯を中収入層

（26世帯）、8百万円以上の世帯を高収入層（22世帯）として分析した。 

これらの結果を表 2-8 に示す。計画停電の経験については、節電行動の規定要因および

具体的な節電行動のいずれにおいても計画停電の主効果およびグループ分け交互作用が統

計的に有意なものはなかった。これは本調査が関東首都圏に調査範囲を絞っていることか

ら、自らの居住地区で計画停電を経験していなくても計画停電が近隣地域で実施されてい

るという客観的事実が回答者全体に同程度で影響を与えるに十分だったのではないかと推

察される。年代については、行動規定要因において実行可能感-2、節電行動において生活習

慣-2でそれぞれ有意な交互作用が認められた。また、収入については、規定要因において有

意な交互作用はなく、節電行動では冷房-3において有意な交互作用があることが分かった。 

さらに、震災が感情に与えた影響を探るため震災および原発事故に対する感情の評価結

果を集計した（表 2-9）。その結果、大震災、原発事故ともに 1位は不安および恐怖である

のに対し、3位は震災では驚きや悲しみと言った感情が続くのに対し、原発事故に対しては

怒りとなった。 
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表 2-8 グループ分けとの交互作用の検討 

 検討項目 有意な主効果 有意な交互作用 単純主効果の検討 

規

定

要

因 

計画停電 なし なし  

年代 なし 実行可能感-2 グループ Bの 30代 vｓ50代のみ有意（50代の方が
取組同意度が低い） F(4,51)=2.67, p=0.04 

収入 
実行可能感-1 

なし  経済性-2 
利己中心主義 

節

電

行

動 

計画停電 なし なし  

年代 生活習慣-2 生活習慣-2 グループ Cの 30代 vs40代・50代が有意（30代が
薄着の取り組み度が低い） F(2,51)=3.84, p=0.01 

収入 生活習慣-2 扇風機利用 グループ Cの高収入層のみ有意（低・中層に比べて
取組み度が低い） F(4,51)=3.61, p=0.01 

**p<0.05 ***p<0.01 
 

表 2-9 震災および原発事故に対する感情 

(a) 東日本大震災に対して抱いた感情 

 不安 驚き 焦り 緊張 恐怖 無念 怨み 苦しみ 悲しみ 怒り 空虚 合計 
A 感じない 1 7 13 10 2 12 18 18 8 16 14  

感じた 19 13 7 10 18 8 2 2 12 4 6 101 
B 感じない 3 6 14 7 6 12 19 16 8 17 13  

感じた 17 14 6 13 14 8 1 4 12 3 7 99 
C 感じない 7 10 18 17 8 14 20 18 15 19 17  

感じた 13 10 2 3 12 6 0 2 5 1 3 57 
分散分析(p値) 0.04**   0.005*** 0.092*     0.038**    
    
(b) 原発事故に対して抱いた感情 

 不安 驚き 焦り 緊張 恐怖 無念 怨み 苦しみ 悲しみ 怒り 空虚 合計 
A 感じない 2 11 15 13 6 17 17 17 12 7 18  

感じた 18 9 5 7 14 3 3 3 8 13 2 85 
B 感じない 2 12 15 13 6 19 16 16 14 8 16  

感じた 18 8 5 7 14 1 4 4 6 12 4 83 
C 感じない 2 15 17 12 9 17 17 19 18 12 18  

感じた 18 5 3 8 11 3 3 1 2 8 2 64 
分散分析(p値）         0.092*    
* p<0.1; ** p<0.05; *** p<0.001   

2.4  結果の考察 

調査実施時の制約からサンプル数、また調査項目数ともに制限をする必要があった上、本

調査では過去の自分の具体的な行動について振り返って評価しており、普段の行動意図に

関する設問は聞いていないため、具体的なモデルに当てはめて共分散構造分析を行うには

十分な要素が揃っていない。 

しかし、参考までに、パス解析によって規定要因と行動の因果関係を分析した。その結果、

各グループの節電行動の規定要因は図 2-3のように示される。グループ Aは利他主義から

規範感へのパスが 1%有意であり、さらに規範感から習慣変容の節電行動につながるという

因果関係が見られた。因子分析では最も寄与率の高いエコ関与度であったが、震災後の節電

に関しては、普段から節電しているグループに対しても規範感がより強く働き、更なる節電

行為を引き出したものと読める。また、グループ A では利便性の犠牲をいとわないという
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規定要因項目は、普段からのエコ関与度因子に含まれ、快適性の犠牲をいとわないは規範感

因子に含まれる結果だった。言い換えれば、グループ A の人たちは温暖化への危機感や光
熱費節約を理由に利便性を損なう行動、例えばエアコンの 28℃設定等の設定調整に関わる
行動は平時から行っているのに対し（よってパス解析では有意なパスとして現れなかった

と思われる）、快適性を損なう行動はむしろ震災による規範感から追加的に取り組んだもの

と示唆される。 

 

  グループ A 

 

 

  グループ B 

 

 

  グループ C 

 

図 2-3 各グループの規定要因と行動のパス解析結果 
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グループ B は、ほぼ震災動機によって突き動かされた人たちのグループで、このことは

震災に対する感情を聞いた結果として、驚き、緊張、悲しみといった感情が他のグループよ

りも最大となっていることからも裏付けられる。パス解析の結果では、利他主義、利己主義

ともに震災動機、規範感に 1%もしくは 5%で有意なパスがつながっているが、実際に行動

を規定したのは震災動機因子で、取り組んだ行動要因としては若干決定係数が低いものの

エアコン設定などを調整する行動である。 

グループ C は、震災や原発事故に対する感情評価を見たとき、震災そのものよりも原発

事故に対する脅威感が大きい。パス解析の結果はやや難解であるが、脅威感から費用が掛か

る行動につながっているのが特徴的と言える。震災に対しては規範感規範感で動いた人た

ちであると言える。 

利己および利他主義の両方が有意なパスを示すことについては、グループ B、Cともに震

災動機や規範感から節電行動をとってみた結果、節約にもなってお得と気が付き、電力不足

解決よりも節約になることの方が強い関係を示している（R2 値が大きい）のではないかと

思われる。一方、グループ A は元々節約しているため、節約のための利己的な信念は影響

要因として挙がらなかったものと思われる。特に、本調査で最も強い規定要因と示された震

災動機は、震災関連の意識と実行可能感が合わさって構成されていることから「実行可能感」

と考えることができる。しかし、普段からの環境問題への関心・意識の高さを示す「エコ関

与度」が伴わない場合には、グループ B が電力使用制限令の解除とともに大きなリバウン

ドを示したようにそうした行動は長続きしない。節電行動の持続性という観点からは、グル

ープ A に見られるような普段から全般的な環境配慮行動をとろうという関心の役割は不可

欠であり、継続的な環境教育や道徳教育の必要性が示唆される。 

2.5  本章のまとめ 

本章では東京電力管内在住の夫婦子供が同居する 60世帯を対象に震災前後の節電行動実

施度合いによって調査対象者を 3グループに分けて 2011年 12月にインターネット上で調

査を行った。その結果、危機感は 2つの因子に分かれ、一つは脅威感として震災特有のリス

ク評価指標となることが示された。また全体としては震災動機による実行可能感が最大の

影響要因であったが、これは震災を機に節電に取り組んだグループに最も大きく作用して

いた。しかし同時にこのグループでは電力使用制限令が終了した秋以降のリバウンドが大

きく、平時に省エネ行動を推進し、持続させるためには普段からの省エネルギーに対する態

度の醸成が重要であることが示唆された。 

しかし、この調査には複数の制約があったため、これらの調査結果をすぐに一般化するこ

とは難しい。具体的には、本調査で設定した測定項目の妥当性の課題、すなわち当初想定し

た要因が一つの因子としてのまとまりが悪かったこと、第 2 に過去形で自分の行動を振り

返る設問では心理的な規定要因を計るよりも自分の行動に対する評価になってしまったこ

と、第 3 に元来節電している人の方が節電率が低くなってしまうこと等が考えられる。ま
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た本調査では自己申告による節電実施度別のグループ分けを基準に分析を行ったが、この

グループ分けの信頼性が曖昧であったこと、すなわち実際の節電意識や節電実施度合等か

ら判断して積極的に節電しなかったグループ C の回答者でも実際にはかなり節電をしてい

る回答者もいたことなどが考えられる。この自己申告による節電意識については、エコ関与

度が高い人の方が自分はまだ節電し足りないと感じたり、もっと節電しようという意識が

働くことが指摘されている 75)ように、個々人の認知の違いによるものと推測される。自己

申告グループの分析結果を、例えば電力消費量の多寡や基本属性によるグループ分けの分

析と比較する等で、節電や省エネの推進に対して追加的な知見が得られるのではないかと

思われる。 
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 省エネルギー行動の背景にある価値観と意識 

3.1  はじめに 

東日本大震災直後の夏の節電に関する規定要因分析を行った前章では、震災動機によっ

て行動した人は節電行動が長続きせず、平時における省エネ行動の定着には、普段からの省

エネルギーに対する態度形成が重要であると示唆された。 
本章では、省エネルギー行動とその行動の背景にある生活全般の価値観やエネルギー意

識をより包括的に検討することを目的とする。そこで、まず価値観および価値観を含む環境

配慮行動のモデルについて先行研究のレビューを踏まえて調査の枠組みを設定した後、ア

ンケート調査による主観申告データ、すなわち省エネルギー行動指標として具体的な省エ

ネルギー行動に対する行動意図および実践度を用いて、行動の背景にある生活全般の価値

観およびエネルギーに関する意識との関係を検討する。 

3.2  本章における調査の概念的枠組み 

3.2.1  価値観とは 

 第 1章 1.4節で述べたように、省エネを一層推進するライフスタイルを検討する上でラ
イフスタイルと価値観は不可分な関係にあると考えられていた 34)35)ことに、本論において

価値観を分析に含める妥当性に対する大きなバックアップを得る。しかし、ここで 2 つの
課題が浮かびあがる。第一に、ミッチェル 34)らが言う「外的な生活・行動様式を導き出す

一連の内的価値」とは何であろうか。そして第二に、価値観と環境保全行動の関係に着目し

た研究は何も新しいものではなく、世界各地で現在までも広く行われている。それにも関わ

らずなぜ日本においては全くといっていいほど行われてこなかったのであろうか、という

点である。 
第 1章において先行研究からその概念をレビューした「ライフスタイル」と同様、「価値
観」という言葉もまた日常的に多用されており、学術的な研究領域としても哲学や倫理学に

代表される規範科学と、文化人類学、社会学、心理学等の経験科学の双方において広く研究

対象として扱われてきたことから、その概念の定義づけは多様である。価値の機能的特徴と

して花井 76)は、①個人・集団の意思決定・行動への影響力、②集団の人間関係の調整機能、

および ③文化における共通性の 3点を挙げている。このうち、本研究では個人の省エネル
ギー行動に関する意思決定を研究対象とすることから、①個人・集団の意思決定・行動への

影響力という価値の機能に着目し、また、科学的な実証研究が進んでいる心理学領域におけ

る価値観研究に示唆を得たい。 
心理学の領域だけをとっても価値観の定義やその内容は多様で、価値観の類型化の最初

とされる Spranger77)、およびこれに基づいて 1960年代に尺度化を行った Allportら 78)の
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価値類型、1950年代にMorris79)によって提唱された「生き方」としての価値観などがある。

また、前者 2つが類型論だったのに対し、特性論として対人および非対人（すなわち個人）

的価値を論じた Gordon80)、個人や集団に特有な願望の概念として最終価値（Terminal 

Value、18種）と最終価値達成のための下位価値としての手段価値（Instrumental Value、

18種）を定義し、広く Rokeach Value Survey（RVS）として尺度化された Rokeachの価

値概説 81)等が挙げられる。真鍋 82)はこれら初期の価値研究の成果を総合的に概観し、共通

している要素として①価値観は「欲求・要求」「動機」に深く根をおろしながら「態度」を

方向付け、そしてそれらが「意見」や「行動・行為」に繋がって行くこと、②価値観は外部

から直接観察できない心的傾向あるいは性向の 1 つで、この点が客観的に観察可能な意見

や行為とは異なること、③価値観は態度（あるいは信念）を規定することxviii、④価値観と

は客観的に「望まれるもの」ではなく、個人が「望ましいもの」、すなわち個人が志向する

要素としての価値と考えられていること、そして⑤価値観は単にばらばらな心的構えであ

ることを超えて 1つのシステムとして構成されていること、の 5点を挙げている。 

1980年代以降になると、上記の初期の価値研究によって提唱された価値の形式的な性格

を、より具体的な内容を国際比較・文化比較によって検討するため世界数十カ国において同

じ設問を用いた大規模な質問紙調査が行われるようになった 83)84)85),xix。中でも 1992 年に

提唱された Schwartz の価値理論 84)によれば、価値観とはどのような状況においても個人

の行動の目標であると同時に、その強さによって重要度が決まり、個人あるいは集団の人生

における指針となるものと定義される。重要なのは、人は自らが望ましいと志向する目標、

すなわち価値観に基づいた行動をし、その行動に対する内省を繰り返す中で行動もまた価

値観に影響を与えると同時に、内在化された価値観は個人や集団の信念となり、一つのシス

テムとして態度や行動に一貫性と目的意識を与える、すなわち個人の行動を動機付ける（英

語原文 84)85)においては“motivational values”と表現される）という点である。この Schwartz

の価値理論は、日本を含む世界 60カ国以上において国籍、文化、性別等を問わず一連の価

値を持つことが実証されており、社会心理学の領域において最も広く使用され、かつ最も発

展してきたと位置づけられている 87)。 

3.2.2  Schwartzの価値理論 

Schwartz84)85)は 10 種の価値（自己主導、好刺激、快楽主義、達成、権勢、安全、伝統、

調和/謙遜、慈悲、および普遍性）と、4種の上位価値（変化への開放性、自己増進、保守性、

および自己超越）を円環状連続体として整理している（図 3-1）。「自己主導」は自由、好奇

心とともに自分の思考や行動に対する自己決定を重視すること、「好刺激」は刺激的な体験

や新しさ、挑戦を好むことで、上位価値「変化への開放性」に統合される。「達成」は向上 

                                                   
xviii真鍋 82)は、態度はより動機的、信念はより認知的な志向性を持つとしている。 
xix 複数国にまたがる大規模価値観調査にWorld Value Survey（WVS）86)もある。WVSは現在でも行われていること

や調査対象国の多さにおいて Schwartzの価値理論 84)85)と対比できるものであるが、WVSはその分析的性格において

他の価値理論および本研究の分析視座とは一線を画すため価値観概念の概観ではあえて触れていない。 
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心、また自分の能力を示すことによる個人的な成功の重視、「権勢」とは社会的地位や名声、

特権の重視であり、上位価値「自己増進」に統合される。また、自分の喜びや満足を重視す

る「快楽主義」は、変化への開放性および自己増進の中間に位置する価値として示される。

「安全」とは社会秩序や他者との関係、あるいは自己の安全や安定を重視する価値であり、

伝統文化や風習・宗教を重視する「伝統」、さらに礼儀正しさや従順さ、他人を傷つける行

為や規範を犯す行為を抑制する「調和」と共に上位価値「保守性」に統合される。また身近

な人々の福利の保全や向上を重視する「慈悲」と、身近な人だけでなく多様な人々や自然に

対する理解・寛容さおよび社会的公平性を重視する「普遍性」は、上位価値「自己超越」に

統合される。また、Schwartz84)85)はそれぞれの価値の境界線はあいまいで個別に存在する

ものではない（すなわち連続体である）ことを強調しており、円環状連続体において隣り合

う価値は相関が高く、動機付けが類似している価値とされ、逆に対極にある価値は動機付け

も対極にあると整理される。さらに「保守性」と「自己超越」をより社会的な価値観、「開

放性」と「自己増進」をより個人的な価値観としている 85)。 

Schwartzの価値理論における価値分類は、2012年に当初の 10分類から 19分類に改定

され、より詳しくなった 85)。例えば「安全」が「個人の安全」と「国としての安全保障」に、

「自己主導」が「自己主導：思考」と「自己主導：行動」に分解された等がその詳細である。

しかし調査にどの価値分類（19分類、当初の 10分類、あるいは上位価値の 4分類等）を用

いるかは調査実施主体が調査の内容に見合うよう選択して良いとされている 85)。 

3.2.3  価値観と環境配慮行動 

次に、課題の第二点目、価値観と環境保全行動の関係に着目した研究は何も新しいもので

はなく、世界各地で現在までも広く行われているにも関わらず、なぜ日本においては全くと

いっていいほど行われてこなかったのであろうか、について考えたい。 

 
 

 

   
社会的 

自己超越 
普遍性 社会的公平性・自然や全ての人に対する

理解・寛容 
慈悲 身近な人々の福利の保全・向上 

保守性 

調和 礼儀正しさ・従順さ，他者を傷つける行為

や規範を犯す行為の抑制 
伝統 伝統文化・風習・宗教 

安全 社会秩序・他者との関係，自己の安全・安

定の重視 
     

個人的 

変化への

開放性 

自己主導 自由・好奇心・自身の独立思考・行動 
好刺激 刺激的な体験，新しさ，挑戦 

快楽主義 自分の喜び・快楽・満足の重視 

自己増進 達成 向上心・自己能力顕示の重視 
権勢 社会的地位，特権，他者や資源の支配 

（出典：Schwartz84)85)を基に筆者作成） 

図 3-1 Schwartzの価値理論における価値分類の環状連続体 
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価値観と環境配慮行動分析に用いられる規定要因双方を用いたものに Stern62)の VBN理

論があり、当初 Stern が意図した環境活動家としての行動分類だけでなく、エネルギー政

策の支持から国立公園の保護に至るまで幅広い環境問題に対して有効であることが多くの

研究 65)66)67)によって示されていることは 1.4.6節で前述したとおりである。 

しかし、VBN理論の「信念」の構成要素である新しい環境観の尺度として採用された“New 

Ecological Paradigm（NEP）64)”で計ろうとしている“新しい”環境観は、自然を敬う伝

統的な日本人の心理として元来日本人が持ち合わせているものであるとされ 88)89)、このこ

とは後に日本人の環境配慮行動を計る際には本来 NEP 尺度が意図した結果と逆に表れる、

すなわち伝統的な価値観が環境重視の価値観と相容れないアメリカと対比して、日本では

伝統的価値観に沿ったものとの青柳 90)による調査結果にも裏付けられている。欧米におい

ては現在でも広く適用されている VBN理論であるが、日本における適用事例が見られない

背景の一つに、広瀬 60)の環境配慮行動の二段階モデルなど日本人研究者によって提唱され

た身近なモデルの存在と並んで、この指摘が影響しているのではないかと考えられる。 

さらに、青柳 90)は日本人の環境に関する価値観の特徴として年齢や性別などの個人属性

によって大きく差があること、具体的には高齢になるほど経済成長重視の傾向にあること

や、女性ほど環境重視の傾向が高く、経済成長重視の傾向が弱いことなどを指摘している。

また、価値観と様々な環境行動との関連についての分析の中で、エネルギー節約行動として

節水、調理用燃料の節約、暖房用燃料の節約、冷房用燃料の節約、公共交通機関の利用、リ

サイクルや再利用の 6つを含め、これらの省エネルギー行動には Schwartz84)85)の価値観分

類で伝統的および利他的（自己超越的）な価値観が正の方向に有意に関連していること、ま

た環境重視の価値観は有意に働かず、むしろ経済成長重視の価値観が負の方向に有意に作

用していること、その他性別や学歴なども有意な影響力を持つことが示されている 90)。 

3.2.4  本章における調査の仮説 

本章では、これまで広く行われてきた環境配慮行動の規定要因と生活全般の価値観のつ

ながりを検討するために、まず価値観分析の基礎として Schwartz の価値理論 84)85)を採用

する。これは Schwartzの価値理論が前述の通り社会心理学の領域において最も広く使用さ

れ、かつ最も発展してきたと位置づけられていること 87)に加え、日本では数少ない価値観

と環境配慮行動の関連を扱った青柳 90)の研究においても用いられており、結果の対比や参

考とすることが可能になるからである。次に、価値観と繋がる下位の規定要因については広

瀬の二段階モデル 60)および Sternの VBN理論 62)を参考として、これら 3つの理論モデル

に基づく形で以下の仮説を立てた。 

 

仮説 1：より社会的な価値観は信念となる環境認知を経て省エネ態度を形成する。 

仮説 2：より個人的な価値観は行動評価に影響し、省エネに対する態度形成を経ず、直接的

に行動意図を規定する。 
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仮説 3：省エネ態度は行動意図を経て行動に影響する。 

仮説 4：社会的な価値観を持ち、省エネに対する態度を経て行動する人の方が、態度を経な 

い人より省エネ行動実践度が高い。 

 

これらの仮説は図 3-2に示す関係（概念図）として示される。 

ここで、各尺度について触れておきたい。まず価値観のうち、社会的価値観は図 3-1 で

示す「自己超越」および「保守性」（およびそれらの下位尺度）を、個人的価値観は同じく

図 3-1の「自己増進」及び「自己主導」（およびそれらの下位尺度）を指す。価値観とつな

がるエネルギーに関する意識のうち、広瀬 60)が「環境認知」と呼ぶ尺度には社会的責任感、

有効感、危機感が含まれるが（第 1 章 図 1-5 参照）、このうち危機感および社会的責任感

は VBN 理論における「信念」を構成する要素と位置付けられている。VBN 理論ではこれ

らの尺度に加えて（正しく言えば危機感および社会的責任感に先行する尺度として）NEP64)

が含まれているが（第 1章図 1-6参照）、前述のとおり NEPは日本人の信念を計るにふさ

わしくないとの先行研究 90)を踏まえ、ここでは NEPを除いた 2つの尺度（すなわち危機感

と責任帰属）と、広瀬が環境認知に含めている有効感を信念と定義する。続いて、VBN理

論ではこれらの信念から主観的規範感に、そして行動へとパスが引かれているが、本論の仮

説においては、信念からつながり、行動意図とは異なる作用を持つ態度尺度が重要であると

考える。よって、信念から態度を経て行動意図、そして行動につながるパスと、コストベネ

フィット評価や道徳観と並んで主観的規範感は行動評価尺度にあたり、態度を経ずに行動

意図に直接作用すると考え、広瀬 60)の二段階モデルに近い形で表したものである。 

なお、本章を含む本論における社会的および個人的価値観の名称表記の仕方について、研

究仮説においては 3.2.2 節で述べた Schwartz の価値理論の上位価値を用いて表現してい

る。一方、3.4節以降で述べる因子分析等で抽出された個別の因子の解釈においては、上位

 

図 3-2 第 3章における仮説モデル（概念図） 

社会的 
価値観 

行動 

個人的 
価値観 

仮説 1 仮説 1 

仮説 3 

仮説 2 仮説 2 

仮説 4 は仮説 1+仮説 3 のパス 

行動評価 行動意図 

省エネ 
態度 

信念 
（環境認知） 
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価値、下位価値に関わらず Schwartz価値理論に基づき最も当てはまりのよい価値分類によ

って命名した。よって、本論中では下位価値名による因子「好刺激」および「自己主導」、

上位価値名による「変化への開放性」のように上位および下位の価値観分類が交替で言及さ

れることがある。なお研究仮説に照らして社会的および個人的価値観等の大分類を用いて

分析・考察する箇所では上位価値の表記を用いているが、その場合には元の因子名やクラス

ター名を参照できるよう可能な限りそれらを併記した。 

3.3  調査方法 

3.3.1  調査対象 

本章での調査対象は、2012 年 10 月に竣工した横浜市にある鉄筋コンクリート構造・地

上 7階建ての総戸数 177戸の集合住宅である。各戸はそれぞれ 2LDKから 4LDK（55.08m2

～89.06m2）の間取りで、フロアプランは集合住宅では典型的な玄関からベランダまでが縦

に長い造りとなっている（図 3-3）。 

全戸オール電化住宅で、新築時に各戸に家庭用エネルギーマネジメントシステム（HEMS）

が標準設置されているのが特徴である。HEMSの詳細については第 4章で述べる。また、

リビングには LED電球によるダウンライト、および省エネ型エアコン、トイレには節水型

トイレ等、省エネ型設備を多数標準採用している。 

居住者の主な属性について、開発業者が行った入居時アンケートによれば、世帯人数は 1

～2人の少人数世帯と 3～5人の多人数世帯の割合が 4：6、世帯主の年代は 30代・40代を

中心に若い世代が約 8 割を占め、よって同居者の年代も乳幼児が最も多く 3 割以上となっ

ている。世帯年収は若い世代が多いながら 8 百万円以上の高収入世帯が 6 割以上と多い。

また、8割近くの世帯が家族に省エネや環境に関心が高い人がいると回答している。ただし

HEMSが標準設置されていることについては、立地条件等から入居を決めた物件にHEMS

がついていたという認識程度の世帯が 8割強で、HEMSがついていることが入居のきっか

けや後押しになったという世帯は 5％に満たない。居住者の属性については、入居時に開発

業者が行ったアンケート調査の結果を基本に、本調査で扱っているアンケートで世帯人数

の変化に関する追加的情報が得られた場合はそれに基づき世帯人数を増減し分析に用いた。 

3.3.2  アンケート調査の概要 

省エネルギー行動の背景にある人々の価値観や意識を探ることを目的としてアンケート

調査を行った。調査方法は生活全般の価値観、エネルギーに関する意識、政治志向、未来の

社会への志向、省エネ行動に関する実施意向と実践度、世帯属性に関するアンケート用紙を

各戸ポストへ投函し、管理室ポストへ返却してもらう形をとった。また個人の価値観を扱う

ため 20歳以上の居住者すべての人を対象とした。アンケート回答用紙は全世帯に 2部配布

し、20歳以上の人が 2人以上いる場合は管理室に置いた予備を使ってもらった。調査実施
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期間は 2015年 8月 17日～8月 30日の 2週間で、91世帯 161名（回答率は世帯割合にし

て 52%）から返答を得た。 

次に、具体的な調査項目と尺度について述べる。価値観項目について、青柳 90)は Stern62)

による先行研究によって環境に関連すると判明した 12項目のみを調査対象としたが、本研

究では東日本大震災後の日本社会における価値観変容の可能性が言及される中、全般的な

価値観に立ち返って扱うこととした。ただし、Schwartz の価値理論では全 56 項目の設問

群を確証的因子分析により検証する 85)が、本研究では全体的な調査分量として 56項目全て

を用いることは困難であったため、Schwartzの価値理論を用いたエネルギー分野の既往研

究 91)に倣い生活満足度の 22項目を用いた。これらについて自分の生活における重要度を 0

（全く重要でない）～3（重要である）～7（最高に重要である）の 8段階、および－1（自

分の価値と相反する）の全 9 段階で評価してもらい、通常の探索的因子分析を行った結果

を Schwartzの価値理論に基づいて解釈するという方法をとった。エネルギーに関する意識

項目は、関連する既往文献 74)75)92)を参考に、震災や原発事故の心理的影響を計るための項

目を加えた計 30項目を設定し、1（全くそう思わない）～7（非常にそう思う）の 7段階で

評価した。省エネ行動に関する行動意図および実践度は、具体的な省エネ行動 16項目につ

いてそれらの行動を実践したいかを 1（全く思わない）～7（とても思う）の 7段階で、実

  

図 3-3 間取り例 (左：2LDK、右：3LDK) 
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際の実践度合いについては 1（していない）～3（いつもしている）および 4（あてはまらな

い）の 4 段階で評価した。表 3-1 は上記で述べた調査項目で用いた設問をまとめたもので

ある。その他、日本における将来の電源のあり方に対する意見、支持政党、エネルギーを含

む社会問題との関わり、HEMS の利用状況や省エネ意識のきっかけ等についても選択肢評

価を行った。これらの調査設問（アンケートの全文）は付録 IIとして本論末尾に掲載した。 

分析には、単純集計の後、これらのアンケート回答を変数として、潜在的影響要因となり

得る因子の抽出を因子分析、因果関係の分析をロジスティック回帰分析で行った。これらの

統計分析には IBM SPSS Statistics 23および 24を用いた。また共分散構造分析には IBM 

SPSS Amos 23および 24を用いた。さらに、先に調査対象の基本属性でも触れたとおり、

新築時に開発業者が行った世帯属性や家電の所有数や年代等に関するデータも必要に応じ

て活用した。 

3.4  調査結果 

3.4.1  サンプル特性 

アンケートに回答があった 91世帯 161名（回答率は世帯割合にして 52%）の世帯属性を

図 3-4に示す。世帯人数は 1~2人の少人数世帯と 3人以上の多人数世帯が約半々であり、

3.3.1節で示した調査対象物件全体に比べて若干少人数世帯の割合が多くなっている。また

世帯年収については約 9割が 8百万円以上と回答しており、居住者全体の 6 割に対して比

表 3-1 アンケートの設問 

アンケートの設問 

価値観 

1)パートナー・家族  2)安全  3)健康  4)平穏  5)お金・収入  6)教育  7)仕事  

8)よい環境  9)自由  10）安心感  11)プライバシー  12)レジャー  13)社会関係  

14)美的な所有物  15)社会的公平性  16)美的世界  17)アイデンティティ  

18)チャレンジ・刺激  19)地位・社会的承認  20)自然・生物多様性  21)変化 

22)精神性・宗教 

エネルギーに

関する意識 

ア)危機感：1)電力不足，2）化石燃料の枯渇，3)地球温暖化等地球規模の環境問題，4）ごみ問題

等身近な環境問題； 

イ)脅威感：5)大規模緊急停電，6）原子力発電所の事故，7)原発再事故； 

ウ)責任感：8)地球規模環境問題；9)電力不足による緊急停電；10)省エネによる原発事故リスク低減； 

エ)有効感：11)地球温暖化対策目標達成，12）電力不足による緊急停電回避，13）化石燃料の枯

渇問題解決； 

オ)コストベネフィット評価：14)省エネ実践方法理解，15）省エネ製品購入，16)光熱費の把握， 

17)光熱費の節約認知； 

カ)態度：18)やりがい，19)利便性，20)快適性，21)生活の質，22)自由度の制限，23)個人の自由； 

キ)主観的規範感：24)家族からの期待，25)周囲の期待，26)政府の期待； 

ク)道徳観：27)震災や原発事故被災者への罪悪感，28)社会に対する義務，29)震災や原発事故被

災者への義務，30)周囲に自分が促すべき 

（大分類ア～ク以下、計 30項目） 

省エネ行動に

対する行動意

図と実践度 

1)エアコン 28℃設定  2)すだれ等で日よけ  3)LED照明  4)照明の間引き 

5)テレビの輝度低減  6)テレビの点けっ放し防止  7)冷気漏れ予防  8)冷蔵強度調 

9)保温機能不利用  10)余熱調理  11)食洗機利用低減  12)乾燥機能利用低減 

13)待機電力低減  14)続けて入浴  15)リビングで過ごす  16)お湯使用量低減 
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較的世帯年収が高い世帯からの回答が多かったことが分かる。配偶者の就労状況は就労あ

りが 5割、就労なしが 4割、無回答が 1 割であった。回答者の性別は若干女性の回答者が

多い。 

新築時に標準設置されている HEMSの利用状況については、入居してからほとんど利用

していない人が半数近くに上り、また入居後数年は見ていたが現在は見ていないと回答し

た人が 45％、入居後継続的に利用している人は 5%程度（そのうち 8割が月に 1 回程度の

利用）に留まった。また東日本大震災当時に計画停電を経験した人は 4割弱であった。省エ

ネを意識したきっかけは、東日本大震災/福島原発事故による電力危機が 40%、調査対象物

件に入居し HEMS 等に触れる機会があったことが 19%、震災以前から意識があった人が

39%、今も昔も省エネ意識はないと回答した人が 2%であった。震災以前から省エネ意識が

あった人のきっかけは学生時代の環境教育、親から学んだ、また結婚して光熱費を把握した

ことの他、年配世代では節約が当たり前と思って生活してきたことなども挙げられた。将来

の日本の電源のあり方については、なるべく再生可能エネルギーで賄うが 6 割弱と最も多

く、次いでベース電源としての原発は必要が 2割、原発ゼロを目指すが 1割強、残る 1 割

は意見なし／わからないとの回答であった。エネルギーを含む社会問題に対して自宅で実

践する以外の行動（デモや勉強会等への参加）をしたことがある人は 5%程度であった。 

3.4.2  価値観 

生活全般の価値観を上段左から重要度（回答の 6、7 合計率）の高い順に表 3-2 に示す。

最も重要と評価されたのは「家族・パートナー」で、最も優先度が低い項目は「精神性・宗

教」であった。精神性・宗教については、自分の価値観と相反すると回答した人の割合が最

も高く、他の項目とは一線を画す結果となった。しかし、全般的に「重要である（表中の「重

要度 中」）」以上の優先度を付けた回答者が多い傾向が見られる。 

 

図 3-4 アンケート回答者の属性 
 

 

人1人 2人 3人 4人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

世帯人数

20代 30代 40代 50代 >60代

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

世帯主年代

乳幼児・高齢者 5歳-10代 >20代 夫婦のみ/独居

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同居者年代

4百万未満
～8百万円 ～12百万円 12百万円＋

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

世帯年収

なし あり 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

配偶者就労

男 女

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

性別

経験あり 経験なし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画停電

100%
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表 3-2 日常生活における価値観優先度 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

生活満足度

項目 

パート

ナー・

家族 

安全 
・ 
平和 

健康 平穏 
お金 
・ 
収入 

教育 仕事 良い

環境 自由 安心

感 

プライ

バシ

ー 
重要度 高 76 58 56 40 36 30 30 28 27 25 19 
重要度 中 19 35 35 50 54 57 53 61 58 60 56 
重要度 低 2 2 3 6 4 6 10 5 10 9 20 
対立する 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 
無回答 3 6 6 4 6 6 6 6 6 6 6 

            
 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

生活満足度

項目 
レジャ

ー 
社会

関係 

美的

な所

有物 

社会

的な

公平

性 

アイデ

ンティ

ティ 

チャレ

ンジ刺

激 

地位・

社会

的承

認 

自然・

生物

多様

性 

美的

世界 変化 
精神

性・ 
宗教 

重要度 高 17 16 15 13 12 12 7 7 5 5 1 
重要度 中 55 70 47 65 63 43 56 48 49 35 10 
重要度 低 22 9 32 15 19 35 29 37 36 50 39 
対立する 0 0 1 1 1 4 2 2 4 4 48 
無回答 6 5 5 6 6 6 6 6 6 5 2 

表中数値は％ （n=161)．  上段左から「重要度 高」の割合が高い順に表記． 

 

これらの単純集計結果のうち天井効果が見られた「家族・パートナー」およびフロア効果

が見られた「精神性・宗教」を除く 20項目を用いて一般化された最小 2乗法、プロマック

ス回転による因子分析を行った。分析過程で因子負荷量 0.4を基準として単純構造を求めた

結果、さらに「プライバシー」「教育」「お金・収入」「レジャー」「安心感」の 5項目を除外

した。結果として価値観項目 15項目から 5因子が抽出され、これらを Schwartzの価値理

論に基づいて解釈し、それぞれ「保守性」「好刺激」「自己増進」「自己超越」「自己主導」と

命名した（表 3-3）。 

第 1 因子「保守性」は因子寄与率が 25%と抽出された因子の中で圧倒的に大きく、全般

的に保守性が高い人が多いことが分かる。着目すべきは、自分にとって身近な人やその人の

身の安全や健康、平穏な暮らしを重要視する志向の中に「良い環境」が含まれていることで

ある。本来「良い環境」は、Schwartzの価値理論の解釈から第 4因子「自己超越」の一部

として抽出されることを想定していたが、自然や生物多様性といった環境問題と、身近な環

境問題が別の因子として抽出される結果となった。第 2 因子はチャレンジや刺激を好む志

向性で、Schwartzの価値理論に則り「好刺激」と命名した。保守性に次いで、保守性とは

対極にある「好刺激」を重視する人が多い（因子寄与率にして約 13%）のも特徴的である。

第 3因子は「自己増進」で、お金や地位、仕事上の成功を重視する価値分類である。社会関

係は Schwartzの価値理論では保守性に含まれる尺度であるが、日本の企業文化において仕

事上の成功のためには上司や周囲との良好な関係を重視することも十分考えられ、また

Schawrtzの価値分類上でも自己増進に最も近い保守性の要素であるため、解釈可能である

と考えた。第 4因子「自己超越」は自分の身近な人だけでなく、自然や自分よりも弱い立場
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にあるすべての人や事象、また多様性を重んじる価値観である。本来美的な所有物は物的豊

かさを示す尺度で、自己超越に含まれることは想定していなかったが、昨今の「本物志向」

を謳う日本のマーケティングトレンドの中で、使い捨て文化に対して本物を長く大切に使

う、また審美眼的な感覚と関連づけられてきたものと解釈できることから、このまま採用し

た。第 5因子「自己主導」は自由や自己・アイデンティティを重んじる価値分類であるが、

本来「自己超越」に含まれると思われた社会的な公平性が自己主導に含まれているのが特徴

である。しかし自己超越と自己主導は Schwartz の価値理論では隣り合う価値分類であり、

解釈可能と考えこのまま採用した。 

このように Schwartzの価値理論に照らすと、若干のずれは見られたものの、上記で述べ

たとおり解釈可能な範囲と判断した。また、第 1因子「保守性」と第 4因子「自己超越」の

因子間相関がやや高いが、Schwartzの価値理論において保守性と自己超越は隣り合う上位

価値であり、前述のとおり各価値はそれぞれ個別に存在するものではなく、特に隣り合う価

値は相関しているとする理論から逸脱するものではない 84)85)ためこのまま分析を進めるこ

とにした。さらに各因子の下位尺度の信頼性を求めたところ、第 3～第 5因子については信

頼性係数(α)が 0.7以下となり、理想的な結果ではなかった。しかし、本調査では、隣り合

表 3-3 因子分析の結果：価値観 

 因子 
信頼性 

α 
 1 2 3 4 5 
 保守性 好刺激 自己増進 自己超越 自己主導 
安全・平和 .694 .008 -.011 -.127 .107 

0.723 平穏 .659 -.123 -.104 .070 -.062 
良い環境 .624 .051 .085 .121 -.022 
健康 .545 .079 -.006 -.014 .020 
チャレンジ刺激 .052 .995 .021 -.002 -.009 

0.834 
変化 -.059 .703 .076 -.010 .041 
地位・社会的承認 -.195 -.008 .839 -.008 .143 

0.650 二_仕事 .066 .136 .630 -.048 -.176 
社会関係 .257 -.035 .467 .116 -.111 
美の世界 -.070 .063 -.101 .861 .048 

0.646 美的な所有物 .058 -.123 .070 .568 -.033 
自然・生物多様性 .104 .076 .053 .434 .069 
自由 .063 .093 -.244 .000 .783 

0.581 アイデンティティ -.106 -.041 .200 .094 .535 
社会的な公平性 .225 -.086 .286 -.072 .422 
固有値 3.76 1.99 1.64 1.17 1.12  
因子寄与率（%） 25.06 13.24 10.95 7.81 7.46  
推定法: 一般化された最小 2乗 
回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法 

因子相関行列  
因子 1 2 3 4 5  
1 1.000 .063 .274 .507 .270  
2  1.000 .159 .305 .355  
3   1.000 .171 .315  
4    1.000 .317  
5     1.000  
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う価値分類は互いに独立ではないとする Schwartzの価値理論の考え方に則り、以降の分析

においては、因子全体への得点配分の切り捨てがより大きくなる下位尺度得点ではなく、す

べての因子に対する影響度を勘案した因子得点を用いることを基本とし、これらの因子を

このまま採用することとした。むしろ、Schwartzの価値理論において対極にある価値分類

である第 1因子「保守性」と第 2因子「好刺激」、および第 3因子「自己増進」と第 4因子

「自己超越」について、これらの因子間相関が低いことを確認できたことは、これらの因子

分析の結果の妥当性をある程度担保するものと思われる。なお第 5因子「自己主導」は本来

第 2因子「好刺激」と合わせて上位価値「変化への開放性」に統合されるが、第 1因子「保

守性」と第 5因子「自己主導」の因子間相関は 0.270と弱い相関が認められる。しかし第 5

因子「自己主導」の因子間相関を見ると本来相関が高いはずの「好刺激」との相関が第 3因

子「自己増進」と第 4因子「自己超越」と同程度であることを鑑みれば、保守性や自己増進

等それぞれの価値を持つ人が「自己主導（自由を尊重したい）」という志向も併せ持ってい

ることが示唆される。 

3.4.3  エネルギーに関する意識 

類似の環境配慮行動の社会心理モデルで多く使われるエネルギー問題に関連する危機感、

責任感、規範感、態度等についてのアンケート回答を用いてエネルギーに関する意識を聞い

た 30項目の単純集計結果を表 3-4に示す。同表では同意度（アンケート回答の 6：同意す

る、および 7：非常に同意する の合計率）の高い順に左上から右下に向かって並べている。

また、態度については逆転項目のため逆転処理を行った後分析に用いた（各表中では（R）

と表記）。上位には震災関連項目が 3項目および光熱費と地球温暖化に関わる危機感が入り、

震災から 4 年半（調査時）経過後も震災に対する脅威感は強く人々の心理に影響している

ことが分かる。逆に下位 5項目のうち省エネ方法が分かる（分かると回答した人が少ない）

以外は、規範感や道徳観に関する項目が並び、震災直後の心理と比べ規範感や道徳観の影響

力は他の一般的な有効感や社会的責任感と比べて弱まっていることが示唆される。 

これらの結果を用いて主因子法、プロマックス回転による因子分析を行った。分析途中の

負荷量等を考慮して 10 項目を除外したxx20 項目から 7 因子が抽出され、それぞれを「態

度」「有効感」「道徳観」「責任感」「規範感」「危機感」「コストベネフィット（表中では CB）

評価」と命名した（表 3-5）。この中で特筆すべきは第 3因子「道徳観」である。道徳観項

目の中でも「震災被災者のことを考えると…」という条件付きの義務感が残っており、これ

は震災後の社会で新しい心理要因と言えよう。これ以外のエネルギー意識に関する因子と

しては、先行研究 60)74)75)92)と比べて特異な点は見られないため、これらの因子をこのまま

採用した。第 7因子「コストベネフィット評価」の信頼性αが低いが、価値観同様、本論で

は因子得点を用いた分析を基本とするためこのまま分析を進めることとした。 

                                                   
xx 30項目の意識項目のうち、東日本大震災に関わる脅威感等は天井効果が見られたものもあるが、第 2章の調査との

比較のために設けたもので第 3章で検討するモデルに投入する意図のものではなかった。 
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表 3-5 因子分析の結果：エネルギーに関する意識 

 

因子 
信頼性 

α 
1 2 3 4 5 6 7 

態度（R） 有効感 道徳観 責任感 規範感 危機感 CB評価 
省エネは快適性を失わせる 0.956 0.020 0.000 0.001 0.045 -0.060 -0.034 

0.932 
省エネで生活の質は落ちる 0.906 -0.021 -0.010 -0.004 -0.027 0.031 -0.059 
省エネは利便性を失わせる 0.890 0.018 -0.017 0.024 0.001 -0.032 -0.019 
省エネで生活の自由度が失われる 0.793 0.003 -0.047 -0.095 -0.031 0.074 0.111 
温暖化対策に対する有効感 -0.165 0.837 0.085 -0.009 -0.033 0.038 -0.002 

0.831 電力不足解消に対する有効感 0.136 0.827 -0.213 0.000 0.016 0.011 0.120 
化石燃料枯渇問題に対する有効感 0.177 0.590 0.243 0.131 -0.013 -0.032 -0.145 
周囲の人に省エネを促すべき 0.033 0.005 0.756 -0.054 0.023 -0.126 0.133 

0.703 省エネしないと被災者に申し訳ない -0.104 -0.036 0.721 -0.027 0.018 -0.066 -0.140 
省エネすることは社会的義務だ 0.017 0.054 0.582 -0.103 -0.111 0.246 0.166 
地球温暖化に対する責任感 0.031 -0.065 -0.108 0.981 0.004 0.069 0.071 

0.755 
電力不足に対する責任感 -0.150 0.245 0.025 0.619 0.087 -0.104 -0.009 
周囲の人からの規範感 -0.003 0.077 0.096 -0.058 0.906 0.058 -0.006 

0.722 
家族からの規範感 -0.008 -0.090 -0.103 0.126 0.620 0.116 0.043 
化石燃料枯渇問題に対する危機感 -0.023 0.047 -0.177 -0.077 0.134 0.815 -0.055 

0.707 地球温暖化に対する危機感有効感 0.093 -0.143 0.267 0.267 -0.043 0.464 -0.005 
ごみ問題に対する危機感 0.003 0.044 0.218 0.112 0.046 0.428 -0.060 
省エネは光熱費節約になる -0.091 0.141 -0.095 -0.027 -0.120 0.178 0.670 

0.567 自分の光熱費を把握している 0.051 -0.029 0.039 0.192 -0.025 -0.282 0.544 
省エネ方法を理解している 0.041 -0.088 0.100 -0.051 0.295 -0.064 0.530 
固有値 5.256 2.941 1.966 1.493 1.276 1.128 0.958 

 

因子寄与率（％） 24.643 13.244 8.052 5.366 4.367 3.863 2.423 
 

推定法：主因子法 
        

回転：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法 
       

因子相関行列  

因子 1 2 3 4 5 6 7  
1 1.000 0.288 0.221 0.174 -0.012 0.203 0.297 

 

2  1.000 0.485 0.431 0.041 0.252 0.323 
 

3   1.000 0.463 0.304 0.565 0.292 
 

4    1.000 -0.009 0.403 0.233 
 

5     1.000 0.116 -0.092 
 

6      1.000 0.123 
 

7      
 

1.000 
 

 

 

 

表 3-4 単純集計：エネルギーに対する意識 
 

無

回

答 

そう思

わな

い 
(1,2) 

どちら

ともい

えない
(3,4,5) 

そう

思う 
(6,7) 

  無

回

答 

そう思

わな

い 
(1,2) 

どちら

ともい

えない 
(3,4,5) 

そう

思う 
(6,7) 

原発事故は恐ろしい 0 0 9 91  多少高くても省エネ製品を購入する 1 8 72 19 
緊急停電が起こると困る 0 7 27 65  省エネする・しないは個人の自由だ 1 12 68 19 
省エネは光熱費節約になる 1 2 42 55  化石燃料枯渇への危機感がある 0 11 73 17 
地球温暖化への危機感がある 0 6 44 50  自分も電力不足解消に責任がある 0 11 73 16 
原発の再事故が起こると困る 1 4 46 50  省エネは化石燃料枯渇問題に有効だ 0 12 73 15 
自分の光熱費を把握している 1 8 43 47  省エネは利便性を失わせる（R） 1 17 67 14 
省エネは停電リスク低減に有効だ 0 9 52 39  省エネは快適性を失わせる（R） 1 14 71 13 
省エネはやりがいがある 1 10 62 27  省エネは震災被災者への義務だ 2 17 69 12 
省エネすると生活の自由度が失われる（R） 1 7 68 24  政府から省エネすることを期待されている 1 19 69 11 
自分にも温暖化問題の責任がある 0 5 71 24  電力不足に対する危機感がある 1 22 66 11 
省エネは電力不足解消に有効だ 0 7 70 24  省エネしないと被災者に申し訳ない 1 19 69 11 
省エネは温暖化防止に有効だ 0 6 71 23  省エネ方法を理解している 2 11 78 10 
省エネは社会的義務だ 2 6 71 22  省エネを周囲に促すべきだ 1 17 73 8 
ごみ問題等への危機感がある 0 4 76 19  家族から省エネすることを期待されている 1 33 59 7 
省エネすると生活の質は落ちる（R） 1 9 71 19  周囲の人から省エネすることを期待されている 1 41 55 2 
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3.4.4  省エネルギー行動の行動意図と実践度 

具体的な省エネ行動に対する行動意図と実際の実践度を行動意図（行動したいと「とても

思う」および「思う」の合計率）の高い順に表 3-6 に左欄上段から（右欄下段がもっと低

い）示す。また、表中数値はすべて%である。表中の灰色のハイライトはそれぞれ行動意図

と実践度の乖離（行動意図が高いのに実践していない人の割合（濃グレー）、および行動意

図が低いにも関わらずいつも実践している人の割合（薄グレー））を示している。これによ

れば、全般的に行動意図が高い人ほど実際の実践度も高い傾向が読み取れる。逆に行動意図

の順位が低い項目になると「行動しようと思っている人でもやっていない」という乖離度も

大きくなる傾向が見られる。これらの理由として、冷蔵強度やテレビ輝度の低減は健康・衛

生面の理由に加え、簡単な設定調整とは言えやり方が分からず標準設定のまま利用しがち 

 

表 3-6 省エネ行動に対する行動意図と実践度 
 低 中 高   低 中 高 

1 
省エネ型 
照明 
（n=156） 

行動意図 0 17 83  

9 続けて入浴
（n=156） 

行動意図 4 38 58 

実践度 

していない 0 12 2  

実践度 

していない 71 24 11 
たまにしている 0 62 18  たまにしている 29 51 28 
いつもしている 0 23 78  いつもしている 0 22 58 
あてはまらない 0 3.8 0.8  あてはまらない 0 3 3 

2 
冷気漏れ 
防止 
（n=156） 

行動意図 1 22 77  

10 
食洗器 
利用低減

（n=153） 

行動意図 8 36 56 

実践度 

していない 0 24 6  

実践度 

していない 50 25 3 
たまにしている 100 62 28  たまにしている 25 35 12 
いつもしている 0 15 66  いつもしている 0 11 66 
あてはまらない 0 0 0  あてはまらない 25 29 19 

3 
すだれ等で

遮光 
（n=156） 

行動意図 4 29 67  

11 
リビングで 
過ごす

（n=156） 

行動意図 6 41 53 

実践度 

していない 83 39 5  

実践度 

していない 33 19 13 
たまにしている 0 30 14  たまにしている 56 42 40 
いつもしている 17 26 76  いつもしている 11 33 47 
あてはまらない 0 4 5  あてはまらない 0 6 0 

4 
エアコン 

28度設定
（n=156） 

行動意図 10 28 62  

12 
冷蔵強度 
低減 
（n=155） 

行動意図 10 39 52 

実践度 

していない 81 26 4  

実践度 

していない 87 52 15 
たまにしている 13 67 23  たまにしている 13 27 20 
いつもしている 6 5 33  いつもしている 0 20 65 
あてはまらない 0 1 39  あてはまらない 0 2 0 

5 
照明の 
間引き 
（n=156） 

行動意図 9 29 62  

13 
待機電力 
低減 
（n=155） 

行動意図 14 43 44 

実践度 

していない 100 48 7  

実践度 

していない 95 52 12 
たまにしている 0 37 20.8  たまにしている 5 42 47 
いつもしている 0 13 71.9  いつもしている 0 6 41 
あてはまらない 0 2 0  あてはまらない 0 0 0 

6 

テレビ 
点けっ放し 
防止 
（n=156） 

行動意図 10 29 61  

14 余熱調理

（n=156） 

行動意図 16 44 40 

実践度 

していない 75 44 7  

実践度 

していない 96 45 10 
たまにしている 12.5 44 36  たまにしている 4 39 56 
いつもしている 0 9 56  いつもしている 0 4 31 
あてはまらない 12.5 2 1  あてはまらない 0 12 3 

7 
保温機能 
不利用

（n=155） 

行動意図 10 31 59  

15 
乾燥機能 
利用低減

（n=153） 

行動意図 24 47 29 

実践度 

していない 87 27 11  

実践度 

していない 81 35 14 
たまにしている 13 42 12  たまにしている 14 43 34 
いつもしている 0 21 73  いつもしている 3 10 50 
あてはまらない 0 10 4  あてはまらない 3 13 2 

8 
お湯使用量 
低減 
（n=155） 

行動意図 5 37 59  

16 
テレビ輝度 
低減 
（n=155） 

行動意図 25 49 26 

実践度 

していない 86 26 10  

実践度 

していない 92 66 20 
たまにしている 14 49 41  たまにしている 0 12 20 
いつもしている 0 23 49  いつもしている 0 13 58 
あてはまらない 0 2 0  あてはまらない 8 9 3 

表中数値は％．■（薄灰色）は行動意図が高いのに実践していない人  ■（濃灰色）は行動意図が低いのに実践している人を表す. 
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なこと、また乾燥機能の利用減は実践したときの省エネポテンシャルが大きいにも関わら

ずその省エネ有効性が十分に知られていない（特に本調査対象物件の HEMSでは食洗乾燥

機能の利用などが個別系統で見える化されていない）こと等が考えられる。さらに、行動意

図が中程度の人は、行動として「たまにしている」を選んでいる割合が高い（表中黒枠）が、

行動意図が低い項目については、「していない」の割合が増えていくこともわかる。リビン

グで過ごす、続けてお風呂に入る、お湯の使用量を減らす等の項目における行動意図と実践

度の乖離度は、同居する家族の行動も関わってくることから回答者個人としては実践した

いと思っても世帯としてはできていないとの回答が比較的多いのではないかと推察される。

リビングに過ごすについては、行動意図が低くても実践している人の割合が高いことも特

徴的で、昨今の節電や省エネ努力の中で家族がまとまって過ごす習慣がついた世帯が増え

ていることを示唆しているといえるだろう。 

次に、これ以降の分析において行動意図および省エネ行動実践度を指標として用いるた

めに、行動指標の作成を行った。行動意図については、因子分析を試行した結果、スクリー

プロット基準により、全項目で行動意図（1因子）を測れると判断し、全 16項目に対する

行動意図を 1因子とした総合得点（因子得点をそのまま利用）を作成した。実践度について

は、実践度に対する回答を用いて、「いつも実践している」を 3点、「時々実践している」を

2 点、「していない」を 1 点として全 16 項目分の回答得点を加算した総合得点指標を作成

した。なお「当てはまらない」との扱いについては、例えばエアコン 28℃設定については

「エアコンを使わないため当てはまらない」と回答したと考え、「いつもしている」と同じ

く 3 点として扱った。行動意図や省エネ行動実践度の従属変数として用いる場合には、こ

れらの総合得点を用いた。 

さらに、より詳細に分析を可能にする下位指標として、行動意図および実践度それぞれに

ついて、本論第 2 章でも述べた節電行動の因子項目および先行研究 30)75)92)を参考に「習慣

変容」「設定調整」および「家族の場・行為」の 3つの下位尺度を作成した。それぞれの尺

度に含まれる設問項目および各下位尺度の信頼性係数は表 3-7 の通りである。全般的に行

動意図の信頼性係数が実践度の係数に比べて高い傾向となった。実践度の信頼性係数はす

べて 0.6代であり理想的な数値とは言えないが、必要最低限の基準は満たしているものとし

て採用した。なお、総合得点ではエアコンを利用していない人をいつも省エネ行動をしてい

る人として扱ったが、下位尺度の作成においてはエアコン 28℃設定を含めない方が信頼性

係数αがよく、その理由としてエアコン 28℃設定は設定調整でありながら習慣変容の要素 

 

表 3-7 行動意図および実践度の下位尺度の信頼性係数 

 

設定調整 習慣変容 家族の場・  
行為 除外 

エアコン

28度  
設定 

テレビ

輝度の 
低減 

冷気漏

れ予防 
冷蔵

強度

低減 

テレビつ

けっ放し

予防 

乾燥機

能利用

低減 

保温機

能利用

低減 

余熱

調理 
待機

電力 
お湯 
使用量

低減 

続けて

入浴 
リビング

で過ご

す 

省エネ

型照明

の採用 

照明

間引

き 

食洗機

利用 
低減 

すだれ等

による日射

予防 
行動意図 0.703 0.804 0.683 

n/a 
実践度 n/a 0.601 0.642 0.611 
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も持ち合わせていることが解釈を難しくしていると考え、エアコン 28℃設定は除外した。

また、省エネ型照明の採用、食洗器の利用低減、すだれ等での日射予防については、居室内

すべての部屋を対象とするか否か（例えば、本調査対象ではリビングの照明に LED電球が

標準設置されているが、他の部屋でも LEDを自ら設置しているのか、標準設置の LED電

球のことを回答しているのか判断が難しい）、機器の保有理由なのか否か（例えば食洗器は

標準搭載ではないため、そのものを保有していないから使っていないのか保有しているが

使っていないのかの判断が難しい）等の理由から除外とした。この後行う共分散構造分析や

分散分析等ではこれらの下位指標を適宜利用した。 

3.4.5  行動指標に対する影響要因の検討 

上記 3.4.2、3.4.3、3.4.4の分析結果を基に、行動指標に対する価値観、エネルギー意識等の

各影響要因の強さをロジスティック回帰分析によって評価した。行動指標の従属変数とし

ては、上記の行動意図および省エネ行動実践度についての総合得点を用い、得点の高低によ

り上位および下位約 60位ずつを大小（0・1）でコード化した。サンプル数確保の観点から

分析はサンプル全体に対して行った。その結果を表 3-8 に示す。表中では各変数の行動指

標に対するオッズ比xxiが大きく、かつ統計的に 10%水準で有意傾向までのものを色でハイ

ライトして示している。 
 

表 3-8 行動指標に対する影響要因 

 行動意図 総合得点（大小） 実践度 総合得点（大小） 
B S.E. Wald p B S.E. Wald p 

価値観 

保守性 -0.657 0.661 0.989 0.320 -0.232 0.522 0.197 0.657 
好刺激 -0.348 0.550 0.400 0.527 -0.853 0.446 3.657 0.056 
自己増進 0.174 0.530 0.108 0.743 -0.551 0.508 1.179 0.278 
自己超越 1.772 0.899 3.882 0.049 1.934 0.788 6.027 0.014 
自己主導 -0.509 0.572 0.792 0.373 -0.413 0.486 0.722 0.395 

エネルギーに 
関する意識 

態度（Ｒ） 1.782 0.657 7.367 0.007 -0.013 0.415 0.001 0.975 
有効感 0.323 0.681 0.224 0.636 0.474 0.473 1.004 0.316 
道徳観 1.554 0.869 3.202 0.074 -0.098 0.760 0.017 0.898 
責任感 0.153 0.685 0.050 0.824 -0.254 0.625 0.165 0.685 
規範感 0.601 0.550 1.194 0.275 0.925 0.545 2.880 0.090 
危機感 -1.694 0.829 4.181 0.041 0.200 0.793 0.063 0.801 
コストベネフィット評価 0.889 0.706 1.586 0.208 1.762 0.643 7.505 0.006 

世帯属性 

世帯人数 0.244 0.458 0.282 0.595 -0.725 0.406 3.188 0.074 
世帯主年代 -0.249 0.541 0.211 0.646 -1.185 0.458 6.684 0.010 
世帯年収 -1.267 0.572 4.908 0.027 0.685 0.747 0.841 0.359 
性別 1.824 0.918 3.943 0.047 -1.803 0.939 3.691 0.055 
配偶者就労 0.284 0.994 0.082 0.775 -1.644 1.009 2.655 0.103 
乳幼児・高齢同居者 -0.245 1.128 0.047 0.828 -0.623 0.519 1.437 0.231 
エコに熱心な人 1.103 1.284 0.738 0.390 2.309 1.033 4.999 0.025 

 

（定数） 1.577 5.351 0.085 0.771 7.221 3.899 3.431 0.064 
Nagelkerke R2 0.690 0.571 
Chi2 58.992***(df=19) 45.234***(df=19) 
p 0.000 0.001 

■ p<0.01, ■ p<0.05, ■ p<0.1  *** p<0.01 

                                                   
xxi ロジスティック回帰分析における予測力・影響力の強さは、Exp(B)で表されるオッズ比に相当し、オッズ比は変数

の単位に寄らず比較を可能とするため標準化された数値である。またその 95%信頼区間は B±2×S.E.で求められる。 
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まず、行動意図に対しては、属性項目から性別（女性の行動意図が高い）が最も影響力が

強い結果となり、次いで省エネ態度、3 位には価値観項目である「自己超越」、そしてエネ

ルギー意識から危機感および道徳観、最後に世帯年収が影響要因として挙がった。このうち

危機感と世帯年収はマイナスに影響する、すなわち危機感が強いほど、そして年収が多いほ

ど行動意図が弱くなる傾向があると読み取れる。 

一方、行動指標が実践度となった場合、影響力の大きい順に、エコに熱心な人（すなわち

家族に環境や節電・省エネに熱心な人がいるかどうか）が最も影響力が高くなり、自己超越

は次いで 2位、コストベネフィット評価、そして規範感と続く。実践度に対して最も影響力

が高くなったエコに熱心な人の存在は、具体的なエネルギーに関する意識との関連として

は経済性（節約志向）と最も関係が強いとされており 93)、別項目として 1%有意水準で影響

作用が強いと出たコストベネフィット評価と並んで節約意識についての項目や規範感が影

響することが示されている。行動意図、実践度いずれの場合も自己超越が影響要因として挙

がっている。 

3.4.6  仮説モデルの検証 

次に、すべての欠損データがない 138件を対象に共分散構造分析を用いて図 3-2に示し

た仮説モデルの検証を行った。まず、その方法として、本論の仮説モデルを設定する際に参

考とした広瀬の環境配慮行動の 2 段階モデルおよび Stern の VBN 理論モデルのうち、本

論の仮説モデルでは広瀬のモデルでは使われていない道徳観尺度を用いるなど、完全に広

瀬のモデルを踏襲しているわけではないながら、モデルの形としては態度と行動意図の間

の乖離の存在を認識した広瀬の環境配慮行動の 2 段階モデルに類似する形をとっているこ

とから、広瀬のモデルにならう形で検討を開始した。有意ではないパスを除外する等の修正

を重ねたが、環境認知を並列に置く広瀬のモデルでは適合度が十分と考えられるモデルは

検出できなかった。 

検討の過程で、環境認知尺度のうち危機感の扱いについて、マイナス方向とは言えロジス

ティック回帰分析では比較的影響力が強かったため、有効感や責任感に先行する形、すなわ

ち VBN理論に類似した形で、態度につながるのではないかと考えるに至り、仮説モデルを

一部修正して再検討したxxii。 

まず、行動指標として行動意図を用いて検討した結果、得られたのが図 3-5 に示すモデ

ルである。モデルの適合度指標は図中にも示したが、カイ二乗（以下χ2）=95.927（p=.196）、

Root Mean Square Error of Approximation（以下 RMSEA）=0.031、Goodness of Fit 

Index（以下 GFI）=0.919、Comparative Fit Index（以下 CFI）=0.985と、いずれも共分

散構造分析で必要とされる指標を満たしたモデルが検出された。また図中に示すパスは全

て 1%水準で統計的に有意である。ただし、適合度は十分満たすものの、危機感や省エネ態

                                                   
xxii 本来共分散構造分析はあらかじめ設定した仮説モデルを検証するために行われるもので、新たなモデルの探索を目

的としたものではない。しかし本研究は価値観とその他の心理的規定要因を合わせて用いた先行研究の例が少ない中で

の萌芽的研究としての位置づけにあるため、探索的な利用を試みたものである。 
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度の決定係数から判断すると、その影響力は限定的と思われる。また、ロジスティック回帰

分析で影響要因として挙がった性別や世帯年収を含めた分析になっていないこと、あるい

は VBN 理論では信念の一部となる社会的責任感等がこのモデルではどこにもフィットし

ない等、尺度の取り方やサンプルバイアスの考慮等、更なる改善の余地がある。 

こうした課題はありながらも、価値観としては自己超越が影響要因として残る点はロジ

スティック回帰分析の結果とも整合性がある。そこで、自己超越の因子得点の高低によるグ

ループ別のパスの比較を試みた。サンプル数 138 件を約 3 分割し、そのうち高群と低群を

比較した。まず IBM SPSS Amosによる共分散構造分析を試みたが、サンプル数が小さい

ためか、反復限界を超えてしまい最小値を求めることができない、あるいは最小値に達して

も RMSEA が 0.1 を超える等の問題にぶつかった。そこで、適合度は算出できないが、参

考に重回帰分析によるパス解析を行った。その結果を示したのが図 3-6 である。図に示し

たとおり、自己超越が高い群では図 3-5の仮説モデル通りにパスが引ける（図 3-6(a)）。た

だし、全体サンプルによる仮説モデルの検証でも懸案だったように、グループ別になると、

危機感、態度ともに決定係数がさらに小さくなり、安定的なモデルとは言い難い点に触れて

おかねばならない。次に、自己超越低群の結果（図 3-6(b)）についてであるが、自己超越が

低い群では自己超越から危機感への有意なパスはつながらなかった。そこで、どの価値観が

危機感に作用しているのかを探るため、図 3-5 に挙げた適合モデルの 1 段階前に自己超越

と並んで自己増進が残り危機感へのパスが繋がるモデルがほぼ十分な適合度を示した（χ2 

=147.041 (p=0.132), RMSEA=0.032, GFI=0.898, CFI=0.978で、GFIが若干 0.9に届かな

いが全体的な適合度は悪くない）ことにヒントを得、またロジスティック回帰分析の結果と

して危機感がマイナス方向の影響要因だったこと、および Schwartzの価値理論において自

己超越と自己増進は対極にあることから、自己超越を基準とした高低群の低群に自己増進

を採用するのは理にかなっていると考え、自己増進から危機感へのパスを検討したところ、

やはり決定係数に課題は残るが、図 3-6(b)に示す結果となった。また、自己増進（個人的価

値観）は態度にパスがつながらず、危機感から道徳観を経て直接行動意図に作用することが

示された。 

 

図 3-5 行動意図までの仮説モデルの検証結果 

 

自己超越 

道徳観 

危機感 省エネ態度 

行動意図 

.42 

.75 

χ2=95.927(p<.196); RMSEA=0.031; GFI=0.919; CFI=0.985, 各変数および誤差は省略 

.29 

.57 

.17 

.29 

.31 .10 

.21 
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(a) 自己超越 高群 

(b) 自己超越 低群 
図 3-6 自己超越の高低群別パス解析結果 

 
次に、行動指標として省エネ行動実践度を用いて同様の検討を行った。実践度の検討では、

当初から図 3-5 のモデルを基礎に、行動意図から実践度にパスを伸ばして検証した。その
結果得られたのが図  3-7 に示すパス図である．適合度指標はχ2=186.775 (p<.000), 
RMSEA=0.057, GFI=0.876, CFI=0.949であった。個別の指標自体は悪くはないものの、全
体的に棄却されており、共分散構造分析において適合的かつロジスティック回帰分析結果

と整合的なモデルを得るには、行動意図までの検証において不安定と判断された課題につ

いて対処する（そのためにはより幅広いサンプルなどでの検討する）ことが必要となると思

われる。 

 
図 3-7 実践度までの仮説モデルの検証結果 

自己超越 危機感 

実践度 

省エネ態度 

行動意図 
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χ2=186.775(p<.000); RMSEA=0.057; GFI=0.876; CFI=0.949, 各変数および誤差は省略 
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3.5  本章のまとめ 

本章では、価値観がライフスタイルの不可分な要素であるとの立場から、省エネルギー行

動の背景にある価値観がどのようなものであるか、またそれらはこれまで省エネルギーを

はじめとする環境配慮行動の心理モデルに関する既往研究で扱われてきた規定要因とどの

ような関係を示すのかを検討した。調査の仮説として、価値観の分析の基礎としてSchwartz

の価値理論 84)85)を採用し、規定要因とのつながりについては、広瀬 60)の二段階モデルおよ

び Stern62)の VBN理論を参考に、価値理論における社会的な価値分類を持つ人は省エネ態

度を形成し、それが省エネ行動意図につながり行動する、逆に価値理論において個人的と区

分される価値観を持つ人は信念の一部をなす環境認知に対し、行動評価要因を重視し、態度

を経ず直接的に行動意図を形成し、行動する、とした。行動指標として、価値観やエネルギ

ー意識と合わせてアンケート調査で聞いた行動意図および省エネ行動実践度を用いた。 

分析の結果、価値観を含めたライフスタイルの考慮においては、Schwartzの価値理論に

よる価値分類のうち自己超越（利他主義）が、行動意図および実践度に対して正に作用して

いることが示された。行動意図が指標の場合は、危機感を経て、態度を形成し、省エネ行動

に繋がるとした結果は、部分的ではあるが本調査の仮説、および価値観と省エネルギー行動

を扱った先行研究 90)91)とも整合している。一方、実践度が行動指標になると自己超越が影

響要因として残ったものの、ロジスティック回帰分析の結果からは、態度は影響要因から外

れ、エコ熱心な人の存在やコストベネフィット評価といった節約意識の影響が強くなるこ

とが示された。 

さらに自己超越の得点高低群別に分析を進めると、自己超越ではなく、価値理論上では自

己超越と対極にあるとされる自己増進が作用しているとの結果になった。これらはサンプ

ル数の少なさによる不安定さもさることながら、そもそも価値観の識別が難しかった点、ま

た比較的高収入の世帯が多い集合住宅 1軒を対象とした調査によるサンプルバイアスなど、

調査実施上の課題が理由として考えられる。 

また、本調査対象者の価値観の中で良い環境質を重視する価値観は保守性（第 1因子）に

含まれ、日本人の伝統的価値観は環境重視の価値観に沿っているとした先行研究 88)~90)と整

合していると言える一方で、自己超越的価値観は単純集計および因子分析双方において優

先度は高くなかった。ここからは、良い環境質の重視は家族など自分にとって身近な物事に

対するケアと同等で、自分にとってそう身近ではない自然や生物多様性等地球規模の環境

保全に思いを馳せる本来の自己超越的価値観とは別物であることが読み取れる。身近な環

境質だけでなくより普遍的な自己超越的価値観を醸成するような今後の環境教育の在り方

に対する示唆を含んでいると考えられる。 
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 電力消費量に対する価値観・エネルギー意識の影響 

4.1  はじめに 

前章では、横浜市内の HEMSを標準設置する集合住宅を対象に、省エネルギー行動の背
景にある価値観・エネルギー意識と省エネルギー行動意図および実践度の関係をアンケー

ト調査による主観申告データに基づき検討した。その結果、自己超越的価値観や態度が省エ

ネルギー行動の行動意図に繋がっているが、省エネルギー行動の実践度に対しては価値観

項目以外にコストベネフィット評価やエコ熱心な（節約意識がある）人の存在の影響が強く

なることが示された。本章では、主観申告評価に代わり、行動指標としてHEMS によって
蓄積された電力消費量を用いた場合に、価値観を含むライフスタイル要因と電力消費量が

どのような関係にあるのかを検討する。 

4.2  調査方法 

4.2.1  調査対象および分析の枠組み 

本章では、第 3章で述べた HEMSが標準設置された集合住宅（全 177戸、オール電化住
宅）を調査対象とし、まず HEMS によって得られた電力消費データを分析する。その後、
第 3 章で述べた生活全般の価値観、エネルギーに関する意識、省エネ行動に関する実施意
向と実践度、属性等に関するアンケート回答を適宜用いながら、電力消費量と人々の価値観

や意識、主観申告による行動指標の関係を検討する。その際の調査の枠組みも第 3 章で述
べた仮説を踏襲する。統計分析には IBM SPSS Statistics 23および 24を用いた。これら
の詳細については 3.2節を参照されたい。 

4.2.2  調査対象住宅に設置された HEMSの概要 

前章で述べたとおり、調査対象の集合住宅には新築時に HEMS が標準設置されている。
調査対象に設置された HEMSでは、主幹（家全体の電力消費量）の他にヒートポンプ（以
下 HP）式給湯機、エアコン（LDKおよび洋室 2部屋の 3系統）、電気式床暖房、キッチン
コンセント、洗濯機、浴室乾燥機、IHヒーターの 9系統を計測しており（図 4-1）、30分
毎の消費電力量データがサーバーに送られ、蓄積されている。居住者は入居時に配布された

タブレットコンピューターで消費電力データを基に作成される電力消費量や電力料金を確

認できる。当該住宅で採用されているタブレットコンピューターの画面例を図 4-2示す。 
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図 4-1 調査対象住宅に設置されている HEMSの計測箇所（主幹以外） 

 

 

図 4-2 調査対象住宅で提供されている HEMSデータの見える化画面 

 

4.3  調査対象住宅における電力消費実態の基本整理 

本研究では 2013年 4月～2015年 3月の消費電力データを入手した。HEMSの計測デー

タのうち欠測や学校の長期休み等の影響が少ない期間を抽出した上で、気象庁ホームペー

ジの過去の気象データを参考にそれぞれの月の平均気温を考慮して抽出した 4 季 2 週間の

各期間の世帯別日平均電力消費量を平日および休日別に採用し分析に用いた（表 4-1）。分

析においては各世帯の専有部のみを対象とし、各世帯の主幹電力消費量から上記の 9 系統

の値を引いた「その他」の電力消費量を加えた全 10系統を用いた。 

総世帯数 177世帯のうち 4季節を通してデータ欠損のない 150世帯を出発点とし、欠測

ではないものの 2 季節以上において完全に不在、あるいは平日、休日それぞれ半数以上の



53 

不在日数があると考えられた 3 世帯を全季節の分析から除外し、147 世帯を分析の基本サ

ンプル数とした。ただし、夏季においてはさらに 1世帯が完全に不在と判断されたため 146

世帯が基本となっている。加えて、泊り掛けの不在など普段の生活と異なるパターンが見ら

れる特異日を特定し、日平均の算出時に除する日数を調整する等のデータクレンジングを

行った。 

その結果得られた季節ごとの平日・休日別の日平均主幹電力消費量、および系統別の電力

消費量と、各系統の主幹（平日）に対する相関係数および順位を表 4-2 に示す。まず「主

幹」については、平日、休日ともに冬に最大で、冬は夏の約 2倍である。また冬は世帯間の

ばらつきが大きいことも特徴で、S.D.が約 8kWh/day と大きく、他季節の約 2 倍である。

本研究の対象建物はオール電化住宅であり給湯用途が電力消費量に含まれることから、ガ

ス併用住宅とは異なり、春や秋も夏より大きな値を示す結果となった。次いで、系統別消費

量の傾向として「その他」の割合が季節を通じて高く、最も少ない冬で 3割強、他の 3季節

は 4割弱を占める。主幹に対する相関係数も冬が 2位、他の 3季節では 1位である。これ

表 4-1 電力消費量の分析対象期間 

期間* 日平均気温の 
期間平均 

日最高気温の 
最高/最低 

日最低気温の 
最高/最低 

春 2014年 4月 7日～20日 13.8℃ 23.4℃/14.2℃ 13.2℃/4.6℃ 
夏 2013年 7月 1日～14日 26.9℃ 34.7℃/25.5℃ 26.6℃/20.0℃ 
秋 2014年 11月 10日～23日 13.0℃ 21.7℃/10.7℃ 13.2℃/6.8℃ 
冬 2014年 2月 5日～18日 4.5℃ 19.1℃/4.7℃ 7.0℃/-0.5℃ 
＊データの欠測状況や学校の長期休み等を考慮し、かつ、春・秋は過去 10年間の月平均気温と調査期間の平均気温が近い
値になるよう、夏・冬は日平均気温が季節特性（暑寒）的に厳しい条件になるように抽出． 
春夏秋は平日 10日、休日 4日、冬は調査期間に祝日を含むため平日 9日、休日 5日を基本とした． 

 

表 4-2 季節別・日平均電力消費量および主幹電力消費量に対する系統別消費量・相関 

 春 夏 秋 冬 
平日主幹 平均値（S.D.） 13.15 （4.35） 11.74 （3.78） 12.67 （4.09） 21.89 （7.73） 
休日主幹 平均値（S.D.） 14.91 （4.84） 13.71 （4.43） 13.41 （4.15） 26.01 （8.64） 

n数 146 145 147 146 

 
平均値 相関係数 平均値 相関係数 平均値 相関係数 平均値 相関係数 
（S.D.） （順位） （S.D.） （順位） （S.D.） （順位） （S.D.） （順位） 

HP式給湯器 
4.03 0.703 1.65 0.575 3.58 0.717 6.42 0.663 
（1.34） （2） （0.62） （4） （1.23） （2） （2.21） （3） 

冷房・暖房合計 
0.75 0.522 2.28 0.763 0.71 0.533 5.28 0.713 
（1.46） （3） （1.34） （2） （1.19） （4） （3.91） （1） 

キッチン合計 
2.00 0.508 2.35 0.586 2.09 0.642 1.95 0.516 
（0.82） （4） （0.93） （3） （0.88） （3） （0.80） （4） 

洗濯機 
0.30 0.360 0.26 0.339 0.30 0.414 0.35 0.264 
（0.58） （5） （0.47） （5） （0.56） （5） （0.61） （5） 

浴室乾燥機 
0.94 0.313 0.69 0.352 0.97 0.337 1.08 0.231 
（1.18） （6） （0.69） （6） （0.96） （6） （1.09） （6） 

その他 
5.10 0.796 4.51 0.833 4.97 0.789 6.81 0.665 
（1.98） （1） （1.78） （1） （1.84） （1） （3.98） （2） 

平均値および S.D.の単位はすべて kWh/day． 相関係数は主幹に対する係数であり、すべて 1%水準で有意． 
「キッチン合計」は HEMS系統のキッチンコンセントと IH ヒーターの合計、 
「冷房・暖房合計」はエアコン 3系統および床暖房の合計（夏は床暖房を除くエアコン 3系統のみ）．ただし、灯油や電気式スト
ーブ等は含まない． 
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は本調査対象のHEMSにおいては測定ポイントが少なく、専有部の全照明やキッチン以外

のコンセントの利用がすべて「その他」に含まれるためである。次いで使用量、相関係数と

もに上位に挙がるのが季節特性として消費量が増える「冷房／暖房合計」で、主幹に対する

相関係数は冬で 1 位、夏で 2 位である。消費量では冬の方が夏より 1.5 倍ほど多い。また

「HP式給湯器」は夏を除いて主幹消費量の 3割程度を占めており、夏、春、秋、冬の順に

増加し、冬は夏の約 4倍である。「洗濯機」「浴室乾燥機」も他系統と同様に冬の消費量が最

も多いが、いずれも季節差は小さい。 

次に、世帯人数に着目するといずれの季節も多人数世帯の方が少人数世帯よりも電力消

費量が多く、最も差が大きいのは冬の平日主幹消費量（3.8kWh/day）、最も差が小さいのは

夏の平日主幹消費量（1.4kWh/day）である。このうち差が最も大きい冬を例に平日および

休日の主幹と主な系統別（平日）の電力消費量を世帯人数別にまとめたのが表 4-3である。

少人数世帯では 1 人世帯と 2 人世帯の平均値の差はほとんど見られず、むしろ 1人世帯の

方が多い。多人数世帯では 3 人世帯の方が 4 人以上世帯よりも多くなっている。系統別に

統計的有意差が見られたのは HP式給湯器のみ（5%水準）であった。さらに、表 4-3と同

じ系統別データを用いて各季節の平日を例に調査対象の個々の世帯の電力消費データを主

幹電力消費量が世帯人数区分の中で降順になるように整理した結果を図 4-3 に示す。ここ

でも概ね上記で概観した季節特性等による消費量の傾向を読み取ることができ、また、季節

ごとの違いはあるものの、同じ世帯人数区分の中でも主幹電力消費量に大きな差が生じて

いることが分かる。 

 

 

表 4-3 世帯人数別・系統別電力消費量平均値（冬） 

項目 

主幹 
（平日） 

主幹 
（休日） 

系統別（平日） 
HP式 
給湯器 

冷房・暖房

合計 
キッチン 
合計 

洗濯機・浴

室乾燥機 その他 
1人 
(n=23) 

平均値 20.75 25.96 5.74 5.50 1.96 1.45 6.10 
(S.D.) 9.33 11.60 2.32 5.25 0.84 1.46 3.57 

2人 
(n=44) 

平均値 20.02 24.31 5.92 4.24 1.75 1.18 6.94 
(S.D.) 8.41 9.21 2.39 2.58 0.91 1.04 4.81 

3人 
(n=54) 

平均値 23.54 27.43 6.86 6.08 2.10 1.61 6.86 
(S.D.) 7.01 7.51 2.08 4.52 0.67 1.28 3.07 

4人以上 
(n=25)  

平均値 22.68 25.98 6.99 5.20 1.98 1.38 7.13 
(S.D.) 5.59 6.42 1.78 2.53 0.79 1.12 4.57 

平均値および S.D.の単位はすべて kWh/day 
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図 4-3 季節別・世帯別 日平均電力消費量のばらつき 
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4.4  電力消費量に影響を及ぼすライフスタイル要因の検討 

4.4.1  分析に用いるライフスタイル要因の抽出 

電力消費量に影響を及ぼす要因を検討するため、居住者のライフスタイルを反映した、あ

るいはライフスタイルを決定すると考えられる指標「ライフスタイル要因」を電力消費量デ

ータおよびアンケート結果から抽出・作成した。 

まず、上記で述べた HEMSによる電力消費量データを用いて世帯の暮らし方を推測可能

な指標（以下「HEMS指標」）を作成した。主幹電力消費量について、平日と休日の比率を

示す「平日休日比率」、および夜間（18時～翌 6時）に対する昼間（6時～18時）の電力消

費量の比率を示す「昼夜比率」の 2 項目、系統別データからは世帯のエアコン 3 系統のう

ちリビング以外の個室 2 系統の利用比率を示した「エアコン（表中では AC）個室利用比

率」、世帯の暖房利用のうちエアコン暖房と床暖房の電力消費量の割合により分類した「暖

房種別」、冷房・暖房の利用時間から算出した「冷暖房利用時間」、家庭内での調理の程度を

推測するキッチン全体（キッチンコンセントおよび IH ヒーターの複合）に対する「IH 利

用比率」および浴室乾燥機の利用時間から算出した「浴室乾燥利用時間」の 5項目、合計 7

項目を作成した。ただしエアコン個室利用比率については待機電力のみの時間帯を除外す

るため、春および秋においては冷・暖房系統（エアコン 3系統および床暖房）の電力消費量

の合計値そのもの（変数名は「冷房・暖房合計」）を用いた。 

次に、全季節に共通のライフスタイル要因として、住居の建物属性から居室の「階層」、

専有部の「フロアプラン」、居室のベランダが南面か東面かを示す「ベランダ採光面」、居室

が配置される住棟が敷地内のどこに位置するかを示した「敷地内居室位置」の 4 項目を設

定した。また、世帯属性として「世帯人数」「世帯主年代」「世帯年収」「配偶者就労」、乳幼

児あるいは高齢者の同居者の有無を示す「乳幼児・高齢同居者」、ペットの有無を示す「ペ

ット」、世帯に「（省エネを含む）エコに熱心な人」の有無、「性別」および東日本大震災時

の「計画停電の経験」の 9 項目を設定した。さらに生活全般の価値観については第 3 章で

述べた因子分析の結果から「保守性」「好刺激」「自己増進」「自己超越」「自己主導」の 5因

子、エネルギーに関する意識については、同じく因子分析から抽出された「態度」「有効感」

「責任感」「規範感」「道徳観」「コストベネフィット評価」および「危機感」の 7因子を用

いる。省エネルギー行動に関する行動意図および実践度については、アンケートで用いた全

16項目（表 3-1参照）を用いて算出した「行動意図総合得点」および「実践度総合得点」、

主観申告実践度のうち「いつもしている」の項目数を示す「実践度高項目数」に加え、行動

意図および実践度それぞれに対し第 3章で作成した 3つの下位尺度「習慣変容」「設定調整」

および「家族の場・行為」を用いた。 

これらのライフスタイル要因の概要を表 4-4示す。なお、世帯属性の「性別」「計画停電

の経験」および価値観、エネルギーに関する意識、行動指標に関する項目については、第 3

章で述べた 2015年 8月のアンケート調査に回答があった 91世帯 161回答のうち電力消費
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量との対応が可能な 70世帯のみを対象とした。また世帯に 2通以上のアンケート回答があ

った 45世帯については、世帯主あるいは配偶者のうち申告された行動実践度の低い人を残

し分析に用いた。これらの要因は評点の低中高によりコード化した。なお、価値観、意識、 

 

表 4-4 分析に用いたライフスタイル要因の概要 

 
春 夏 秋 冬 

n 平均 S.D. n 平均 S.D. n 平均 S.D. n 平均 S.D. 

H 
E 
M 
S 
指 
標 

平日休日比率 145 0.90 0.16 145 0.88 0.18 147 0.96 0.16 146 0.85 0.14 
昼夜比率 146 0.50 0.17 145 0.67 0.22 147 0.54 0.17 146 0.51 0.18 
AC個室利用比率 

   
145 0.18 0.18  

  
133 0.17 0.23 

冷房・暖房合計*1 146 0.75 1.46 145 2.28 1.34 147 0.71 1.19 146 5.28 3.91 
暖房種別 104 0.78 0.36 143 1.00 0.00 113 0.65 0.45 140 0.76 0.33 
IH利用比率 146 0.26 0.14 145 0.20 0.12 147 0.27 0.14 146 0.31 0.16 
冷暖房利用時間*1 

   
145 9.40 9.63  

  
146 11.57 13.29 

浴室乾燥利用時間*1 146 1.61 2.87 145 0.47 1.50 147 1.58 2.35 146 1.02 2.58 
*1：単位：冷房・暖房合計は kWh/day; 冷暖房利用時間および浴室乾燥利用時間は hour/day 
 
 n 平均*2 S.D.  比較群*3 （括弧内は分析に用いた各群の基本 n数） 
建

物

属

性 

階層 147 1.97 0.53  1階（23）, 中層階（106）, 最上階（18） 
フロアプラン 147 1.93 0.43  2LDK (19), 3LDK (118), ４LDK (9) 
ベランダ採光面 147 1.23 0.42  南（113），東（34） 
敷地内居室位置 147 2.38 1.09  南東（41）,南西（38）, 北東（38）, 北西（29） 

世 
帯 
属 
性 

世帯人数 147 2.61 1.06  少人数（1－2人，60) 多人数（3人以上，85) 
世帯主年代 142 1.65 0.79  20代・30代（76）,40代（37），50代以上（28） 
配偶者就労 129 0.57 0.50  なし（56）, あり（73） 
乳幼児・高齢同居者 144 0.35 0.48  いる（92）, いない（51） 
ペット 145 0.88 0.32  なし（127）, あり（17） 
世帯年収 145 3.12 0.83  <4百万（8), ～8百万(17), ～12百万（68), >12百万(51) 
エコに熱心な人 145 0.77 0.43  いる（34)，いない（110) 
性別 70 1.43 0.50  男性（40）, 女性（30) 
計画停電の経験 69 1.61 0.49  あり（27），なし（42) 

*2：表中平均値は世帯人数を除きすべて群間コードの平均値．世帯人数は実際の世帯人数平均． 
*3：各項目左群を１（2群の場合は 0）として昇順でコード化 
 
 n 平均 S.D.  項目内容*4 

価 
値 
観 

保守性 70 0.08 1.12  2）安全・平和，4）平穏，8）良い環境，3）健康 
好刺激 70 0.00 0.81  18)チャレンジ・刺激  21)変化 
自己増進 70 -0.05 0.86  19) 地位・社会的承認 7)仕事  13)社会関係 
自己超越 70 -0.10 0.94  16)美的世界  14)美的所有物  20)自然・生物多様性 
自己主導 70 0.09 0.85  9）自由  17）アイデンティティ  15)社会的公平性 

エ 
ネ 
意 
識 

態度 70 -0.02 0.97  20)快適性，19)利便性，21)生活の質，22)自由度の制限 
有効感 70 -0.07 0.97  11)地球温暖化対策，12)緊急停電回避，13)化石燃料枯渇 
道徳観 70 -0.05 0.98  震災被災者に対する 27)罪悪感 や 29)義務感 
責任感 70 0.04 0.90  8)地球温暖化等の環境問題； 9)電力不足による緊急停電 
規範感 70 0.01 0.91  25)周囲の期待，24)家族からの期待 
ｺｽﾄﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ評価 70 -0.11 0.88  14)省エネ方法理解，光熱費の 16)把握 17)節約認知，18)やりがい 
危機感 70 0.01 0.81  2)化石燃料枯渇，1)電力不足，3)地球温暖化等の環境問題 

行 
動 
意 
図 

総合得点 70 -0.02 0.97  省エネ行動 16項目を 1因子とした場合の因子得点 
習慣変容 70 -0.07 0.97  6)TVオフ,9)保温,10)余熱,11)食洗機,12)乾燥機能,13)待機電力,16)お湯 
設定調整 70 -0.05 0.98  1)AC28℃, 5)TV輝度，7)冷気漏れ, 8)冷蔵強度, 4)照明間引き 
家族の場・行為 70 0.04 0.90  14)続けて入浴，15)リビングで過ごす 

実 
践 
度 

総合得点 70 0.01 0.91  実践度の回答 1＝1点，2＝2点，3＝3点で重みづけした総合得点 
実践度高項目数 70 -0.11 0.87  実践度の回答「いつもしている」の項目数 
習慣変容 70 -0.07 0.97  6)TVオフ,9)保温,10)余熱,12)乾燥機能,13)待機電力,16)お湯 
設定調整 70 -0.05 0.98  5)TV輝度，7)冷気漏れ, 8)冷蔵強度 
家族の場・行為 70 0.04 0.90  14)続けて入浴，15)リビングで過ごす 

*4：各要因の番号は表 3-1のアンケート設問番号に対応． 
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行動意図および主観申告実践度のコード化の際には、調査の仮説に従い従属変数である電

力消費量への影響方向に合うよう（例えば、社会的価値観である自己超越や保守性は得点が

高い人が従属変数が低くなるよう、および個人的価値観はその逆、等）にコード化した。 

4.4.2  主幹電力消費量を従属変数とした分散分析 

表 4-4で示した 42項目のライフスタイル要因を用いて、各季節の主幹電力消費量を従

属変数として項目別に分散分析を行った。その結果が表 4-5である。なお夏、春、秋の結

果については電力消費量の傾向、自由度、F値および多重比較結果の詳細は省略した。 

分析に用いたライフスタイル要因の全般的な傾向として「HEMS指標」、次いで「世帯属

性」の順に群別の主幹電力消費量に統計的有意差を示す項目が多いことが分かる。特に

HEMS 指標は、冬では全要因の群間平均値に 1%もしくは 5%水準で有意差が認められる。

他の季節においても有意水準に多少の違いはあるものの、有意差を示す傾向に大きな違い

はない。平均電力消費量の傾向としても、例外的に中程度の世帯で消費量が最も多い逆転傾

向がみられる平日休日比率を除き、全般的には割合が高い（あるいは消費量や利用時間が多

い）ほど群別の平均値も高くなる傾向を示している。平日休日比率の逆転傾向については、

他の指標が平日の電力消費量のみから算出しているのに対し、平日休日比率は平日とは異

なる生活パターンを示す可能性がある休日の電力消費量を指標算出に使っているためと考

えられる。  

建物属性の 4 要因では、群間の平均値に有意な違いを及ぼす要因は冬と春における階層

のみで、冬では 1 階と最上階の電力消費量が多いのに対し、春では 1 階が最大消費量（い

ずれも 10%水準の有意傾向）となっている。 

世帯属性については、全季節に有意差が見られる要因として世帯人数、乳幼児・高齢同居

者の存在、およびペットの有無の 3 項目が挙がった。配偶者の就労の有無も秋を除いて有

意な差が見られた。また有意差のない項目についても群別の電力消費量の傾向は概ね仮説

や先行研究による知見と整合している。  

価値観については、各価値観因子の高低と研究の仮説に照らして予測する電力消費量の

傾向は概ね適合していた。例えば社会的価値観（保守性および自己超越）では得点が高いほ

ど電力消費量は少なく、得点が低いほど電力消費量は多い。個人的価値観（好刺激、自己増

進および自己主導）についてはその逆等である。保守性が最も多くの季節（冬、夏、秋）で

有意な差が認められた。また、季節として最も多くの価値観要因で有意な差を示したのは夏

で、保守性の他に自己超越および自己主導の 3 要因が挙がった。しかしいずれも 10%水準

の有意傾向に留まった。 

エネルギーに関する意識については、いずれの項目も意識の高い人が電力消費量が少な

いと予想されるが、意識の低い群で最も電力消費量が多い傾向は概ね支持される一方で、多

くの項目で意識の中程度および高い群間の傾向は同等あるいは逆転傾向が見られた。こと

責任感およびコストベネフィット評価についてはこの傾向が強く、責任感およびコストベ
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ネフィット評価が高い群と低い群の電力消費量がほぼ同等になっている。しかしいずれの

ばらつきも統計的には 10%水準の有意傾向に留まった。 

行動指標として、まず行動意図に着目すると、季節を通じて影響要因として挙がるのは、

行動意図を聞いた全 16 項目の総合得点が冬以外の 3 季節でいずれも 1%もしくは 5%水準

の有意差を示し、習慣変容項目で作成した下位尺度は有意傾向ではあるが全季節に影響が

ある結果となった。電力消費量の群間傾向では、有意差はないものの家族の場・行為につい

ての行動意図が高い人の方が電力消費量は多く、この傾向は季節特性が影響する冬や夏に

より強まる。また有意差が認められる習慣変容でも中群および低群の傾向が逆転している。  

実践度についても、「実践度高項目数」が多い世帯は項目数が中程度の世帯に比べて全季

節において 1%水準で電力消費量が少ない一方で、項目数が中程度の世帯と低い世帯では電

力消費量に逆転傾向が見られる。習慣変容に関する項目で作成した下位尺度も同様である。

また、有意差はないものの設定調整および家族の場・行為に関する下位尺度については「い

つもしている」と答えた世帯の電力消費量が中程度の世帯よりも多くなっている。実践度お

よび行動意図については、主観申告による回答と電力消費量の関係が必ずしも見られない

ことが読み取れる。 

4.4.3  ライフスタイル要因の相関分析 

上記分散分析において統計的な有意差を示した変数の相関分析から各ライフスタイル要

因がどのような関係にあり、それがどう電力消費量に影響するのかを考察した。ここでもサ

ンプル数確保のため、建物属性および世帯属性は電力消費量がある 147世帯（夏は 146世

帯）を対象とし、アンケート結果から抽出した価値観、エネルギーに関する意識、主観申告

による行動指標については申告による実践度が低い人を残した 70 世帯を用いて分析した。 

表 4-6 は冬の平日主幹電力消費量を例とした分析結果である。電力消費量がある全世帯

を用いた分析において冬・平日の主幹電力消費量と相関があったのは、相関の程度が強い順

に、冷暖房利用時間、昼夜比率、ペット、乳幼児・高齢同居者、エアコン個室利用率であっ

た（表 4-6-(a)）。冷暖房の使い方（利用時間）および日中の在・不在といった住まい方を示

す指標が上位 1、2位を占め、世帯属性よりも電力消費量との間に強い関係性が認められた。

次に、相関が最も高かった冷暖房利用時間と各項目との相関関係を見ると、冷暖房利用時間

が長い人は、昼夜比率が大きい（すなわち昼の電力使用が多い）、エアコン個室利用率や IH

利用比率、さらに休日平日比率が大きい（平日の利用が多い）という関係が見える。順を追

って 2位の昼夜比率を見ると、昼夜比率が大きい人は、配偶者就労がない、平日休日比率が

大きい、冷暖房利用時間が長い、IH利用比率が高いという関係が浮かび上がる。同様に相

関順位 5 位までの項目から浮かび上がる世帯の特徴として、乳幼児や高齢の同居者がいる

世帯、配偶者が働いていない世帯、ペットを飼っている世帯、世帯人数が多い世帯、という

属性が見えてくる。 
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表 4-5 主幹電力消費量を従属変数とした分散分析の結果（冬） 
 冬 

 平均値（kWh/d） kWh 

傾向 

分散分析 多重比較 

H 

E 

M 

S 

指 

標 

 低 中 高 F 値 有意確率 低-中 中-高 低-高 

平日休日比率 19.26 23.63 22.78 △ 4.637 0.011** ***  * 

昼夜比率 16.93 23.71 25.06 〇 19.525 0.000*** ***   *** 

AC個室利用比率 20.32 21.01 24.62 〇 4.714 0.011** *** **  
冷房・暖房合計 

 

 
暖房種別 19.60 23.37 26.12 〇 7.634 0.001*** **  *** 

IH利用比率 18.83 23.83 22.93 △ 6.174 0.003*** *** **  
冷暖房利用時間 16.44 23.20 26.05 〇 27.213 0.000*** *** *  *** 

浴室乾燥利用時間 19.14 22.02 24.62 〇 6.495 0.002***   *** 

建 

物 

属 

性 

 1階 中間階 最上階 
 

F 値 有意確率  

階層 24.01 20.94 24.75 △ 2.972 0.054* ※ 

 2LDK  3LDK 4LDK 
 

  

 

フロアプラン 22.96 21.53 24.32 △ 0.748 0.475 

 南 東 
  

  
ベランダ採光面 21.74 22.39  〇 0.178 0.674 

 南東 南西 北東 北西    
敷地内居室位置 21.81 20.58 22.69 22.67  0.596 0.618 

世 

帯 

属 

性 

 少 多 
 

 F 値 有意確率 

 

世帯人数 19.69 23.50  〇 9.021 0.003*** 

 20/30代 40代 >50代    

世帯主年代 21.21 23.44 22.03 △ 1.059 0.349 

 なし あり 
 

   

配偶者就労 24.13 21.45  〇 4.020 0.047** 

 なし あり     

乳幼児高齢同居者 20.69 24.27  〇 7.399 0.007*** 

 あり なし     

ペット 26.99 21.35  〇 8.471 0.004*** 

 <4m ～8m ～12m 12m<    

世帯年収 18.81 21.85 22.38 22.08 〇 0.513 0.674 

 いない いる 
 

   

エコに熱心な人 25.22 21.02  〇 8.089 0.005*** 

 男性 女性     

性別 20.90 20.88  〇 0.000 0.990 

 あり なし     

計画停電の経験 20.06 21.64  〇 0.732 0.395 

価 

値 

観 

 高 中 低  F 値 有意確率 高-中 中-低 低-高 

自己超越 19.16 20.83 22.41 〇 1.030 0.363    

保守性 18.73 20.62 23.34 〇 2.300 0.108    

 低 中 高  F 値 有意確率 高-中 中-低 低-高 

好刺激 18.80 21.37 22.71 〇 1.933 0.153    

自己増進 18.19 22.86 21.82 △ 2.799 0.068* *   

自己主導 18.92 22.83 20.94 △ 1.672 0.196    

エ 

ネ 

意 

識 

 高 中 低  F 値 有意確率 高-中 中-低 低-高 

態度 20.29 20.53 21.95 △ 0.319 0.728    

有効感 19.60 20.87 22.34 〇 0.769 0.468    

責任感 21.34 20.52 21.11 △ 0.071 0.932    

危機感 21.85 18.19 22.54 △ 2.395 0.099*  ※  

道徳観 20.11 20.65 22.19 〇 0.442 0.645    

規範感 20.43 22.18 20.13 △ 0.508 0.604    

コストベネフィット評価 21.49 18.54 22.58 △ 1.870 0.162    

行 

動 

意 

図 

 高 中 低  F 値 有意確率 高-中 中-低 低-高 

行動意図総合得点 18.02 21.87 22.13 〇 2.148 0.125    

習慣変容 17.96 22.78 21.72 △ 2.542 0.086* *   

設定調整 20.34 20.22 22.06 △ 0.440 0.646    

家族の場・行動 22.45 19.48 19.98 × 1.092 0.341    

実 

践 

度 

実践度高項目数 17.45 23.99 20.81 △ 4.754  0.012** ***   

実践度総合得点 18.95 21.10 22.12 〇 1.062 0.352    

習慣変容 17.88 22.72 21.80 △ 2.841 0.065* *   

設定調整 20.36 19.07 23.18 △ 1.712 0.188    

家族の場・行動 20.26 19.70 22.59 △ 0.984 0.379    

 *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   ※多重比較で有意差のある群間はなし．   世帯年収の区分中の mは百万を表す． 
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表 4-5（続き） 主幹電力消費量を従属変数とした分散分析の結果（夏・春・秋） 
夏 春 秋 

平均値（kWh/d） 分散分析 平均値（kWh/d） 分散分析 平均値（kWh/d） 分散分析 

低 中 高 有意確率 低 中 高 有意確率 低 中 高 有意確率 

10.19 12.15 12.86 0.001*** 11.80 14.16 13.57 0.020** 11.44 13.08 13.54 0.026** 

10.50 11.18 13.44 0.000*** 11.37 13.58 14.54 0.001*** 11.37 12.42 14.10 0.003*** 

11.29 12.20 11.75 0.496         

    11.97 12.96 17.70 0.000*** 11.26 13.53 16.75 0.000*** 

    13.51 14.34 16.04 0.088* 12.80 13.49 14.51 0.114 

10.24 12.23 12.73 0.002*** 11.98 13.59 13.87 0.068* 11.06 13.71 13.22 0.003*** 

8.45 11.93 14.65 0.000***         

10.04 13.07 13.57 0.000*** 11.72 13.32 15.26 0.000*** 11.36 12.63 14.60 0.000*** 

1階 中間階 最上階 有意確率 1階 中間階 最上階 有意確率 1階 中間階 最上階 有意確率 

11.94 11.48 12.99 1.265 14.97 12.67 13.68 0.061* 13.15 12.42 13.57 0.454 

2LDK  3LDK 4LDK  2LDK  3LDK 4LDK  2LDK  3LDK 4LDK  
12.72 11.56 12.09 0.804 13.76 13.03 13.52  13.37 12.49 13.61 0.534 

南 東 
 

 南 東 
 

 南 東 
 

 
11.82 11.48 

 
0.203 13.36 12.46   12.51 13.22  0.377 

南東 南西 北東 北西  南東 南西 北東 北西  南東 南西 北東 北西  
11.99 12.12 11.58 11.09 0.477 13.34 13.70 12.69 12.78  12.85 12.51 13.35 11.73 0.439 

少 多 
 

 少 多 
 

 少 多 
 

 
10.95 12.34 

 
0.029** 12.02 14.00  0.006*** 11.49 13.57  0.002*** 

20/30代 40代 >50代  20/30代 40代 >50代  20/30代 40代 >50代  
11.62 12.09 12.02 0.789 12.73 14.16 13.24 0.249 12.63 13.49 12.09 0.363 

なし あり 
 

 なし あり    なし あり 
 

 
13.12 11.60  0.014** 14.68 12.80  0.013** 13.45 12.93  0.462 

なし あり   なし あり   なし あり   
11.30 12.67  0.037** 12.61 14.29  0.024** 11.96 14.16  0.002*** 

あり なし   あり なし   あり なし   
13.89 11.53   0.014** 16.41 12.83  0.001*** 14.51 12.54  0.058* 

<4m ～8m ～12m 12m<  <4m ～8m ～12m 12m<  <4m ～8m ～12m 12m<  
10.18 10.47 11.72 12.65 0.101 11.00 12.18 13.57 13.56 0.269 9.62 11.94 12.79 13.53 0.057* 

いない いる 
 

 いない いる 
 

 いない いる 
 

 
12.20 11.69 

 
0.489 14.09 12.99  0.192 13.50 12.55  0.231 

男性 女性   男性 女性   男性 女性   

12.24 10.73  0.109 13.00 12.18  0.445 12.36 11.64  0.393 

あり なし   あり なし   あり なし   

10.97 12.05  0.267 12.30 12.98  0.532 11.86 12.24  0.658 

高 中 低 有意確率 高 中 低 有意確率 高 中 低 有意確率 

10.15 11.49 12.81 0.079* 11.24 13.07 13.37 0.230 10.86 12.37 12.69 0.184 

10.05 12.31 12.38 0.066* 11.26 12.86 13.83 0.133 10.73 12.38 13.02 0.067* 

低 中 高 有意確率 低 中 高 有意確率 低 中 高 有意確率 

11.03 12.00 11.87 0.656 11.76 12.84 13.42 0.378 11.34 12.16 12.69 0.361 

11.11 11.62 12.15 0.685 11.72 13.19 13.14 0.425 11.19 12.38 12.71 0.293 

10.53 12.92 11.26 0.091* 11.82 13.64 12.47 0.352 11.07 12.85 12.25 0.198 

高 中 低 有意確率 高 中 低 有意確率 高 中 低 有意確率 

11.76 10.23 12.87 0.065* 12.75 11.40 13.90 0.155 12.26 10.78 13.20 0.055* 

10.81 11.34 12.68 0.252 11.69 12.19 14.20 0.126 11.51 11.56 13.17 0.187 

12.38 11.14 11.67 0.615 13.54 11.65 13.39 0.235 12.80 11.40 12.40 0.368 

11.78 11.47 11.52 0.962 11.90 11.61 14.28 0.070* 11.83 11.15 13.07 0.153 

10.90 11.53 12.49 0.400 11.58 13.18 13.36 0.321 11.52 12.38 12.29 0.644 

11.19 11.88 11.66 0.656 11.99 12.64 13.19 0.656 11.73 11.99 12.36 0.830 

11.55 10.76 12.37 0.376 12.55 10.97 14.35 0.029** 11.89 11.09 13.13 0.127 

高 中 低 有意確率 高 中 低 有意確率 高 中 低 有意確率 

9.58 11.82 12.61 0.022** 10.36 12.42 14.15 0.008*** 10.67 11.32 13.26 0.017*** 

9.50 12.91 12.11 0.011** 10.55 13.64 13.49 0.030** 10.67 12.41 12.80 0.084* 

10.61 11.70 12.49 0.237 11.50 12.68 13.87 0.164 11.29 11.95 12.95 0.240 

12.34 10.61 11.33 0.353 12.79 12.82 12.40 0.934 12.41 12.07 11.64 0.719 

9.95 13.34 11.20 0.011** 10.34 14.89 12.44 0.002*** 10.49 13.31 12.15 0.022*** 

10.49 11.52 12.40 0.247 11.40 12.80 13.42 0.286 11.11 11.93 12.81 0.243 

9.36 12.91 12.16 0.004*** 10.44 13.95 13.35 0.013** 10.58 12.75 12.69 0.055* 

11.08 10.99 12.73 0.247 12.05 12.48 13.59 0.460 11.53 11.84 12.92 0.351 

12.18 10.88 12.15 0.486 12.22 12.55 13.60 0.509 12.10 11.48 12.93 0.357 
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表 4-6 ライフスタイル要因間の相関分析結果（冬） 

項目 
平日主幹

（冬） 
冷暖房 
利用時間 昼夜比率 世帯人数 ペット 乳幼児高

齢同居者 

(a) 
147
世 
帯 
の 
場

合 

主幹との相関の強さ順位  1 2 3 4 5 
H 
E 
M 
S 
指 
標 

昼夜比率 0.380** 0.398** 
 

0.110 -0.072 0.147 
AC個室利用率 0.244** 0.247** 0.146 -0.030 -0.104 -0.027 
暖房種別 0.243** 0.018 0.103 0.089 0.005 0.057 
IH利用比率 0.217** 0.237** 0.340** 0.041 0.007 0.113 
冷暖房利用時間 0.503** 

 
0.398** 0.238** -0.075 0.330** 

浴室乾燥利用時間 0.217** 0.113 0.083 0.106 -0.030 -0.018 
建物 階層 -0.003 -0.048 -0.032 -0.054 0.106 -0.127 

世 
帯 
属 
性 

世帯人数 0.289** 0.238** 0.110 
 

-0.084 0.410** 
配偶者就労 -0.134 -0.155 -0.468** -0.073 0.287** 0.080 
乳幼児・高齢同居者 0.256** 0.330** 0.147 0.410** 0.123 

 

ペット -0.257** -0.075 -0.072 -0.084 
 

0.123 
エコに熱心な人 -0.207* -0.135 0.029 0.039 0.152 0.036 

    

項目 
平日主幹

（冬） 
冷暖房   
利用時間 世帯人数 昼夜比率 自己増進 行動意図

（習慣） 

(b)
ア 
ン 
ケ 
｜ 
ト 
回

答 
あ 
り 
70 
世 
帯 
の 
場 
合 

主幹との相関の強さ順位  1 2 3 4 5 

H 
E 
M 
S 
指 
標 

昼夜比率 0.290* 0.523** 0.011 1.000 -0.013 0.064 
AC個室利用率 0.222 0.400** -0.062 0.130 -0.025 0.092 
暖房種別 0.215 0.014 0.018 0.065 -0.046 0.016 
IH利用比率 0.060 0.182 0.082 0.295* -0.065 -0.067 
冷暖房利用時間 0.493** 1.000 0.134 0.523** 0.164 0.126 
浴室乾燥利用時間 0.226 0.041 -0.015 -0.091 0.121 0.046 

建物 階層 0.125 0.047 -0.094 0.030 -0.082 0.093 

世 
帯 
属 
性 

世帯人数 0.300* 0.134 1.000 0.011 0.107 0.160 
配偶者就労 -0.058 -0.223 0.194 -0.412** 0.017 -0.002 
乳幼児・高齢同居者 0.156 0.224 0.364** 0.108 -0.138 -0.050 
ペット 0.177 0.090 0.078 0.097 0.207 -0.006 
エコに熱心な人 -0.144 -0.174 0.060 -0.021 -0.275* -0.175 

価値

観 
保守性 0.147 0.251* 0.072 0.143 0.137 0.220 
自己増進 0.246* 0.164 0.107 -0.013 1.000 -0.130 

エネ

意識 
ｺｽﾄﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ評価 0.009 -0.067 -0.021 -0.206 0.074 0.130 
危機感 -0.038 0.000 -0.028 0.080 0.076 0.020 

行動 
実践度（習慣変容） 0.224 0.103 0.222 0.147 0.038 0.508** 
行動意図（習慣変容） 0.241* 0.126 0.160 0.064 -0.130 1.000 

 Spearmanのローによる順位相関係数  ** p<0.01, *p<0.05 

 

アンケート回答がある 70世帯について同様の分析を行った結果、順位に多少の違いが出

るものの電力消費量データがある全世帯の場合と同様に冷暖房利用時間、昼夜比率および

世帯人数が上位 3位までに入った。4位には価値観項目のうち自己増進が、5位には行動指

標から習慣変容に関する下位尺度が挙がった（表 4-6-(b)）。 

ここでは相関係数の詳細は省略するが、各季節について同様の分析を行った結果を表 4-7

に示す．ここからは、春・夏・秋についても冷暖房の使い方に関する指標（冷暖房利用時間

および冷房・暖房合計）の相関が最も高く、次いで浴室乾燥利用時間という住まい方要因に

該当する 2つのHEMS指標が上位に挙がった。3位以降は季節ごとに多少の順位の違いは

あるものの、HEMS指標として昼夜比率および IH利用比率、世帯属性として配偶者就労、
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乳幼児・高齢同居者、世帯人数、ペットが共通要因として挙がった。アンケート結果を用い

た 70世帯の分析でも浴室乾燥利用時間が 1位になった秋を除き、冷暖房の使い方が最も相

関が高いことは変わらなかったが、冬の例で挙げた自己増進の他に、秋には保守性

（Rs=0.317, p<0.01）が 2位に挙がった。行動意図指標も、冬は習慣変容に対し、春・秋で

は行動意図総合得点が上位に挙がった（春で Rs=0.265、p<0.05；秋で Rs=0.255、p<0.05）。 

4.4.4  ライフスタイル要因と系統別電力消費量の傾向 

季節に共通して有意差のある群間の差を示した世帯属性の 4 項目の相関関係のうち、統

計的に 1%水準で有意である「世帯人数と乳幼児・高齢同居者」という相関関係から電力消

費量として表れる属性の特徴をさらに探る。なお、ここでは原則として HEMSで計測され

た系統別実測値（あるいは実測に基づく複合値）を用いる。 

乳幼児・高齢同居者が多いのは多人数世帯であるが、多人数 84世帯の中で乳幼児・高齢

同居者がいる世帯（44世帯）といない世帯（40世帯）の系統別電力消費特性を比較すると、

冬ではリビングのエアコンおよび洗濯機系統の電力消費量がそれぞれ 1%および 5%水準で

有意差がある。一方、少ないながら少人数世帯 59世帯中で乳幼児・高齢同居者がいると回

答した 7 世帯の電力消費量では、いない世帯（52 世帯）と比べて IH 利用比率と洗濯機系

統の利用度合いが高い。洗濯機系統は主幹全体に対する割合は少ないもの多人数世帯、少人

数世帯ともに乳幼児・高齢同居者がいる世帯の方が 3 倍から 5 倍程度多い。また秋では、

有意差のある系統は多人数世帯で床暖房（10%水準で有意傾向）のみ、少人数世帯では冬で

も挙げた 2系統の他に個室におけるエアコン系統およびその他である。 

これらから、同じ「同居者の年代」というライフスタイル要因でも、乳幼児が多いと思わ

れる多人数世帯では冬ではリビングのエアコン、秋ではエアコンよりも床暖房の利用に特

徴づけられ、また少人数世帯での同居者はキッチン系統の消費量が多いところから乳幼児

ではなく親世帯の同居者がおり、調理を多く行っているものと推察される。また秋において

は、乳幼児が多いと思われる多人数世帯と異なり、乳幼児・高齢同居者がいる少人数世帯に

おいては個室でエアコンを使うこと、およびその他系統として照明をつける時間の長さや

個別の家電ヒーターなどの利用が多いことが推察される。 

表 4-7 各季節の主幹電力消費量に対する相関上位のライフスタイル要因 

項目  冬 夏 春 秋 

HEMS指標, 
建物, 世帯 
属性のみ 
(n=147) 

1 冷暖房利用時間 冷暖房利用時間 暖房合計 暖房合計 
2 昼夜比率 浴室乾燥利用時間 浴室乾燥利用時間 浴室乾燥利用時間 
3 世帯人数  IH利用比率 昼夜比率 乳幼児高齢同居者 
4 ペット 昼夜比率 ペット 世帯人数 
5 乳幼児高齢同居者 ペット 乳幼児高齢同居者 昼夜比率 

価値観, 
エネ意識等 
を含む 
(n=70) 

1 暖房利用時間 冷房利用時間 暖房合計 浴室乾燥利用時間 
2 世帯人数 浴室乾燥利用時間 昼夜比率 保守性 
3 昼夜比率 昼夜比率 浴室乾燥利用時間 行動意図総合得点 
4 自己増進 配偶者就労 行動意図総合得点 世帯人数 
5 行動意図習慣変容 IH利用比率 世帯人数 n/a 
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さらに、価値観項目のうち、例えば冬を例に世帯人数別に傾向を探ると、70 件全体で主

幹電力消費量と相関が上位だった自己増進は少人数世帯では有意な相関関係になく、むし

ろ保守性が有意になっている。そこで少人数世帯では保守性の高低で区分し暖房系統の電

力消費量の傾向を見ると、乳幼児・高齢同居者がいる世帯といない世帯のリビング暖房の電

力消費量は 5%水準で有意差が認められるのに対し、保守性が低いグループでは乳幼児・高

齢同居者の有無による差は認められない。この傾向からは、保守性という電力消費量を抑制

すると思われる価値観よりも乳幼児等の存在自体、すなわち世帯構成員のライフステージ

が、強く作用していると推察される。 

4.5  本章のまとめ 

本章では、HEMS による電力消費データとアンケート調査による主観申告データ双方か

ら抽出したライフスタイル要因を用いて省エネルギーを一層推進するライフスタイルを検

討した。得られた結果は以下のようにまとめられる。 

1）電力消費量の分析では、季節の違い・世帯人数の違いによって電力消費量は異なる結

果を示す。一方で、同じ世帯人数の中にも大きなばらつきがあることも示された。これらの

傾向は先行研究で蓄積されてきた知見と概ね同様である。特に夏季のエアコンや冬季の暖

房など季節的な用途の他に、その他系統の割合が高く、照明の他、家電の普及に伴ってコン

セント電力の影響力が示唆された。その他の割合が大きいことは、本調査の対象である集合

住宅の HEMS が 10系統のみになっており見える化の範囲が限定的であることによるが、

当該住宅では HEMS を見ている人の電力消費量が少なくなる傾向がある 93)ことを鑑みれ

ば、HEMS において見える化できていない部分の存在によって少なくとも省エネポテンシ

ャルが失われているともいえる。 

2）HEMS で個別に計測している系統別データを利用して「平日休日比率」「昼夜比率」

「エアコン個室利用比率」「暖房種別」「IH利用比率」「冷暖房利用時間」「浴室乾燥利用時

間」の 7つのライフスタイル指標を作成した。暖房種別や冷暖房利用時間等、冷暖房の使い

方そのものを示すものの他、昼夜比率は日中の在宅や家電を使った活動状況、エアコン個室

利用比率は家族の場の重なり、IH利用比率は調理の程度等、いずれも既往研究で調査され

てきた「住まい方」に対応する指標が作成でき、また、これらの指標はいずれも世帯の電力

消費量と強い相関があった。HEMS の計測系統が増えれば、本研究でも見られ、先行研究

でも指摘されてきた申告制による行動意図や実践度との乖離が少ない、より多くの有用な

ライフスタイル指標を作成することが可能となると思われる。 

3）社会心理学分野での理論をベースとしたエネルギーに関する認知や価値観を含めたラ

イフスタイル要因を用いた分析では、HEMS 指標として示した電力消費特性や世帯属性と

いった要因に比べ影響力は弱かったが、価値観項目が電力消費量に対して一定の作用を持

つことが示唆された。また、電力消費量に対してより影響力の強い世帯属性（例えば世帯人

数等）で区分し傾向を探ると、価値観の作用の仕方が異なることも示唆された。  
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 総合考察 

5.1  はじめに 

本研究では、「省エネルギーを推進するライフスタイル」の理解に貢献するために、人々

の日常生活における価値観およびエネルギー意識がエネルギー消費行動に与える影響を検

討することを研究の目的としている。そして以下の 3 つの具体的な研究課題を明らかにす
ることを下位目標として設定した。 

 
1) 東日本大震災は人々の価値観とライフスタイルを変えるきっかけとなったのか。それは
エネルギー消費という観点から見て、どのように表れるのか。 

2) ライフスタイルを検討する際に、本来ライフスタイルという言葉（概念）に含意される
価値観を検討しなくて良いのか。人々の日常生活における価値観は、環境配慮行動の既

往研究で用いられてきた心理的規定要因とどのような関係にあるのか。 
3) 上記 2)で述べた価値観を含むライフスタイルを HEMS によるエネルギー消費実態（す
なわち人々の省エネ行動および省エネ行動の結果として現れるエネルギー消費量）と合

わせて検討することで、どのようなライフスタイル要因が見え、各要因間にはどのよう

な関係があるのか。 
 
本章ではこれらの下位目標に対応する形で、これまで第 2 章から第 4 章で示した各章の
結果を総合的に考察する。 

5.2  東日本大震災の影響と人々の価値観・ライフスタイル 

本節では、第 1 の下位目標「東日本大震災は人々の価値観とライフスタイルを変えるき
っかけとなったのか。それはエネルギー消費という観点から見て、どのように表れるのか。」

について考察する。 

まず、東日本大震災が節電や省エネへの取り組みに対して大きなきっかけとなったこと

は間違いない。震災直後の節電では政府が掲げる 15%の削減目標に対して家庭部門全体と
しては目標達成には届かなかったものの、法規制として削減が求められた産業部門と異な

り、罰則の縛りがない努力目標の中で 11%の節電を達成したことは評価に値すると言って
よいだろう。本論第 3 章で取り上げた 4 年半後に行った別のアンケート調査に対する回答
者の間でも、省エネに取り組むきっかけとして震災体験を挙げた人は、第 3 章で前述のと
おり約 4割と最大であった。 
その心理的なメカニズムとしては、第 2 章でみたとおり、震災や原発事故という事象そ

のものが人々に不安や恐怖を喚起し、すなわち心理学などで行われる感情操作による介入

実験的な状況を突如現実のものとして作り出し、それまで節電をしてこなかった人たちか
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ら節電行動を引き出したと言える。感情操作について、李 74)は不安と恐怖の方が、悲しみ

や怒りを与えられるグループよりも省エネ行動意図に作用するとしたが、震災を機に節電

を始めた人たち（第 2 章ではグループ B の人たち）は、実際に他のグループに比べて不安

や恐怖を感じた割合が強かった。また、同時に悲しみも他のグループよりも強く感じており、

感情操作では対照とされる 74)「不安と恐怖」が「悲しみや怒り」のうち「悲しみ」と合わさ

って、節電をしてこなかった人たちの実行可能感を大きく押し上げ、行動意図と行動をほぼ

同時に喚起したと言えるだろう。 

グループ Bと同様に大きな不安や恐怖を感じながらも、すでに節電をしていた人たち（本

論第 2章でいうグループ A の人たち）から更なる節電行動（具体的には快適性を犠牲にす

るような習慣変容行動）を引き出したのは、こうした感情よりも政府の要請に対する規範感

であった。一方、震災前も震災後も節電をしていないとしたグループ（グループ C）の人た

ちは、震災そのものに対する不安や恐怖よりも、原発事故に対する怒りを強く感じていた。

そして、そこからは震災を機に節電したグループがメインで取り組んだ手間もコストもか

からない設定調整による節電他のグループでは挙がらなかった手間やコストがかかる節電

行動につながっているところが特徴的であった。 

この震災や原発事故に対する危機感は、これまでの地球温暖化やごみ問題等の一般的な

環境問題に対する危機感とは別の認識がされる（すなわち別の潜在因子として現れる）と示

された。これは震災後の節電行動についての別の調査でも報告されている。八木田ら 75)は

一般的な環境問題に対する危機感がリスク生起確率の評価であるのに対し、脅威感とはリ

スクの深刻度評価を表すものとしたが、震災から 4 年半経過した時点で行った調査におい

ても同様の脅威感は一般の危機感とは別の因子として現れた。（脅威感自体は共通の認識と

して強く表れた（よって天井効果が見られたこともある）が、節電の規定要因としての影響

力は限定的との本論第 2 章の調査結果を踏まえ、第 3 章では、この脅威感は規定要因とし

ては扱っていない。しかしアンケート項目としては聞いており、また、一般的な危機感と別

の因子として現れることを因子分析にて確認している。）この「原発事故は起こり得る、そ

して起こったときの深刻度も大きい」という脅威感の定着化そのものが、震災の心理的影響

において特異な点として挙げられる。 

しかし、この脅威感の定着やエネルギー政策の転換（脱原発の議論や再生可能エネルギー

の導入加速、電力市場の自由化等）が、節電や省エネ行動を内的に動機付けする価値観への

統合まで至ったケースは少ないのではないかと思われる。一例ではあるが、本論第 2 章で

示したように、震災を機に節電した人たちの電力消費量電力使用制限令取り下げ後の電力

消費量のリバウンド幅は大きく、省エネ（kWh）効果の持続には元々の意識が左右したこと

が示された。リバウンド幅の大きさからは、節電や電力使用を意識した生活の中での気づき

が、普段の生活の中での省エネや節電の工夫や省エネに対する態度変容につながったこと

が想像しがたい。また、様々な節電の世論調査結果 94)などにおいても、軒並み震災後の節

電や省エネ意識の薄れが報告されている。小杉ら 95)が 2014 年に行った大震災から 3 年後
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の意識調査では、震災や原発事故後に自然エネルギーの利用を増やすことや、新しいエネル

ギーを開発普及することなどに対しては 7 割程度の人が重要と回答しているのに対し、省

エネルギーを徹底させることについてはその割合が 4 割程度にとどまることが報告されて

いる。また、第 3章で取り上げた調査対象者とのインタビュー（付録 III参照）でも価値観

の転換になった転機として挙げられるのは自分のライフイベント（結婚、出産、仕事 等）

であり、それらに比べ大震災や原発事故は主ではないことが示唆された。震災後、一部で市

民電力等を自ら立ち上げる、あるいは電力自由化後にそれを進んで選ぶ人もおり、それらの

人たちからは異なる結果が得られるかもしれない。しかしそうした人はまだ少数派で、全般

的に言えば、東日本大震災は脅威感の定着化には寄与したが、エネルギー消費という観点か

ら見ると、省エネ行動アプローチとしての恐怖喚起によるショック療法には限界があった

と言えるであろう。 

5.3  価値観と省エネルギー行動の心理的規定要因の関係 

次に、本節では、本研究の下位目標 2点目「ライフスタイルを検討する際に、本来ライフ

スタイルという言葉（概念）に含意される価値観を検討しなくて良いのか。人々の日常生活

における価値観は、環境配慮行動の既往研究で用いられてきた心理的規定要因とどのよう

な関係にあるのか。」について考察する。 

第 3章で示したとおり、自己超越（利他主義）的価値観が態度形成から省エネ行動意図およ

び行動（主観申告による実践度）につながることが示された。 

表 3-8 のロジスティック回帰の結果を用いて本研究の枠組みであるエネルギー消費関数

に照らして考えると、行動意図は次の関数で示すことができる。 

 

 

 

また、省エネ行動実践度は次の関数で表される。 

 

これらの式中でそれぞれの変数は左から予測・影響力の高い順に示してある。いずれのケ

ースにおいても、自己超越（利他主義）的価値観が比較的上位に挙がっている。しかし、行

動意図では自己超越から態度が影響要因として挙がっているのに対し、実践度になると節

約意識や規範感など行動評価の影響が高まる傾向が読み取れる。 

すなわち、下位目標に対する解としては、行動意図や省エネ行動実践度には、自己超越的

価値観が作用しており、省エネルギーを推進するライフスタイルを検討する上で、価値観を

Ie = f (Sex, Att, Vst, -ECrp, Mor, -Y )
省エネ       性別      態度      自己超越     危機感   道徳観 所得

    行動意図

Ae = f (ECO, Vst, ECcb, Norm )
省エネ     エコ熱心      規範感

      行動実践度

 自己超越  CB評価
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検討する必要があると示されたと結論づけられる。また、社会的価値観である自己超越が省

エネ行動意図および省エネ行動実践度につながるとした結果は、第 3 章で挙げた調査の仮
説とも整合性がある。しかし既往研究で扱われてきた心理的規定要因や世帯属性等の要因

との関係は、上記の式で示したように行動意図、省エネ行動実践度という対象によって異な

る。特に行動意図には態度が作用するのに対し、実践度になるとエコに熱心な人やコストベ

ネフィット評価で表される節約意識や規範感という行動評価要素が強く作用する。 

5.4  価値観を含むライフスタイル要因と電力消費量の関係 

本節では、第 3の下位目標で明らかにすることを目指した「上記 2）で述べた価値観を含
むライフスタイルをHEMSによるエネルギー消費実態と合わせて検討することで、どのよ
うなライフスタイル要因が見え、各要因間にはどのような関係があるのか。」という問いを

について考察する。 
まず、第 4章のまとめで述べたとおり、HEMSがあることで（調査対象者に労力をかけ
て記入してもらわなくても）抽出できる「住まい方」要因が多数あることが示された。例え

ば、本調査では、10 系統の系統別電力消費量から昼夜比率、暖房利用時間、暖房種別等の
住まい方要因を抽出した。これらは HEMSの系統が多ければ多いほど細かく分析が可能に
なる。さらに、HEMS があることで主観申告による行動指標との乖離を見える化できるた
め、すなわち「主観申告による省エネ行動（行動意図・実践度）は省エネ行動の総体として

の電力消費量として現れるのか？」という問いを系統別に追うことができるため、これまで

アンケートで聞いて扱っていた主観申告データに基づくよりもより適正な分析を可能にす

るものと評価できる。 
次に、エネルギー消費量に影響する価値観を含めたライフスタイル要因を、本研究の枠組

みとして設定したエネルギー消費関数に照らして表現すると以下のように示される。 
 

 
 
ここで、関数に含まれる価値観（V）について、季節によって影響する価値観分類は異な

るが、季節に共通して電力消費量に影響する行動意図 Ieに自己超越が影響することを鑑み
れば、自己超越の重要性が浮かび上がる。 
これをより具体的に冬を例に考えると、冬のエネルギー消費関数は 
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となる。個人的価値観がエネルギー消費を増大させると述べた青柳 90)や多くの既往研究で

用いられてきた「住まい方要因」（冷暖房の利用時間、在宅時間等）の影響を裏付ける結果

となった。 

しかし、この関数に上記 5.3節で省エネ行動意図（Ie）および省エネ行動実践度（Ae）の

各関数として挙げた影響要因を代入すると、含まれる価値観項目は自己超越（Vse）と自己

超越（Vst）となり、Schwartzの価値理論では対極にあるとされるこれら二つの価値観の強

度によって電力消費量への影響が決定されると考えられる。すなわち、この点において本論

の結果は既往研究では得られなかった知見を加えることができたと言える。 

5.5  省エネルギーを推進するライフスタイルとは 

このように、これらの 3つの下位目標の問いに対する考察を通して、行動意図や実践度、

さらに世帯のエネルギー消費量すべてに対して、特定の価値観が作用していることが示さ

れた。そこで、最後に、これらの結果を総合して本研究の上位目標として「省エネを推進す

るライフスタイルとは どのようなものなのか？どのようにあるべきなのか？」について考

察を試みる。 

本研究で目指した 3 つの下位目標に対する問いから作成した、行動指標に対する影響要

因をまとめたのが表 5-1である。 

  

表 5-1 行動指標別影響力のあるライフスタイル要因 

 

 行動意図 実践度 
エネルギー

消費（冬） 

価値観 

保守性    
好刺激    
自己増進   - 
自己超越 + +  
自己主導    

エネルギーに

関する意識 

態度 +   
有効感    
道徳観 +   
責任感    
規範感  +  
コストベネフィット評価  +  
危機感 -   

世帯属性 

世帯人数   - 
世帯主年代    
世帯年収 -   
性別 +   
配偶者就労   - 
乳幼児・高齢同居者   - 
エコに熱心な人  +  

行動指標 
行動意図   + 
実践度   + 
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本研究が対象とした一集合住宅を対象として省エネを推進するライフスタイルを結論づ

けることは適切ではないが、これらの結果から、省エネを推進するライフスタイルの要素お

よびその作用の方向を検討することができる。例えば、実践度には節約意識が影響するので

あれば、節約意識に訴える省エネアプローチ（現在主流であるが）が有効であると言える。 

その中で、これまで検討されてこなかった価値観項目として自己超越的価値観がライフ

スタイル要因として行動意図および実践度に対して意味を持つことが示唆される。一方で、

各行動指標に対する要因の差が発生する理由としては、個人の特徴の反映されやすさを表

しているともいえる。つまり、行動意図は個人の心で生起され、そのまま個人のものとして

表現されるが、実践度やエネルギー消費量と指標の空間が広がるにつれ、家族成員の行動な

どの影響力が入ってくるからである。実践度も主観申告でありながら、家族がやっていない

とわかっている場合は自分はいつもしていても、回答は「していない」になる等の場合が考

えられる。さらにエネルギー消費量はそうした自分以外の行動の影響がより明確に表れる。

よって、本論では同世帯から 2 通以上の回答があった場合には主観申告実践度が低い人を

残して電力消費量の分析をしたが、エネルギー消費量については世帯内での世帯構成員の

影響のダイナミクスを検討する必要がある。例えば行動意図では性別の作用が最も強いと

示され（女性の方が行動意図が高い）これは先行研究 69)と整合性があるが、女性の場合は

行動意図が高くてもライフステージ要因によって行動が左右されやすい側面もある。また

家族（例えば夫や成人した子ども）に対して行動を促す力が弱い可能性なども考えられる。

本論第 3章で取り上げた調査対象者とのインタビュー（付録 III参照）では「私は続けてお

風呂に入りたいんですけど、夫は趣味に走ると全然言うこと聞いてくれなくて…」「いくら

もったいないって言っても、平日も自分が帰宅後にお風呂のお湯張りなおすんです」等、妻

の影響が夫に及びにくい場面例が聞かれた。しかしまた、「妻は全く省エネに興味ないから、

私が妻の後を歩いてスイッチ消して回ってますよ」という例のように男女が逆のケースも

聞かれ、世帯構成員の影響は必ずしも一方向でなく、日常生活や世帯構成員のダイナミクス

の中で多様な実態があることが示唆される。 

次に、行動意図を行動につなげるために何が必要を考えたい。まず、行動意図や実践度に

影響すると示された自己超越的価値観を持つ人は全体では少数派であった。第 3 章でも触

れたが、「良い環境」は保守性因子に含まれており、Pierce88)89)らや青柳 90)が指摘する NEP

尺度 64)が日本人になじまない理由である「元来自然を尊重する日本人の伝統的価値観」が

これにあたると解釈できるが、一方で環境意識が保守性の傾向として自分に身近な問題と

しかリンク付できない、すなわち環境教育等で醸成されると思われる自然や多様性に共感

し、尊重する本来の「自己超越」的価値観が醸成できていないのではないか、とも問題提起

される。温暖化対策、省エネ等特定の話題に対して見聞きするものに対する意識の植え付け

は表面的にはできていても、「環境教育でいいと言われたから」で終わってしまい、それが

より地球規模の問題意識、さらに言えば、個人の信念や態度として統合されるというつなが

りができていないのではないだろうか。 
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さらに、本研究を通して価値分類の識別が悪い人が多いのは一つの問題なのではないか

との新たな問題意識が芽生えた。そもそも日本人は民族的な多様性が少ない社会において、

学校では画一的な教育を受け、自分の意見を持つことを推奨されないで育つため、自分の価

値観を意識する機会もないのではなかろうか。価値観が Schwartzの価値理論によるように

「動機的なもの」であるとすれば、本当に必要なのは「自分の価値の見える化」なのではな

いだろうか。価値の機能として、自分の価値を認識することがその後の行動改善に結び付く

という医療心理学分野での臨床研究 87)からは、「自己の価値観の認識による心理的影響」の

応用が一つの展望をくれる。自分の価値観が分かることで、同じ省エネルギー行動に対する

動機付けや行動パターンが異なってよいだろう。例えば節約が本当に大事ならばそれが動

機となるのは構わない。問題なのは、「環境教育でいいと言われたから」で終わってしまい、

その地球的、個人的意味合いにも思考が及ばないことである。価値観を認識させるような取

り組みが求められる。 

さらに言えば、「エネルギー教育」は単なる環境教育を超えたものである。エネルギーは、

エネルギーの安定供給問題にみられるように国家的、政治的な課題である。これらの構造を

あらわにし、今使っているエネルギーについて、飲水資源的な思考を促していくことが求め

られる 96)97)。すなわち、環境の視点からだけではなく、政治や普段の生活、社会において大

いに意識的に、自分の基準をもって判断していく人を育成することが求められる。こと電気

は環境だけでなく、政治と社会の 3 側面すべてに関わりが大きいだけに良い教材となると

思われるが、ガタリ 98)が言う「エコゾフィー」的観点、すなわち環境教育や環境活動が環

境のみならず政治や社会的観点から行われるべきであるとの視点が教育実施者側にも必要

とされる。 

VBN理論 62)の NEP尺度 64)に代わる「地球観」尺度 99)が必要かもしれない。本論の調査

においては自己超越から危機感へのパスの後に社会的責任感や有効感が影響要因として残

らなかった。地球観尺度と合わせ、危機感、責任感、有効感が単なる「環境認知」尺度では

なく、「信念」として昇華できるような働きかけ、またそれを計れるような尺度がなのでは

ないか。ライフサイクルの視点を環境教育に取り入れることを提唱した「つながり感」尺度

20)100)、および、より身近なところで環境問題と自分の行動のつながりを認識できることを

狙いとした「心理的近接性」尺度 101)は一つの展望と言える。中島ら 100)の研究では、適合度

の改善等の課題はあるが、学齢期の生徒を対象とした環境教育においてつながり感が責任

感の醸成から環境態度および行動意図に影響することを示している。生産から廃棄までの

ライフサイクルに加えて、「構造の見える化」96)という意味でそれらの製品やサービスが選

ばれる背景にある社会的構造や政治的意味も含めることができればより強固な地球観尺度

へと発展が期待できるのではないかと思われる。また、心理的近接性について藤本ら 101)は、

エネルギー環境教育を受ける機会がない人たち（学齢期を通り越した親等）に対する身近な

公共施設の太陽光発電設備の心理的影響として、利他・生態系価値観が重要性認知（危機感）、

責任帰属（責任感、有効感）を経て、政策受容や省エネ行動に繋がる可能性を示唆しただけ
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でなく、心理的近接性が本論で扱った自己超越的価値観に相当する利他・生態系価値観にも

影響する、すなわち、身近な太陽光発電設備の存在xxiiiが自己超越的価値観を醸成すること

につながるという影響のループが描かれる可能性を示している。 

自己超越的価値観の醸成と並び、自律性、自己主導的価値観の醸成が必要と思われる。自

己主導とは、すなわち、Schwartzの価値理論でいう自分の考えで動く人、である。自己主

導の要素として挙げられている「自由」は単なる「自分の好きなことをやる」ことではない。

（しかし、調査対象者のうち少数サンプルに対するインタビュー結果からは、今回の調査で

はその意味で自由を捉えた人が多かったように思われる。） 

また、特定の価値観の醸成は、ともすると価値観の多様性を否定する危険性があるともと

られる。しかし、自己主導的価値観の醸成による志向の自律性の育成は、西 102)の解説によ

れば、ルソーがいう本来の「自由」すなわち社会人の育成である。ルソーは、社会人は自分

の軸をもって生きる人であり、それが公共性につながるとする。そのような「自由人」、つ

まり自由気ままに自分勝手をする人ではなく、エコゾフィー的な思考が育つ土壌の育成で

ある。そのような思考の上で、自分の価値観に立って地球的に自律的に判断できる人を育成

していくことが、今後の挑戦的、野心的な省エネルギー目標の達成には必要とされているの

かもしれない。  

                                                   
xxiii ただし、この研究では個人所有の太陽光発電設備は買電制度により個人的な利益が心理的に影響するため、身近
ではあるが、あくまでも公共施設におかれた太陽光発電設備を対象としている。 



73 

 結論 

6.1  総括 

本研究では、価値観やライフスタイルの転換をもたらしたと言われる東日本大震災後の

社会において省エネルギーを推進するライフスタイルの普及を目指す上で、今一度人々の

省エネルギー行動をその背景にある価値観やそれらを含めたライフスタイルに立ち返って

検討する必要があるのではないかとの問題意識に立ち、人々の価値観やエネルギー意識が

エネルギー消費行動に与える影響を検討した。 
人々のライフスタイルや価値観の転換が起こったといわれる東日本大震災の心理的影響

を明らかにすることを目的に、大震災直後の夏の節電について行った調査結果（第 2章）か
らは、「危機感」のうち、大震災や原発事故に対する危機感は、リスク生起確率評価である

従来の危機感に対し、リスクの深刻度評価を表すものとして別の因子に分かれ、従来の危機

感とは別々に影響することが明らかになった。そしてこの新たな危機感である「脅威感」は

震災から 4 年半経った第 3 章の調査時点でも人々の心理に大きく影響していた。しかし、
脅威感は節電や省エネルギー行動とは直接結びつきは弱く、節電や省エネの規定要因とな

るのは従来の危機感であることが明らかになった。震災動機で節電に取り組んだ、すなわち

従来の危機感が弱い、グループでは電力使用制限令が終了した秋以降のリバウンドが大き

く、平時に省エネ行動を推進するためには従来からの危機感や有効感といった意識の醸成

が重要であることが示唆された。また、調査の設計および実施上の制約から限定的な示唆に

留まるが、従来から危機感や有効感があるグループは、利他主義的な価値観を持ち合わせて

いる可能性が示された。 
より全般的な価値観の影響を調査するため、Schwartzの価値理論を基礎として行った調

査（第 3章）では、自己超越（利他主義）的価値観が信念の一部を形成する環境認知を経て
態度を形成し、行動意図や主観申告による実践度に影響するとの、本研究の仮説と一部では

あるが整合する結果が得られた。一方、省エネルギー行動の実践度に対しては価値観項目以

外にエコ熱心さやコストベネフィット評価として表される節約意識や規範感といった、い

ずれも態度形成を経ずに行動意図を形成する行動評価項目に影響が強いことが示された。

しかし、いずれの場合も自己超越が影響度の高い変数の一つとして抽出されたことは、省エ

ネルギー行動に対する価値観の影響という点で意義深い結果となった。 
行動指標として家庭用エネルギーマネジメントシステム（HEMS）で収集された電力消費
量データを用いた評価（第 4章）では、省エネ行動意図や主観申告による実践度に影響する
と示された自己超越や態度などの価値観やエネルギー意識の影響力は、HEMS データから
抽出した住まい方指標や世帯属性に比べて弱まる結果となった。一方で、電力消費量に対し

てより影響力の強い世帯属性（例えば世帯人数等）で区分し傾向を探ると、価値観の作用の

仕方が異なることも示唆された。 
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上記各章の結果から、本研究の枠組みとして設定したエネルギー消費関数を参考に、行動

意図、実践度、電力消費量の関数を考慮すると、行動意図や実践度には自己超越（利他主義）

的価値観が作用していること、また、エネルギー消費量関数においては、季節によって影響

する価値観が異なり、季節に共通して変数として影響する行動意図に含まれる自己超越（利

他主義）的価値観と、季節に特有の価値観変数の強度のバランスによって価値観が作用する

とが示唆された。例えば、自己増進（利己主義）的価値観がマイナスに作用している冬にお

いては、自己増進と自己超越は Schwartzの価値理論で言えば、対極の価値分類であり、エ

ネルギー消費量を抑制する、すなわち行動意図を行動に結び付けるには自己超越的価値観

を醸成すればよい、とも取れる。 

行動意図、実践度、電力消費量と異なる対象に対して影響要因やその影響度が異なる理由

としては、主観申告による行動意図や実践度には個人の認識の違いが表れることの他、本研

究では世帯から価値観等のアンケート回答が 2 通以上あった場合に、主観申告実践度が低

い人を残して検討したが、実際の家庭の日常生活の中では家族構成員の影響などで、個人の

価値観が直接的に世帯の電力消費量として現れにくいことなどが考えられた。これはすな

わち、本論で分析の基礎に用いた心理学的な価値理論がどれだけ個人の行動を動機づけす

るとしても、人は家族という社会の中の一員であり、世帯構成員の影響方向によっては行動

意図の低い人の影響を受けたり、その逆があったりする、つまり、人々の日々の生活は多様

かつ複雑な相互作用の上に成り立っており、本研究の上位目標である省エネルギーを推進

するライフスタイルを一言で定義することの困難さを示唆していると言えよう。 

本研究では，省エネルギーを推進するライフスタイルを考える上で、これまでエネルギー

分野で広く用いられてきた住まい方やライフステージによるライフスタイルの定義づけの

有効性、またそれらを計る指標の作成を可能にする HEMSの意義を裏付けたと言えると同

時に、価値観を含めてライフスタイルをより深く検討することの妥当性も示すことができ

た。特に，価値観が行動意図の形成に寄与するにも拘らず省エネルギー行動の総体としての

電力消費量に対する影響力が弱まってしまうとすれば，行動意図が実際の行動につながる

ような働きかけを考える上でこれまで着目されてこなかった価値観の役割、特に自己超越

的価値観の重要性が見いだせるのではないかと考えられる。 

しかし、自己超越の価値観を持つ人は調査対象者の中で少数派である。ここで、第 5章で

述べた新たな課題「価値観の見える化」へと再びループする。すなわち、自身の価値観がど

こにあるのかを認識すること、そして、身近な環境質に対するケアだけでなく、より地球的

な視点から自律的に行動できる人の育成が必要である。それは単に環境教育で省エネルギ

ーや低炭素型のライフスタイルが大事だと教え込むことではない。単なる環境教育を超え

たエネルギー教育として、環境のみならず社会や政治とのつながりを意識する思考力（自己

主導的価値観）の醸成によって、自らが意思をもって判断し、行動できる人の育成である。 
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6.2  今後の課題と展望 

本論を通して、以上のように価値観やエネルギー意識、その他の影響要因の関係について

一定の知見が得られた。特に、これまで日本ではほとんど扱われてこなかったエネルギー消

費行動に対する価値観の影響として、一定の価値観の影響の可能性を示すことができたと

いう点で本研究の学術的価値はあったと考える。また、さらなる改善が必要ではあるものの、

共分散構造分析の結果で示された「価値観から危機感が他の意識要因に先行し、態度につな

がる」との関係は、日本人には適さないと言われた NEPを除いた VBN理論モデルに類似

する形となった。NEP尺度を省いた形ではあるが、理論的示唆を含む興味深い結果である。 

一方、本研究の社会的な意義を論じるのはもう少し待たなければならない。本論で用いた

限定的なサンプルを用いた調査結果だけをもって省エネルギーを推進するライフスタイル

を結論付けることは適切ではない。今後は一般的な都市圏の人口構成に対してより代表的

なサンプルで、サンプル数を増やし、より多様な価値観を持つ人（市民電力に参加している

人、ソーラーつける人（特に固定価格買い取り制度導入前から設置している世帯）等）をサ

ンプルに含め、価値観ごとにより安定的な仮説の検証が行われることが望まれる。 

そうした検討がなされる際に、本研究において明らかになった調査実施上の課題として、

検討すべき点を 4点挙げたい。 

1) まず、本論では価値観やエネルギー意識を社会心理学理論に基づき、かつ HEMSデー

タと合わせて検証することに重きを置いたが、まず価値観の影響についての汎用的な結果

を得るためには、HEMS が設置されていることよりも、電力消費データの解像度は低くな

るとしても、より多様な属性等の人を対象にすることの方が優先度が高いだろう。 

2) 次に、価値観尺度について、今回の調査では価値分類の識別が難しい回答者が 2割程

度いた。このことが自己の価値観の認識の必要性への提言に繋がったのであるが、同時にこ

こにこの種の調査の難しさが表れているとも言える。本論では価値観尺度に Schwartzの価

値理論を採用したが、価値観に関する設問の翻訳の仕方（より馴染みのある日常的な日本語

として訳す等）や、日本に固有の価値観尺度との関係にも注意を払う必要があるだろう。

Schwartz の価値理論の最新の 19 分類では自己主導を「思考」と「行動」に分けることで

より説明力が高まるとされており 85)、それらを採用することで、総合考察で触れた自律的

な思考と単なる自由を識別した自己主導価値観のより深い検証に繋がることが期待できる。

あるいは、本論では震災の価値観への影響を計りたいとして全般的な価値観項目を用いて

調査を行ったが、全般的に保守性の影響が高い（家族・パートナーは天井効果が見られた）

ことから、保守性項目以外のその他の価値分類を用いることも一つであろう。 

3) また、本論で扱った家庭内でのエネルギー消費だけでなく、交通・移動も含めた検証

が必要となろう。第 4 章の検討では、平日休日比率が夏の電力消費量に最も影響力が強い

と出たが、例えば、休日に外出する場合、車の燃料でかかるエネルギーや外食した場合に間

接的に消費するエネルギーも含めた検討をしなければ本当の平日休日比率はわからない。 

4）さらに、人の価値観は一朝一夕にして作られるものではない。価値観の現在の構造で
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はなく、価値観の変化や世帯構成員の中での価値観、エネルギー意識、行動のダイナミクス

をより深く捉えられる分析も知見を深める上で重要であると思われる。 

こうした課題に対応し、より汎用的な結果が得られれば、例えばHEMSにおける情報提

供に価値観を含める、現在主流となっている省エネ住宅や将来的にはゼロエミッション住

宅（ZEH）の購入者の価値観ターゲットを見いだせる等 103)、価値観分類が有効に利用され

るポテンシャルも広がっていくと考えられる。そして、それが今後の省エネルギー推進政策

に反映され、さらにいえばその政策の成果として地球的に良い結果が出て初めて本研究の

社会的意義を論じるときが来るだろう。しかし、潮流は良い。第 1章でも述べたが、文化や

価値観が環境保全において果たす役割を明らかにすることが、今後日本が取り組むべき戦

略的研究課題の 1 つと位置付けられたのは、まだ今年初めのことである 59)。また、これま

で廃棄物管理や資源リサイクルに終始しがちだった持続可能な消費と生産の議論において、

持続可能なライフスタイル、すなわち本来の意味で動機や価値観を含めてライフスタイル

を捉えようという動きも端についたばかりである 104)。省エネルギー・低炭素社会推進にお

ける価値観の影響をより包括的に明らかにするため、今後も積極的な研究が望まれる。 
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ョン研究院 佐土原聡教授には、審査のみならず、大学院の講義や国連大学の夏季セミナー

への参加を通して有益なご助言をいただきました。誠にありがとうございました。 

博士課程での勉学の遂行においては、スミセイ未来を強くするプロジェクト女性研究者

への奨励金 および 横浜工業会奨学金のご支援を賜りました。また、横浜国立大学大学院環

境情報学府の課題 C（博士学生対象）研究助成（平成 25年度）、英語研修への参加、国際会

議への参加支援（平成 29 年度前期）等、多くのご支援を得て成り立った博士研究でした。

誠にありがとうございました。 

本研究の第 3章、第 4章における調査は、平成 25年度環境研究総合推進費「低炭素と経

済活性化を両立する生活・行動様式と地域環境デザイン方策の提案」（2RF-1303）の一環と

して国立環境研究所およびステップチェンジ株式会社との共同研究の成果をまとめたもの

です。国立環境研究所の平野勇二郎氏およびステップチェンジ株式会社の松村直輔氏には、
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このような貴重な研究の機会をいただきましたことを厚く御礼申し上げます。また、アンケ

ート調査の実施や回収、その他、本論には主要な一部として含めることができなかったヒア

リング調査や省エネワークショップ等の調整や実施におきましては、調査対象住宅の管理

人 佐藤氏に多大なるご協力を賜りました。誠にありがとうございました。そして、アンケ

ート等の実施をご承認下さった調査対象住宅の理事会の皆様、またアンケート調査等にご

回答いただいた住民の皆様のご協力に感謝申し上げます。 

歴代の鳴海研究室の学生の皆さんには、年代の異なるおばさんを快く仲間として受け入

れていただき感謝申し上げます。中でも、同じ研究課題に共に向き合った金華さん、そして

柳川幸太さんには、大変お世話になりました。どうもありがとうございました。 

また、長きにわたりお邪魔させていただいた志田研究室では、社会人学生としての楽しさ

と大変さを共有できる貴重な仲間との出会いをいただきました。特にいつも調整のお手間

をかけた臼井美恵さん、大変お世話になりました。そして、会うだけでなぜか明るく前向き

になれる原田美穂子さん、原田さんの頑張りにどれだけ励まされたかわかりません。どうぞ

これからもよろしくお願いいたします。 

Imperial College London時代に修士論文の執筆をご指導いただいた Jose I. dR Furtado

客員教授（当時）には、あの時の先生とのやりとりが私の研究人生の源泉であり、10 年以

上経ったこの度の博士論文の執筆時（特に辛く行き詰ったとき）に、どれだけ思い出され、

今なおどれだけ励まされたか、この感謝を事後ながらお伝えしたいです。 

また、私ごとになりますが、家族の存在なくして私の学生生活を語ることはできません。

遡れば、高校卒業後、娘の願いを叶えアメリカに送り出してくれ、以来、常に私の勉学の一

番の味方であった母 鈴木美智子、また当時すでに他界していながら様々な面で力を貸して

くれ、留学生活を陰ながら支えてくれた父 鈴木孝則に、あの時が今に繋がっていると心か

ら感謝しています。 

そして、子育て中の母親として臨んだ博士研究生活では、日ごろから息子の送迎や食事の

用意など、惜しまない協力で私を支えてくれた義父母 大塚武、由枝に心から感謝します。

特に、最後の数か月間は本当にお世話になりました。ありがとうございました。 

最後に、最大限の我慢と協力で一番身近で支えてくれた夫 篤と息子 晶仁なくしてこの

論文を書き切ることはできませんでした。パパには、時に厳しく、時に呆れ、それでも信じ

ていてくれたこと、いつも心の支えでした。そして晶仁くん、君の存在自体がこの研究のイ

ンスピレーションであり、ママの原動力でした。もっと君の生きやすい社会を作ることはパ

パとママの共通の願いです。ママの研究を応援してくれたパパの想いとともに、この論文を

君に捧げます。二人とも本当にありがとう。 

2017年 9月 

大塚 彩美 



86 

付録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I． 東日本大震災後の夏の節電に関するアンケート調査用紙（第 2章） 

 

II． 省エネ推進のためのライフスタイル調査に関するアンケート調査用紙 

（第 3章、第 4章） 

 

III． 省エネルギー行動の背景にある価値観・エネルギー意識と電力消費 

実態に関する個別詳細調査 

 

  



87 

 

 



88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I． 東日本大震災後の夏の節電に関するアンケート調査用紙 

                             （第 2章） 

 

※ 実際の調査は外部の調査会社に委託し、ここに挙げる設問を基にウェブ表示形式を作成、

インターネット調査を行った。 
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今夏の節電に関するアンケートについて 

調査対象者 夫婦＋子供の 3－4人世帯（関東の大都市圏）で、全体として 99世帯 

※子供の年齢は問わない、東京電力管内のみ対象 

グループ A：震災以前から節電しており、震災後も積極的に節電した 

グループ B：震災以前は積極的に節電していなかったが、震災後は節電した 

グループ C：震災以前も以後も、積極的には節電していない 

※各グループの対象人数は概ね等しくなるよう配慮する。 

調査方法 インターネット 

条件 1. 回答者は世帯で主に家事全般を担う方とする（例えば専業主婦など） 

2. 2010年 4月以後の電気使用のお知らせ（検針票）をお持ちの方 

3. オール電化の世帯は除く 

4. 2010年 4月以降に引越もしくは大規模リフォームをしている世帯は除く 

 

Q１.あなたの節電に対する考え方について伺います。 

（ア～セのそれぞれについて最も当てはまる答えをひとつ選択して下さい。） 

ア. 震災後、今夏には電力不足に対する危機を感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

イ. 震災後、原発事故による放射能汚染に対する危機を感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

ウ. 震災以前から、地球温暖化や化石燃料の枯渇に対する危機を感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

エ. 震災や原発事故による被害者のことを考えると、自らも節電に対する責任を感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

オ. 震災以前から、地球温暖化や化石燃料の枯渇のことを考えると、自らも節電に対する責任を

感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 
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カ. 自らが節電することで、社会全体の電力不足の解決に少しでも役立つと感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

キ. 面倒なことでも積極的に節電に取り組むことができた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

ク. 快適さを損なうことでも積極的に節電に取り組むことができた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

ケ. 購入費用が高くても積極的に省エネ製品を購入する意思があった。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

コ. 震災以前から、毎月の光熱費（電気代やガス代）を気にしていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

サ. 震災後、周りの人の目が気になって、節電しなければならないと感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

シ. 震災後、政府からの節電要請があるので、節電しなければならないと感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

ス. 社会全体の電力不足の解決に協力できることに、満足を感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 

 

セ. 節電によって電気代が節約できることに、満足を感じていた。 

1.全く同意できない  2.同意できない  3.やや同意できない  4.どちらともいえない 

5.やや同意できる   6.同意できる   7.非常に同意できる 
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Q２.あなたの節電行動について伺います。 

（以下のア～ケの各設問について、各行動の実施状況に最も当てはまる答えをひとつ選択

して下さい。） 

 

ア. 冷房について 

ア－1.冷房の設定温度を 28℃以上にする。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3.以前からしていない 

 

ア－2.すだれや緑のカーテンなどを積極的に使って、窓からの日射しをさえぎる。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

ア－3.積極的に扇風機などを使い、エアコンを使わないようにする。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

イ. 照明について 

イ－1. 省エネ型の蛍光灯や LEDランプなどを積極的に使用する。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

イ－2. 積極的に電灯の間引きや一部消灯などをする。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

ウ. テレビについて 

ウ－1. 画面の明るさをできるだけ暗くする。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

ウ－2. 見たいテレビ番組だけ電源を入れる（点けっぱなしにしない）。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

エ. 冷蔵庫について 

エ－1. 扉の開閉時間を減らしたり、冷蔵庫カーテンを取り付けるなど、冷気が漏れないよ

うに気を付ける。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

エ－2. 冷蔵強度（設定温度）を最も弱くする。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 
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オ. 調理家電について 

オ－1. 炊飯器や電気ポットなどの保温機能の使用を控える。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

カ. 家電全般について 

カ－1. 使わない時はこまめにスイッチを切る。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

カ－2. コンセントからプラグを抜くなど、待機電力をできるだけ少なくする。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

キ. 生活習慣について 

キ－1. 早寝早起きの生活習慣を心掛ける。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

キ－2. 暑いときにはできるだけ薄着でいるように心掛ける。 

1.震災以前から実施していた  2.震災以降は実施した  3. 以前からしていない 

 

Q３.あなたの世帯の電力使用量に関して伺います。 

 

Q３－１.電力会社から送られてきた検針票を見ながら、2010年及び 2011年の 4月から 11月ま

で各月の電力使用量を書き写してください。 

 2011年 

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 

電 力 量
(kWh） 

        

 2010年 

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 

電 力 量
(kWh） 

        

※検針票に記載されている月と上記の記入月を一致させるように記入して下さい。例えば検針票に 

「10月分」と記載されていれば、上記の「10月分」の欄にその使用量を記入して下さい。「10月分」の使

用量とは、9月の検針日から 10月の検針日までの合計使用量を表わすことになります。 

 

Q３－２.毎月の平均的な検針日に該当する期間を一つ選択して下さい。検針日は検針票に

記載されています。 

1.  1日から 5日  2.  6日から 10日  3.  11日から 15日  4.  16日から 20日 

5.  21日から 25日  6.  26日から末日 
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Q４.その他の節電や震災に関連する事項について伺います。 

Q４－１．あなたのお住まいでは計画停電により、実際に停電が発生しましたか？  

1.はい  2.いいえ 

 

Q４－２．地震や津波による震災被害に対してどのような感情を抱きましたか。（当てはまるも

のを全て選択して下さい。） 

１．不安  ２．驚き  ３．焦り  ４．緊張  ５．恐怖  ６．無念  ７．怨み   

８．苦しみ  ９．悲しみ  １０．怒り  １１．空虚 

 

Q４－３．原発事故による放射能汚染に対してどのような感情を抱きましたか。（当てはまるも

のを全て選択して下さい。） 

１．不安  ２．驚き  ３．焦り  ４．緊張  ５．恐怖  ６．無念  ７．怨み   

８．苦しみ  ９．悲しみ  １０．怒り  １１．空虚 

 

Q４－４．現在のあなたの節電意識について、最も当てはまるものをひとつ選択して下さい。 

１．震災をきっかけに節電意識が高まり、現在も継続している 

２．震災以前から節電意識が高く、現在も同じ程度の意識がある 

３．震災をきっかけに節電意識が高まったが、現在はあまり意識がない 

４．震災以前から節電意識がなく、現在もそのまま変わらない 

 

Q４－５．Q４－４で３と回答した方に伺います。いつ頃節電意識が薄れてきましたか。該当する

月をひとつ選択して下さい。 

１．６月  ２．７月   ３．８月  ４．９月  ５．１０月  ６．１１月以降 

 

Q４－６．Q４－４で３に回答した方に伺います。節電意識が薄れてきた理由について、当てはま

るものを全て選択して下さい。 

１．政府からの要請が終わった 

２．節電しても電気代がほとんど変わらなかった 

３．室内環境が悪化し健康に問題が出た 

４．節電が面倒になってきた 

５．電力が不足していないと感じた 

６．テレビ等で電力使用情報が発信されなくなった 

７．周りの人が節電をやめた 

８．自分だけが節電しても仕方がないと感じた 

９．その他（自由記述枠） 
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Q５.最後にあなたご自身について伺います。 

 

Q５－１．あなたの年齢は 

１．20代  ２．30代   ３．40代  ４．50代  ５．60代  ６．60代以上 

 

Q５－２．あなたの子供の年齢は 第一子 ＿ 歳・第二子 ＿ 歳 

 

Q５－３．あなた（回答者）の職業は： 

１．会社員  ２．公務員  ３．契約／嘱託社員  ４．パート   

５．フリーランス  ６．専業主婦  ７．無職    

８．その他（具体的に：        ） 

 

Q５－４．あなたの世帯収入は 

１．200万円未満   2．200万円以上 400万円未満   ３．400万円以上 600万円未満 

４．600万円以上 800万円未満   ５．800万円以上 1000万円未満 

６．1000万円以上 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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II．省エネ推進のためのライフスタイル調査に関する 

アンケート調査用紙 （第 3章、第 4章） 
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省エネ促進のためのライフスタイル調査に関するアンケート  

 

このアンケート調査は、当物件に標準設置されている HEMSや見える化タブレット 

からどのような情報が得られればより省エネに繋がるのかを探るため、皆様がお持ち

の生活全般の価値観や志向、ライフスタイルについての調査を実施させていただくも

のです。 

 

お忙しいところ大変お手数ですが何卒ご協力をお願い申し上げます。 

 

 

横浜国立大学大学院 環境情報学府 鳴海研究室 

ステップチェンジ株式会社 

 

 

 

この調査では 20歳以上の方全員を対象としております。ご家庭に 20歳以上の方が 

複数おられる場合には、それぞれ別シートのアンケートにご回答ください。 

 

アンケートは全部で９ページあります。すべての設問にお答えください。 

 

お答えいただいたアンケート用紙は、8月 30日までに管理人室ポストへ投函して 

ください。なお、プライバシーの保護のため同封の返信用封筒をご利用ください。 

 

 

 

 

 

調査やアンケートに関するお問い合わせ窓口 

横浜国立大学大学院 鳴海研究室 担当：大塚（TEL：045-339-3719／平日 10:00-17:00） 

ステップチェンジ株式会社 担当：松村（TEL：045-263-6651／平日 10:00-17:00） 
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Q1. あなたの生活全般に関する価値観について伺います。 

Q1-1．ここではあなたの人生・生活にとってどんな価値観が重要かを、以下の手順にそって評価していた

だきます。 

回答は各項目の左側の欄に回答選択肢（－1，0，1，2，3，4，5，6，7）の番号で示してください。 

【手順】 

① はじめにア～ニのすべての項目を読んで、あなたにとって最も重要なものを 1つ選び、その重要性の程

度を評価してください。 

② 次に、あなたの価値観と対立する価値観を選び、それを－１としてください（複数あっても構いません）。

対立する価値観がなければ、あなたにとって最も重要でない価値観を選び、その重要性の低さに応じて

各項目を評価してください。 

③ その後で、残りの項目すべてについて評価してください。その際、同じ数値は何度使っても構いません

が、できるだけ数値を全部使って価値観を識別するようにしてください。 

 
 
 ア）美の世界 

（自然や文化的な美の享受） 

  シ）お金/収入 

（必要や欲望を満たすに十分なお金） 

 イ）チャレンジ・刺激 

（チャレンジすること、刺激的な経験） 

 ス）自然・生物多様性 

（自然や他生物との継続的な共生・共存） 

 ウ）変化  

（変化に富んだ人生、多くの経験） 

 セ）パートナー・家族 

（人生の伴侶・家族との安定的な生活/関係） 

 エ）快適さ 

（おだやかで平穏な日々） 

 ソ）プライバシー 

（1人になれる時間や場所） 

 オ）教育  

（良い教育を受け、知識を得ること） 

 タ）安全 

（事故や犯罪からの身の安全、平和） 

 カ）よい環境 

（きれいな空気や水等へのアクセス・保全） 

 チ）安心感 

（他人から大事にされていると感じること） 

 キ）自由 

（自分のことについての自己決定権） 

 ツ）社会的な公平性 

（均等な機会、正当な扱いの享受） 

 ク）健康 

（健康、医療へのアクセス） 

 テ）社会関係 

（友人や同僚、近所の人との良好な関係） 

 ケ）アイデンティティ 

（自尊心、アイデンティティの確立） 

 ト）精神性/宗教 

（精神的や導きや信仰に基づく生活） 

 コ）レジャー 

（仕事/家事後の満足なレジャー時間） 

 ナ）地位/社会的承認 

（他人から尊敬され、認められること） 

 サ）美的な所有物 

（好きな物・良い物に囲まれた暮らし） 

 ニ）仕事 

（仕事があり、職務を全うすること） 

Q1－1 の【回答選択肢】 
私の価値観と     全く重要                  重要                   非常に   最高に重要 

対立する        でない                  である                 重要である   である 

       －1          0      1      2      3      4      5      6       7 
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Q1-2. 人によって生活の目標もいろいろですが、以下のリストのようにわけると、あなたの生活目標に 

いちばん近いのはどれですか。1つ選んで番号を○で囲んでください。 

 

1. その日その日を、自由にたのしく過ごす 

2. しっかりと計画をたてて、豊かな生活を築く 

3. 身近な人たちとなごやかな毎日を送る 

4. みんなと力を合せて、世の中をよくする 

5. わからない 

 

 

Q2（3ページ）にお進みください。 
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Q2： あなたの環境あるいは省エネに対するお考えを伺います。 

ア～ホの各設問について最も当てはまる答えを 1つ選んでください。（なお、前回の調査にご協力いただい

た方には重複する内容もありますが、改めてすべての設問にお答えください。） 

 

設 問 
あなたの回答 

全くそう                     どちらとも                       とても 

思わない                    いえない                      そう思う 
ア．原子力発電所等の現在の様々な状況を考慮

すると、社会全体で電力不足による停電が

起きやすくなるのではないかという危機感

がある 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

イ．化石燃料の枯渇が近づいているのではない

かという危機感がある 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ウ．地球温暖化やオゾン層破壊等の地球規模の

環境問題について危機感がある 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

エ．ごみ問題や生活排水による水質汚濁等の身

近な環境問題について危機感がある 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

オ．大規模な緊急停電が起きると困ると思う 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

カ．原子力発電所の事故は恐ろしいと思う 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

キ．原子力発電所の事故はまた起きるのではな

いかと思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ク．地球温暖化やオゾン層破壊等の地球規模の

環境問題の深刻化には、自分にも責任があ

ると思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ケ．ピーク時に電力不足による緊急停電が起き

るとしたら自分にも責任があると思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

コ．電力の一消費者として、省エネや節電をする

ことで電源負荷を低減し原発事故のような

リスクを減らす責任が自分にもあると思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

サ．自分が省エネすることで地球温暖化対策の

目標達成に貢献できると思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

シ．自分が省エネすることはピーク時の電力不

足による緊急停電を防ぐのに有効だと思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ス．自分が省エネすることは化石燃料の枯渇問

題解決に役立つと思う。 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

Q2は次ページ（p.4）に続きがあります  

Q2 の【回答選択肢】 

1．全くそう思わない   2．そう思わない    3．あまりそう思わない   4．どちらともいえない 

5．ややそう思う      6．そう思う        7．とてもそう思う     
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セ．省エネに関する実践方法やその効果をよく理解

している 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ソ．省エネのためなら値段が高くても省エネ製品を

購入する 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

タ．自宅の毎月の光熱費を把握している 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

チ．省エネは光熱費の節約になると思う 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ツ．省エネはやりがいがあると思う 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

テ．省エネすると利便性が損なわれると思う 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ト．省エネすると快適性が損なわれると思う 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ナ．エネルギー消費をおさえると生活の質は落ちる

と思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ニ．省エネをすると私の自由度は制限されると思う 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ヌ．家族から省エネすることを期待されていると感

じる 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ネ．友人や近所の人から省エネすることを期待され

ていると感じる 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ノ．政府や自治体から省エネすることを期待されて

いると感じる 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ハ．省エネしないと震災や原発事故の被災者に申し

訳ないと思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ヒ．省エネをすることは社会に対する私たち一人ひ

とりの義務だと思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

フ．省エネをすることは震災や原発事故の被災者に

対する私たち一人ひとりの義務だと思う 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

へ．自分の周りの人（家族や友人、職場の同僚等）

が省エネに取り組むよう自分が促すべきであ

る 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

ホ．省エネするかどうかは、その人個人の自由であ

る 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 

Q3 (5ページ)へお進みください。 

Q2 の【回答選択肢】 

1．全くそう思わない   2．そう思わない    3．あまりそう思わない   4．どちらともいえない 

5．ややそう思う      6．そう思う        7．とてもそう思う     
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Q3. 以下のそれぞれの項目についてのお考えを伺います。 

Q3-1～Q3-7の各設問について、当てはまるものを選んで□にチェックしてください。 

 

設 問 あなたの回答 

Q3-1  当該物件の太陽光発電設備について、あなたのお考えに

もっとも近いものを 1つお選びください。 

 

 あって嬉しい／愛着を感じる 

 なくてもよかった 

 特に意見はない 

 設備があることを知らなかった 

 

Q3-2  日本における将来の電源のあり方について、あなたの 

お考えにもっとも近いものを 1つお選びください。 

 火力等を使ってでも原発ゼロを目指す 

 なるべく再生可能エネルギーを使う 

 ベース電源として原発の利用は必要だ 

 特に意見はない 

 わからない 

 

Q3-3  2016 年に電力市場が自由化されます。その後は電力を

購入する会社を自ら選べるようになります。 

電力自由化後、あなたはどのような電力を供給する会社か

ら電力を買いたいと思いますか。重視するキーワードを 

最大 2つまで選んでください。なお、電力供給の安定性は

確保されるとの前提でお答えください。 

 

 

 電源のエネルギー種別（再エネ・火力等） 

 安価な料金 

 災害時にも安定供給できる信頼性 

 地域経済に貢献する地産地消型の電力 

 電力販売のノウハウが豊富な電力会社 

 異業種からの参入(楽天/ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ等） 

 豊富な料金プラン 

 省エネ診断等 豊富なサービスメニュー 

 

Q3-4  あなたには支持する政党がある、あるいは支持している

政治家はいますか。 

 

 ある（いる）  

 ない（いない） 

（あるとお答えの場合）差し支えなければ、具体的な支持 

政党や政治家の名前を教えてください。 

 

 

 

Q3-5  あなたの環境やエネルギー等の社会問題

とのかかわりについて当てはまるものを 

すべて選んでください。 

 

 これまでに何らかのデモに参加したことがある 

 講習会やシンポジウムに出席したことがある 

 NGO等の会員になる/寄付をすることで活動を支持する 

 インターネットや SNS等で意見を発信している 

 家族と話し合い、家族で実践している 

 家で自分で実践している 

 特に当てはまるものはない 

 

Q3は次ページ（p.6）に続きがあります 
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Q3-6  今日、私達が直面している経済的、社会的問

題を解決するにはどうしたらよいと思います

か。一番重要なものを 1つ選んでください。 

 科学技術の一層の発展/技術で克服する 

 利得構造を変える政策（税金・補助金等） 

 環境教育や道徳教育の充実 

 科学技術やエネルギーに依存しない生き方への転換 

 その他  具体的に：        

 わからない 

 

Q3-7  1990年を基準として温室効果ガス 70％削減の検討を行った「2050年の日本の低炭素

社会シナリオ（2007年 2月に環境省が発表）」では、さまざまな想定条件の下、 

A（ドラえもん型）：活発な、回転の速い、技術志向の社会 

B（サツキとメイ、別名トトロ型）：ゆったりでややスローな、自然志向の社会 

の 2つの社会の姿を描いています（下表参照）。 

あなたは日本が進むべき社会の志向として A、B どちらのタイプが良いと思いますか。 

 Aタイプ 

 Bタイプ 

 

 
2050 年の日本の低炭素社会の描写例 

Q4 (7ページ)へお進みください。 
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Q4. あなたの節電・省エネに関する行動について伺います。 

Q4-1．以下の節電・省エネ行動について、あなたがそれぞれの機器を持っていると想定した場合こ

れらの行動を実践したい/しようと思うかどうかを左欄、実際の実践度合いを右欄に、それぞれの

回答選択肢の中から当てはまる答えを 1つずつご記入ください。  

実践したいと思っても実際にはやっていないという回答でも正直にお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践したい/しよう 

と思うか 
設 問 実際の実践度合い 

 ア. エアコンの冷房時の設定温度を 28度以上にする  

 イ. すだれやカーテンを使って、窓からの日差しをさえぎる  

 ウ. 省エネ型の LEDランプを使う  

 エ. 電灯の間引きや一部消灯をする  

 オ. テレビ画面の明るさを暗めに設定する  

 カ. 見たいテレビ番組だけ電源を入れる（点けっぱなしにしない）  

 キ. 冷蔵庫の扉の開閉時間を短くする等で、冷気漏れを防ぐ  

 ク.冷蔵庫の強度（設定温度）を弱くする  

 ケ. 炊飯器や電気ポットの保温機能の使用を控える  

 コ. 余熱調理をする  

 サ. 食器洗いは量をまとめて、食洗機の利用回数を抑える  

 シ. 食洗機、洗濯機や浴室乾燥機の乾燥機能は使わないようにする  

 ス. コンセントからプラグを抜く等 待機電力を少なくする  

 セ. お風呂は家族が続けて入る  

 ソ. 個室ではなくリビングでまとまって過ごす  

 タ. お湯の使用量を減らす  

 

  

Q4-1.【実践したい/しようと思うかどうかについての回答選択肢】 

1．全く思わない         2．思わない        3．あまり思わない        4．どちらともいえない 

5．やや思う             6．思う            7．とても思う 

Q4-1.【実際の実践度合いについての回答選択肢】 

1．していない          2．たまにしている        3．いつもしている 

4．あてはまらない（該当する機器をもっていない場合等） 
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Q4-2．あなたが節電・省エネ意識を持つようになったきっかけとしてもっとも当てはまるものを 1 つ

えらんでください。 

     1. 東日本大震災／福島原発事故による電力危機 

     2. この物件に入居し、見える化タブレットを使う機会があったこと 

     3. この物件に入居し、デマンドレスポンス等の実験に参加する機会があったこと 

     4.東日本大震災／福島原発事故以前（地球温暖化等が騒がれるようになった頃）から節電・省エネ 

意識があった 

     5. 地球温暖化等が騒がれるようになる以前から節電・省エネ意識があった 

        そのきっかけは：_______________＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

     6.今も昔も節電・省エネ意識はない 

 

 

Q4-3. あなたの現在の見える化タブレットの利用状況について、最も当てはまるものを 1つ 

お選びください。 

     1. 入居してからほとんど利用していない 

     2. 入居後数年は見ていたが、見なくなった 

     3. 入居以来よく見ており、見る頻度は変わっていない 

 

（３とお答えの方）見える化タブレットを見る頻度は： 当てはまるものを 1つ○で囲んでください） 

 

ほぼ毎日      週 2～3回程度        週 1回程度         月 1回程度     

 

Q5（9ページ）へお進みください。 
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Q5. 最後にあなたご自身・あなたのご家族について伺います。 

Q5-1．2011年 3月の東日本大震災・福島原発事故当時、あなたのお住まいでは計画停電がありましたか 

     1. はい   2. いいえ 

 

Q5-2. この物件に入居してから、ご家族の構成に変化はありましたか。 

     （例：子どもが生まれた、息子が大学に入学し下宿を始めた、ご同居されていた方が亡くなられた等） 

 

Q5-3. 今後マンション内で省エネに関するワークショップを実施するとしたら、あなたは参加したいです

か。 

     １.ぜひ参加したい         2. 都合があえば参加したい       3.おそらく参加しない 

 

Q5-4. ワークショップなどで、どのような内容について期待しますか。 

1. 個別の省エネアドバイス 

2. 省エネが進んでいるご家庭の節電の工夫の話   

3. 見える化タブレットや HEMS等の効果的な使い方 

4．一括受電導入のメリット 

5．居住者間の交流 

 

Q5-5. あなたは：      1．世帯主            2．配偶者          3．子ども・親等の同居者 

 

Q5-6.  あなたの性別は：        1．男       2．女   

 

最後に、あなたのご入居されている部屋番号をご記入ください。   _________＿＿＿___号室 

 

＊今回の調査では 20歳以上の方全員を対象としております。20歳以上の方が複数おられる場合には、それぞれ別のア

ンケートシートをご利用ください。 

 

お答えいただいた内容および部屋番号等の個人情報は、調査の分析のみに使用し、他の目的では使用いたしません。ま

た、学会等の外部発表の際には個人情報は特定できない形での利用となります。 

 

以上で設問はすべて終わりです。 

アンケート調査へのご協力どうもありがとうございました。 
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III．省エネルギー行動の背景にある価値観・エネルギー意識と 

電力消費実態に関する個別詳細調査 
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III.1 調査の背景と目的 

本論では、人々の省エネルギー行動の背景にある価値観やエネルギー意識と行動指標と

して主観申告による行動意図と実践度（第 3章）および HEMSデータから得られた電力消

費量を用いた分析（第 4章）を行い、人々の価値観およびエネルギー意識が省エネ行動意図

や実践度、また電力消費量に及ぼす影響を検討した。結果として、行動意図や省エネ行動実

践度には自己超越的価値観が作用しているが、電力消費量については、例えば冬では、行動

意図の形成や実践度につながる自己超越と、Schwartzの価値理論においてその対極にある

自己増進が作用していることが示され、電力消費量にはその強度によってどちらの価値観

がより強く作用するか決定されるのではないかという結論に至った。また、行動意図から実

践度、電力消費量と対象が変わるにつれ、価値観やエネルギー意識の作用が変化する理由と

して、家族構成員の影響があると考えられるため、家族構成員間の相互作用や、価値観の形

成に関する分析を深めることを目的として個別調査を実施した。 

 

III.2 調査概要 

III.2.1  対象世帯の選定 

個別調査の対象世帯は、第 3 章および第 4 章における調査対象者のうち、全戸向けアン

ケートの回答者で，かつ 4 季節全ての電力消費量データが揃っている世帯の中から抽出す

ることとした。その上で、第 3 章で述べた価値観に関する因子得点を用いてクラスタ分析

を行い、各クラスタから調査対象者を確保できるよう因子得点の分布から選定した 16世帯

に対し紙面で調査への協力を依頼した。初期のコンタクトでは個別調査は省エネライフス

タイル調査（本論第 3章）のフォローアップ調査との位置づけであること、まずは電話で調

査内容の説明を行うこと、説明を聞いた時点で参加の最終判断が可能なこと等を記述した。 

調査依頼を行った 16世帯のうち、協力への賛同を得られた 7世帯において個別調査を行

った。調査対象者の個別調査は 2016年 2月末～3月初旬の 2週間にわたる食生活調査およ

び各世帯に対するインタビュー調査（各世帯 1～2時間程度）から構成された。インタビュ

ーは対象者の希望により対象者の自宅もしくは当該住宅の集会室にて行われた。ここでは

HEMSによる電力消費量の詳細分析とインタビュー調査の結果を合わせて報告する。（ただ

しインタビューの全文キーワード解析や食生活調査の結果に言及することはせず、あくま

でもインタビューの中で拾った電力消費量に影響を及ぼすと思われるキーワードのみを扱

っている。） 

 

III.2.2 クラスタ分析 

個別調査対象者選定の参考とするため、第 3 章で述べた価値観の因子得点を用いて全世

帯を対象にクラスタ分析を行った。その結果を図 III-1に示す。なお、クラスタ分析におい

ては価値観の因子数に合わせた 5分類、Schwartz価値理論の上位価値 4種に対して各 2つ

の下位価値（因子分析の結果から快楽主義を除き、類似している調和・伝統を一つと考慮） 
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図 III-1 全回答者の価値観クラスタ分類 

 

表 III-1 クラスタ別 分散分析結果 

 
 

の 8分類、および 8分類にて分析した結果、全価値に大きい得点（全大）および小さい得
点（全小）を示す分類が出ると分かったため、8分類にこれら 2分類を足した 10分類を用
いた。価値観の 5因子すべてにおいて大きな得点が出ている人およびその逆、つまり価値
観優先度の識別ができていない人が約 2割を占める結果となった。なお図中の外縁部に示
した「個人的」「社会的」「個人・社会複合」は、本論で用いた Schwartzの価値理論にお
いて個人的価値観、社会的価値観、両者の複合価値を持つ分類を示している。 
さらにクラスタ別にエネルギー意識や行動指標、世帯属性他、第 3 章のアンケートで聞
いた社会に対する志向等について分散分析を行った（表 III-1）。その結果、価値観得点を基
にクラスタ分析していることもあり、価値観項目はすべての因子において 1%水準の有意差
が認められた。エネルギー意識のうち道徳観および危機感に 5%水準で、また有効感および
コストベネフィット評価に 10%水準の有意傾向の差がクラスタ間に認められた。 
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III-3 対象世帯 

表 III-2に調査対象 7世帯の主なプロフィールを示す。調査対象世帯は 30代～40代のファ
ミリー世帯が 4世帯、定年後、定年間近の熟年夫婦 2人暮らし（いずれも子どもは独立）が
2世帯、および成人の子どもと同居している成人 3人世帯が 1世帯である。 
 
III-3-1 調査対象世帯の電力消費量 

表 III-2で示した各世帯の電力消費量を季節ごとに系統別にグラフ化し、比較した（図 III-
2）。総電力消費量（図中第 2軸黒折れ線）としては、冬には差が認められるが、他の季節に
おいては世帯間のばらつきは大きくない。 

 
表 III-2 調査対象世帯の主なプロフィール概要 

 

 

 
図 III-2 季節別・世帯別 電力消費量の比較 

冬
秋

夏 春
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図 III-3 電力消費量の世帯間比較（冬） 

 

 

次に、冬を例に詳しく見てみると（図 III-3）、若い世代（A、B、C）の総消費量が概ね少

ない。若い世帯でも電力消費量が多い世帯 E は、床暖房の利用に特徴づけられる。全般的

に年長世帯（D、F、G）の電力消費量が多いが、その中では少人数世帯（F、G）が少なく、

成人 3人世帯（D）が最も電力消費量が多くなっている。また、建物階層の中間層に住む世

帯（A、B、C）よりも最上階（D、F、G）に住む世帯の電力消費量が多い。これらの結果

は第 4 章で述べた電力消費量に対する影響要因の分析結果と整合的である。総合的に考え

ると、今回の個別調査では最上階に住む世帯がすべて年長世帯となっており、世帯主の年代

や階層といった複数の要因が重なって世帯の電力消費量を押し上げているものと思われる。 

 

III-3-2 各世帯のプロフィール詳細 

以下 Box 1～7に各世帯のプロフィールの詳細を掲載する。なお、各 Box中の価値観につ

いてのクラスタ番号および価値分類の名称は図 III-1 の価値分類に対応している。例えば、

世帯 A の「個（１）」「開放性」は図 III-1 の「個人的」価値観を持つ 46%の人のうち「1．

開放性」の価値分類を持つ 8%の人に該当する、という意味である。また、エネルギー意識

については、世帯構成員間の比較を容易にするために、因子得点ではなく下位尺度として表

している。 
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Box 1：世帯 A 

 
 

Box 2：世帯 B 
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Box 3：世帯 C 

 
 

Box 4：世帯 D 
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Box 5：世帯 E 

 
 

Box 6：世帯 F 

 

  



114 

Box 7：世帯 G 

 
 
III-4 個別調査のまとめ 

個別調査では、7世帯の電力消費量の傾向と夫婦それぞれの価値観やエネルギー意識を比
較し、インタビューから得られたキーワードから世帯の電力消費量に対する世帯構成員間

の相互影響を探った。その結果、まず電力消費量の傾向としては、世帯主の年代によって若

い世帯と年長世帯で差が出ること、また若い世帯でも電力消費量が多い世帯では床暖房の

利用が多いことが示された。これらは第 4章で分析した結果と概ね整合的である。しかし、
年長世帯（3世帯）はすべて最上階に居住しており、ここからは階層と年長、また世帯人数
など複数の要因が重なって影響していると思われる。 
さらに、インタビュー結果からは個人の価値観や省エネ行動が家族構成員に影響を受け

ていることが示された。例えば、世帯 C については夫よりも妻が省エネなどを気にしない
価値観を持ち合わせているが、夫が大変節約に厳しいため妻も節約に努めているとのこと

話が聞かれ、より保守的な価値観を持つ人（夫）の影響が、より個人的な価値観を持つ妻の

影響を抑えるケースとなっている。この妻の価値分類は夫に比べると個人的（好刺激が強い）

だが、好刺激と並んで自己超越の得点が高いこともあり、インタビューでは非常に「共感的」

な人であることが感じられた。結果としては夫の節約志向が根本にあるものの、妻の共感的

な価値観が日常生活の中で夫の価値観に寄り添うような努力に繋がっているものと思われ

る。また、比較的若い世代ながら電力消費量が多めになっている世帯 E については、南側
の立地にもかかわらず、冬季については床暖房の利用が多くなっている。インタビューでは
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夫婦ともに子どもが小さいので快適に過ごせるようにとの意識が強く、また子どもにはき

ちんとしたご飯を食べさせたいとの想いから妻もフルタイム勤務であるが毎朝しっかり朝

食から作る等、クラスタ分類では「全て小」の価値観分類であったもののやや保守的な価値

観が生活の中に見て取れ、これがやや多い電力消費量となって表れていると推察される。す

なわち、本研究の仮説では保守性は社会的価値観であり省エネ行動意図や実践度を挙げる

と考えていたが、保守性は家族のライフステージによっては「家族のため」に調理や冷暖房

などの利用につながりやすいことを示唆しているとも考えられる。さらに、インタビュー世

帯の夫婦 14名の中でもっとも低い行動意図を示したのが世帯 F（妻）であったが、インタ

ビューで聞かれたように、妻が省エネに興味がなくても自己超越的価値観が強い夫が電気

を消していることなどが電力消費量の突出を抑えていると思われる。最後に、世帯 G（妻）

は価値観が一番変わったきっかけとして倹約家の義母の死を挙げ「自分はこれからは自由

に生きようと思った」とコメントしている（よってそれが自己主導「自由」の得点につなが

ったと思われる）が、実際には長きにわたり専業主婦として家庭を守ってきた生活習慣は身

に沁みついており、今も夫のお弁当を毎日作り、独立した娘のサポートのため頻繁に食事を

作って届ける、週末は娘と孫が頻繁に泊りがけで来るなど、実際の夫婦 2 人の生活以上の

電力消費をしている実態も明らかになった。 

このように、個人個人をみれば自己超越的価値観がある人の方が省エネ行動を推進しや

すいという研究の仮説をサポートする結果が得られた一方で、普段の家族としての生活の

中では、世帯構成員の価値観や意識などが複雑に作用し合い、個人の価値観が電力消費量と

して現れにくいとの第 4 章の結果と整合性がある結果となった。しかし、その傾向は双方

向であり、家族の存在・家族への配慮によりエネルギー消費量が増える場合もあれば、家族

がエネルギー消費量を抑制する影響も持ち得ていることも分かった。すなわち家族という

「社会」単位の中でそれぞれの構成員が影響を受け合っており、一言で省エネなライフスタ

イルを定義することは難しさを浮き彫りにしたと言える。価値観が省エネを含む環境配慮

行動にどう影響するかを考える上では、個人に着目した心理学的な価値観分類と合わせて、

人間は社会的な存在であることをより強く認識した価値観の捉え方が必要かもしれない。 

 




